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ごあいさつ

　

日頃はＪＡみな穂に格別のお引き立てを賜り厚く御礼申し上げます。
世界的な猛威を振るった新型コロナウイルス感染症ですが、令和５年５月８日から感染症
状の分類が 「５類」 に引き下げられたことにより、 通常の感染対策をとりつつも、 日常生

活が戻りつつあります。
一方、 肥料価格は、 ロシア・ウクライナ危機や中国による輸出規制、 欧米諸国の金利政

策の変更などの影響から、前年対比価格で４０％以上の値上がりとなり、令和５年産米の生

産が危倶されましたが、国及び行政から令和５年３月までに、肥料価格高騰対策として管
内生産者に２億円を超える支援金、全農による輸入先の見直しによる原料確保、需要に応
じた作付面積の設定等といった取り組みにより、 令和５年度については、 無事に再生産が

可能な状況となりました。
ＪＡみな穂としては、この取り組みを一過性のものとせず、今後も良質米産地を守るため

に「価格形成」と「肥料高騰対策」 を重要課題と捉え、 関係機関と連携しながら、再生産
が可能な体制を整備してまいります。

　

令和４年度は第６次中期３か年計画の初年度として、「地域農業の振興と、 一人一人の

幸せづくりを支援し、組合員・地域の皆様から喜ばれる取り組みの実践」を経営理念とし、
①需要に応じた主食用米の生産

　

②肥料価格高騰・燃料コスト低減事務申請手続き支援
③年金来店感謝デー 「卵の日」 の継続

　

④カーポート入善での毎月１日・５日の 「特得の

日．」設定

　

⑤資材費高騰対策を含む農業融資実行

　

⑥あいさい広場での「地産地消」イベ

ントの実施と買物支援事業の継続などに取り組んでまいりました。引き続き、令和５年度
は、 中期計画の ２ 年度として更なる効果実現のために、 上記取り組みの継続だけでなく、
肥料のペレット化研究やペーパレス取り組みなど、 環境・コストに配慮した取り組みを推

し進めることとします。

今後も皆様の声に耳を傾けながら、役職員全てが「創意工夫たゆまぬ努力」の気持ちを
もって事業・活動に取り組んでまいります。詳細な取り組みについては、本冊及び第２０回

通常総代会資料、広報誌「ＩＡみな穂」、ＪＡみな穂ホームページ、 ＩＡみな穂インスタグ

ラム等にも掲載しておりますので、 合わせてご覧いただきたくお願い申し上げます。

　　

みな穂農業協同組合

代表理事組合長

　

細田勝二

‐１‐



． 経営方針

地域農業の振興と、
る取組みを実践します。

一人一人の幸せづくりを支援し、組合員・地域の皆さまから喜ばれ

１

　

持続可能な食料・農業基盤整備の確立

○

　

水田フル活用と需要に応じた農産物生産 （継続）
○

　

土壌診断を活用した土づくり支援 （拡充）
○

　

園芸産地づくり支援 （拡充）

○

　

肥料農薬の銘柄集約・早期予約一括仕入によるコスト削減 （継続）
○

　

あいさい広場出荷者の拡充支援 （継続）

ｎ

　

持続可能な組織・事業基盤の確立と地域の活性化
○

　

月例の担い手訪問を通じたニーズの確認と提案力強化 （継続）
○

　

共済全契約者への訪問活動実施 （拡充）
○

　

生活に密着した生活購買品・燃料・ＬＰＧ・葬祭・自動車の提供 （継続）

○

　

組合員加入要件見直し・女性組合員加入促進 （新規）
○

　

あいさい広場を核とした農業振興支援活動 （イベント等） 実施

　

（継続）

ｍ

　

不断の自己改革の実践を支える経営基盤の強化
○

　

既存経済施設 （倉庫・旧ライスセンタ ・育苗施設等） の有効活用 （継続）
○

　

店外ＡＴＭの再編

　

（新規）

○

　

早期警戒制度改正をふまえた経営の健全性確保と内部統制の強化 （継続）

「食」「農」「地域」「ＪＡ」 にかかる理解醸成に向けた取組みの強化

Ｏ 座談会や地区集会・各種イベントや媒体を通じたＰＲ活動 （拡充）

２． 経営管理体制

◇

　

経営執行体制

　

当ｊＡは農業者により組織された協同組合であり、 正組合員の代表者で構成される
「総代会」の決定事項を踏まえ、総代会において選出された理事により構成される「理
事会」が業務執行を行っています。また、総代会で選任された監事が理事会の決定や理
事の業務執行全般の監査を行っています。

　

組合の業務執行を行う理事には、組合員の各層の意思反映を行うため、 青年部や女
性部などから理事の登用を行っています。 また、 信用事業については専任担当の理事
を置くとともに、 農業協同組合法第３０条に規定する常勤監事及び員外監事を設置し、
ガバナンスの強化を図っています。

‐２－



３． 事業の概況 （令和４年度）

◇

　

全体的な概況

　

「新型コロナウイルス感染症」 の感染拡大をふまえ、 当組合においても感染防止対策を

徹底するとともに、 事業活動においては、インターネットを活用した非対面方式の活用な

ど新たな生活様式に沿った取組みを進めました。 ロシア・ウクライナ情勢や日米欧の金利

政策の異なりから物価の上昇や円安が急激に進展したこと、農林中央金庫奨励金の減少な

どマイナス要素が大きかったものの、地域に根差した組合として連合会や行政支援と一体

となって農業生産者及び地域住民の生産及び生活コストの削減支援を図りました。

　

税引前当期利益は２４３，１９６千円（前年額

　

３１３，６４４千円）当期剰余金は１８６，４６４千円（前

年額

　

２４４，２８９ 千円） となり、 前年度と比較して減少したものの、 固定費の削減により、
当初計画を上回る利益の確保となりました。

◇

　

指導事業

（営農指導）

　

農業者の所得増大のため、水田フル活用を継続し、需要に応じた主食用米の生産、 麦・

大豆の生産維持、 備蓄米 （３９２．６ｈａ）・新規需要米 （飼料用米８０．６ｈａ 輸出用米２７５．ｌｈａ米
粉用米９４．ｏｈａ） の安定生産、 高収益作物 （白ねぎ８．５ｈａ・里芋３．５ｈａ） の生産拡大に取り

組みました。

　

また、 令和４年１０月より、 各地区で肥料価格高騰対策・肥料燃料コスト低減支援事業

の周知説明・申請手続きを行い、 農業者の生産コスト低減の取り組みを図りました。

　

「田んぼア←ト」「ウィー・ラブ・リバ」活動」（河川清掃）「入善ら－めんまつり出店」

等の青壮年部活動への活動支援に取り組みました。

品種別出荷数量 （単位：３０ｋ）

総出荷数量 計画米
計画対比

備蓄米 輸出用米 米粉用米
飼料用米

４年産米 ５３０，２７９袋 ３８６，７１７袋

（１０２，５％）

７３，３３４袋 ５０，０００袋 ２０，２２８袋

（生活指導）

　

くらしの活動の一環として、新川農林振興センターとともに「農村女性大学」を開講し、
食育と地産地消の取り組みや地域農業の基礎知識を学びました。（１１３名）

　

女性組織との連携として、学童保育での「食農紙芝居」や「みんなでごはんを食べよう」

（富富富パックご飯配布） 活動等を通じ、「食」 の理解醸成に努めました。

‐３‐



◇

　

信用事業

　

（貯金）

年金来店感謝デー（年６回）やミニふれあい市（年金受給日の地元特産品・加工品販売）
の開催、年金受給者友の会の活動、提携ＡＴＭ入出金等優遇取り組み（ＪＡバンク富山優遇プ
ログラム

　

令和５年３月時点対象年金対象者

　

４，９２１名） 等を通じて、 年金受取口座獲得
をメインとした当座塑性残高の確保に努めました。
ＪＡネットバンク （令和５年３月時点

　

１，０９６名契約） 等の周知やスマホ教室の開催 （大

家庄地区）等を通じてデジタルを活用したくらしの利便性確保に取り組みました。

（融資）
資材費高騰に対応した無利子資金 ３６ 百万円を含め、 農業資金新規実行額として新規

２．２３億円の取扱いとなり、 当年目標１５０，０％を達成しました。

◇

　

共済事業

新たにラインナップされた 「認知症共済」 や 「農業者賠償責任共済

　

ファーマスト」 の

取り組みや、建物更生共済「実損てん補保障型

　

むてきプラス」 への転換契約推進、自動
車共済ｒお見積りキャンペーン」 からの新規加入・乗り換え推進をおこない、 組合員・地

域住民のくらしと営農を守る活動に取り組みました。

◇

　

購買事業

肥料・農薬の予約供給と早期一括仕入れに引き続き取り組み、 組合員の資材費負担の軽
減に努めました。 また、 大型規格農機具や家庭用除雪機・バッテリー型小型農機具など、
幅広い需要に応じた農機具の推進をおこないました。

カーポート入善では、 毎月１日と５日を 「特得の日」（５６７台／平均）、 毎月２４日を 「お

客様感謝祭」（８３１台／平均）、毎週土日月を「給油・洗車特売」（３５３台／平均）、毎週木曜日
を 「レディスデー」 （３３６ 台／平均） とし、 各種イベントを通じ、 安心かつ廉価な燃料の安

定供給を行いました。（年間平均給油台数

　

３１０台／平均）
あいさい広場では、「お盆市」「歳の市」「みな穂フェスティバル」「回廊定期販売」 等に

より地元生産者と消費者の触れ合いの場を提供しました。（生産者売上

　

１．２億円

　

年間平

均生産者１８１名）

◇

　

販売事業
米の取扱高は出荷契約米

　

契約対比１０２．５％

　

概算金の引き上げ （令和４年産

　

コシヒ

カリ １ 等

　

１２，３００ 円／６０ｋ

　

令和 ３年産

　

同

　

１１，０００円／６０ｋ） により、 前年より大きく上

回りました。品質は天候不順による影響からコシヒカリ１等米比率９０．４％と目標の９５．０％
を下回りました。（令和４年産米出荷数量

　

５３０，２７９袋／３０ｋ 同３年産

　

５１８，５６６袋／３０ｋ）

新たな米需要として米卸業者の「神明」と連携した輸出用米の取り組みも行っており、
輸出量は１，５００ｔ（５０，０００袋） 輸出先はシンガポールやオーストラリア・中国など３１か

国・地域まで拡大しました。
出荷組合を通じた高収益作物の生産では、白ねぎは作付面積が前年対比１．ｏｈａ増加（作

‐４‐



付８．５ｈａ）、 単価も上昇 （令和４年

　

３０７円／ｋ

　

令和３年

　

２８２円／ｋ） となり取扱高も前年

を上回りました。

◇

　

保管事業

米出荷の７０％超がフレコン主体と既存倉庫の有効活用の観点から、フレコン専用倉庫の

設置や地区をまたいだ紙袋の保管を行い、 保管状況の効率化を図りました。

◇

　

利用事業

地区をまたいだ大家庄・上原共同乾燥施設での利用調整を行い、効率的な運営につとめ

ました。 （令和４年度

　

米利用実績

　

６２，８５４袋／３０ｋ

　

同

　

令和３年度

　

５９，７７５袋／３０ｋ）

また、担い手組織のニーズに合わせ令和５年産よりあさひ育苗センターで密苗播種の取

り組みを開始しました。（４，５００枚計画）

◇

　

介護福祉事業

　

高齢者生活支援として訪問介護活動 （年間７，４１９回）、居宅支援活動 （月平均９７名）

組合員の健康推進活動の一環として、地域ぐるみで日帰り人間ドックの受診に取り組みま

した。 （１，１４５名）

４． 農業振興活動と地域貢献情報

◇ 協同組合の特性

　

当ＪＡは、下新川郡朝日町・入善町を事業区域として、農業者を中心とした地域住民

の方々が組合員となって、 相互扶助 （お互いに助け合い、 お互いに発展していくこと）

　

を共通の理念として運営される協同組織であり、地域農業の活性化に資する地域金融機

関です。

　

当ＪＡの資金は、その大半が組合員の皆さまなどからお預かりした、大切な財産であ

　

る 「貯金」 を源泉としております。 当ＪＡでは資金を必要とする組合員の皆さま方や、
地方公共団体などにもご利用いただいております。

　

当ＪＡは、 地域の一員として、 農業の発展と健康で豊かな地域社会の実現に向けて、
事業活動を展開しています。

　

また、 ＩＡの総合事業を通じて各種金融機能・サ」ビス等を提供するだけでなく、 地

域の協同組合として、農業や助け合いを通じた社会貢献に努めています。

◇

　

農業関係の持続的な取り組み

　　

・管内学校給食 「富富富」支援

　　

・農村女性大学の開講

　　

・みな穂お米コンテストの開催

◇

　

安全・安心な農産物づくりへの取り組み

　　

・生産履歴記帳運動

－５－



・農薬の安全使用遵守の周知徹底

◇

　

担い手 ４也産地消・食育への取り組み

　　

・管内保育所への 「入善ジャンボ西瓜」 贈呈

　　

・「あいさい広場」「学童農園」「学童保育での食育紙芝居」 実施

　　

・「入善ジャンボ西瓜グミ」（ニッポンエール） の管内小中学校への贈呈 （全農）

◇

　

地域からの資金調達の状況

　

組合員をはじめ地域の皆さまからお預かりした貯金の残高は、９９，５６９，７５３千円（うち

定期積金の残高は

　

９３０，９７８千円） となっております。

　

資格別の貯金・定期積金の残高の内訳は次のとおりです。

組

　　

合

　　

員

　　

等 ８５，５１５，８１５千円

そ

　　　

の

　　　

他 １４，０５３，９３８千円

合

　　　　　　　　

計 ９９，５６９，７５３千円

◇

　

地域への資金供給の状況

（１） 貸出金残高

　　

組合員をはじめ地域の皆さまへの貸出金残高は、９，９８３，７８４千円となっております。

　　

ＪＡは地域金融機関として、地域社会の発展と豊かな暮らしの実現に貢献することを

　

使命と考え、農業資金、事業資金や個人向けのご融資に積極的に対応してまいりまし

　

た。

　　

資格別の貸出金残高の内訳は次のとおりです。
組

　　

合

　　

員

　　

等 ４，８５８，５７８千円

地

　

方 公

　

共

　

団

　

体 ４，１２１，１２１千円

金

　　

融

　　

機

　　

関 ７９８，０００千円

そ

　　　

の

　　　

他 ２０６，０８４千円

合

　　　　　　　　

計 ９，９８３，７８４千円

（２）制度融資取扱状況

　　

農業制度資金とは、農業経営に必要な資金を低利で利用できる融資制度です。

　　

農業制度資金には大きく分けて、国や地方公共団体が、①ＪＡ等民間金融機関の資

　

金を原資とする貸し付けに利子補給などを行うもの、②財政資金を直接貸し付けるも

　

の、 ⑧財政融資資金などを原資とするものの３タイプがあります。

◇

　

文化的国社会的貢献に関する事項 （地域とのつながり）
（１） 文化的・社会的貢献に関する事項

◎ 買い物支援事業
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高齢者の買い物支援として、原則毎週火・水・木 （祝日・お盆・年末年始除く） に移動

販売車 「あいさい号」 を運行しました。（令和４年

　

２０先

　

年間利用者

　

３，８８５名）

◎

　

食育活動

入善ジャンボ西瓜売上金の一部を毎年入善町の食育関連費として寄付し、食育関連書籍

等の購入資金として活用されています。（令和４年実績

　

４５２玉

　

１３６千円）

　

管内小中学校給食に「富富富」を提供し、米の美味しさと農業の大切さをＰＲしま した。

　

学童保育で 「食農教育紙芝居」 の読み聞かせを実施しました。（ＪＡみな穂女性部）

　

◎「農商校福」 連携事業の実施

　

ｉＡみな穂青壮年部・入善町商工会青年部・入善高校農業科・ＮＰＯ法人 「工房あおの丘」

等により、遊休農地を利用したトウガラシ栽培と加工品を製作し、「あいさい広場」や「み

な穂フェスティバル」 での販売を通じて、 地域の活性化と相互理解に取り組んでいます。

◎

　

扇状地マラソン地場産品エイ ドステーション設置

管内の生産者からミニトマトと甘酒の提供を受け、 生活燃料課職員がランナーに手渡し

し、 地域の魅力発信を行いました。（１１月 ２０日開催）

◎

　

まるまるひがしにほんへの参加 （東日本連携センター）

埼玉県さいたま市で開催された 「富山県入善町観光物産展

　

～にゅうぜんまるしぇ～」

に管内特産品を出品し、地域の魅力発信を行いました。（７月２３日～２４日）

（２） 利用者ネットワーク化への取り組み

年金受給者相互間の親睦を目的とし、スポーツ大会や文化活動・親睦旅行等を開催して

います。令和４年度は新型コロナウイルス感染状況を勘案しながら、ゲートボール大会 （６

チーム参加） パークゴルフ大会 （１１９名参加） ウオークベースボール大会の実施 （１９チー

ム参加） や各地区親睦旅行の開催などに取り組みました。

（３） 情報提供活動

　

◎

　

広報誌 「ＪＡみな穂」 の発行と 「日本農業新聞」 への寄稿

　

毎月１回組合員宅に配布するほか、「日本農業新聞」への寄稿を通じ、幅広くＪＡや地域・

農業の情報を発信しています。（令和４年度

　

８３件寄稿）

◎

　

みな穂インスタグラムでの発信

インスタグラムを開設し、 幅広い世代へのＰＲ活動を行っています。
（令和５年５月現在

　

フォロワー５９５名）

◇

　

地域密着型金融への取り組み（中小企業等の経営の改善及び地域の活性化のための取

組の状況を含む）
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（１） 農業者等の経営支援に関する取組み方針

　　

農業技術・生産性向上に向けた各種研修会の実施、低利の農業関連融資の普及・推

　

進活動に取組み担い手経営体や農業者等のニーズを把握し、サービスを提供していき

　

ます。

（２） 農業者等の経営支援に関する態勢整備

　　

農繁期を除く２７

　

日前後に、 営農指導員が担い手農家を訪問するほか、 融資担当

　

営農部・農機具を交えて、 毎月１回情報連携ミーティングを実施しています。

（３） 農山漁村等地域活性化のための融資を始めとする支援

　　

融資部門と営農部門との連携し農業融資・資金提案を行い、農林中金や行政・関係

　

機関の担い手担当部署と連携する窓口担当者としての役割を発揮するなどして取り

　

組みを行っています。

（４） 担い手の経営のライフステージに応じた支援

　　

新規就農支援、担い手の信用向上、財務の安定化など農業法人等の発展段階に応じ

　

て、 資本供与の枠組みであるアグリシードファンドを提案するなどして担い手支援に

　

取り組んでいます。

（５） 経営の将来性を見極める融資手法を始め担い手に適した資金供給手法の取組み

　　

農業経営負担軽減支援資金等の負債整理資金を提案し、償還金の負担軽減を図るな

　

どした取組み、また、農業経営改善促進資金 （新スーパーＳ資金） の融資について、

　

農業振興等に貢献するために創設されたＪＡバンクアグリ・エゴサポート基金を通じ

　

た利子助成を行うなどして担い手を支援しています。

（６） 農山漁村等地域の情報集積を活用した持続可能な農山漁村等地域への貢献

　　

富山県ＪＡにおいては、 市町村が作成する 「人・農地プラン」 について地域再生協

　

議会の事務局又は構成員として、アンケ」ト調査の取りまとめ等を行うなどプラン策

　

定に参画しています。また、地域の小学生の農業に対する理解を促進 するため、ＪＡ

　

バンク食農教育応援事業を展開し、 農業に関する教材 「農業とわたしたちのくらし」

　

の配布や農業体験学習の受入れなどに取り組んでいます。
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５． リスク管理の状況

◇ リスク管理体制
〔リスク管理基本方針〕

　

組合員・利用者の皆さまに安心してｊＡをご利用いただくためには、より健全性

の高い経営を確保し、 信頼性を高めていくことが重要です。

　

このため、有効な内部管理態勢を構築し、直面する様々なリスクに適切に対応す

べく 「リスク管理基本方針」を策定し、収益とリスクの適切な管理、適切な資産自

己査定の実施などを通じてリスク管理体制の充実・強化に努めています。

①信用リスクの管理

　

信用リスクとは、 信用供与先の財務状況等の悪化等により、 資産 （オフ・バラン

　

スを含む。） の価値が減少ないし消失し、 金融機関が損失を被るリスクのことで

す。

　　

当ＪＡは、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決定

　

しています。 また、 通常の貸出取引については、 本店に審査部署を設置し各支店との

　

連携を図りながら、 与信審査を行っています。 審査にあたっては、 取引先のキャッシ

　

ュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、 担保評価基準など厳格な審査

　

基準を設けて、与信判定を行っています。貸出取引において資産の健全性の維持・向

　

上を図るため、 資産の自己査定を厳正に行っています。 不良債権については管理・回

　

収方針を作成・実践し

　

資産の健全化に取り組んでいます。 また、 資産自己査定の結

　

果、 貸倒引当金については 「資産の償却・引当要領」 に基づき必要額を計上し、 資産

　

及び財務の健全化に努めています。

②市場リスクの管理

　

市場リスクとは、 金利、 為替、 株式等の様々な市場のリスク・ファクターの変動

　

により、 資産・負債 （オフ・バランスを含む。） の価値が変動し、 損失を被るリス

　

ク、 資産・負債から生み出される収益が変動し損失を被るリスクのことで、 主に金

利リスク、 価格変動リスクなどをいいます。

　

金利リスクとは、 金利変動に伴い損失を被るリスクで、 資産と負債の金利又は期

　

間のミスマッチが存在している中で金利が変動することにより、 利益が低下ないし

損失を被るリスクをいいます。 また、 価格変動リスクとは、 有価証券等の価格の変

動に伴って資産価格が減少するリスクのことです。

　　

当ＪＡでは、 これらのリスクを的確にコントロールすることにより、 収支及び財務

　

の安定化を図っています。 このため、 財務の健全性維持と収益力強化とのバランスを

　

重視したＡＬＭへの取組みを基本に、金融情勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務

　

構造の構築に努めています。

　　

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及

　

び当ＪＡ‐の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会におい

　

て運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会等を定期的に開催して、
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日常的な情報交換及び意思決定を行っています。運用部門は、理事会及びＡＬＭ委員

　

会等で決定した運用方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っていま

　

す。 運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を行っているかど

　

うかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告しています。

③資金調達に係る流動性リスクの管理

　

流動性リスクとは、 運用と調達のミスマッチや予期せぬ資金の流出により、 必要

　

な資金確保が困難になる、又は通常よりも著しく高い金利での資金調達を余儀なく

　

されることにより損失を被るリスク （資金繰りリスク） 及び市場の混乱等により市

場において取引ができないため、 通常よりも著しく不利な価格での取引を余儀なく

　

されることにより損失を被るリスク （市場流動性リスク） のことです。

　　

当ＪＡでは、 資金繰りリスクについては、 運用・調達について月次の資金計画を作

成し、 安定的な流動性の確保に努めています。 また、 市場流動性リスクについては、

　

投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性（換金性） を

　

把握したうえで、 運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④オペレーショナル・リスク管理

　　

オペレーショナル・リスクとは、 業務の過程、 役職員の活動もしくは、 システ

　

ムが不適切であること又は外生的な事象による損失を被るリスクのことです。

　　

当ＪＡでは、 収益発生を意図し能動的な要因により発生する信用リスクや市

　

場リスク及び流動性リスク以外のリスクで、受動的に発生する事務、システム、

　

法務などについて事務処理や業務運営の過程において、 損失を被るリスクと定

　

義しています。事務リスク、 システムリスクなどについて、事務手続を整備 し、

　

その有効性について自主検査等を実施するとともに内部監査の対象とし、事故・

　

事務ミスが発生した場合は速やかに状況を把握してリスク発生後の対応及び改

　

善が迅速・正確に反映ができるよう努めています。

⑤

　

事務リスク管理

　

事務リスクとは、 役職員が正確な事務を怠る、 あるいは事故・不正等を起こす

　

ことにより金融機関が損失を被るリスクのことです。 当ＪＡでは、 業務の多様化

　

や事務量の増加に対応して、正確な事務処理を行うため事務マニュアルを整備す

　

るとともに、 自主検査・自店検査を実施し事務リスクの削減に努めています。 ま

　

た、 信用事業の事故・事務ミスが発生した場合には、 発生状況を把握し改善を図

　

るとともに、 内部監査により重点的なチェックを行い、 再発防止策を実施してい

　

ま す。

◇

　

業務の適正を確保するための体制

〔内部統制システム基本方針〕

　

当ｉＡでは、法令遵守の徹底や、より健全性の高い経営を確保し、組合員・利用
者の皆さまに安心して組合をご利用いただくために、内部統制システム基本方針を
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策定し、 組合の適切な内部統制の構築・運用に努めています。

１． 理事及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

①

　

組合の基本理念及び組合のコンプライアンスに関する基本方針を定め、 役職員は職務上のあらゆ

　

る場面において法令・規則、 契約、 定款等を遵守する。

②

　

重大な法令違反、 その他法令及び組合の諸規程の違反に関する重要な事実を発見した場合には、

　

直ちに監事に報告するとともに、 理事会等において協議・検討し、 速やかに是正する。

⑧

　

内部監査部署は、内部統制の適切性・有効性の検証・評価を行う。監査の結果、改善要請を受けた

部署は、 速やかに必要な対策を講じる。

④

　

反社会的勢力に対しては、 毅然とした態度で臨み、 一切の関係を持たない。

⑥

　

組合の業務に関する倫理や法令に抵触する可能性のある事項について、 役職員等が相談もしくは

　

通報を行うことができる制度（ヘルプライン）を適切に運用し、 法令違反等の未然防止に努める。

⑥

　

監事監査、 内部監査、 会計監査人が密接に連絡し、 適正な監査を行う。

２， 理事の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

①

　

文書・情報の取扱いに関する方針・規程に従い、 職務執行に係る情報を適切に保存・管理する。

②

　

個人情報保護に関する規程を整備し、 個人情報を適切かつ安全に保存、 管理する。

３． 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

①

　

認識すべきリスクの種類を特定するとともに管理体制の仕組みを構築し、 リスク管理の基本的な

態勢を整備する。

②

　

理事は組合のリスクを把握・評価し、必要に応じ、定性・定量それぞれの面から事前ないし事後に

適切な対応を行い、 組合経営をとりまくリスク管理を行う。

４． 理事の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

①

　

職制、 機構、 業務分掌、 指示命令系統を明文化し、 役職員の職務執行を効率的に遂行する。

②

　

中期経営計画及び同計画に基づく部門別事業計画を策定し、 適切な日標管理により、 戦略的かつ

効率的な事業管理を行う。

５， 監事監査の実効性を確保するための体制

①

　

監事が円滑に職務を執行し、 監事監査の実効性を確保するための体制を整備する。

②

　

監事が効率的・効果的監査を遂行できるよう支援する。

③

　

理事や内部監査部署等は監事と定期的な協議、 十分な意思疎通をはかることにより、 効率的．効

果的監査を支援する。

６． 財務情報その他組合情報を適切かつ適時に開示するための体制

①

　

会計基準その他法令を遵守し、 経理規程等の各種規程等を整備し、 適切な会計処理を行う。
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②

　

適時・適切に財務報告を作成できるよう、決算担当部署に適切な人員を配置し、会計・財務等に関

　

する専門性を維持・向上させる人材育成に努める。
③

　

法令の定めに基づき、 ディスクロージャー等を通じて、 財務情報の適時・適切な開示に努める。
④

　

財務諸表の適正性、 財務諸表作成にかかる内部監査の有効性を確認し、 その旨をディスクロージ

　

ャーに記載する。

注：上記内部統制システム基本方針は令和４年３月２４日時点のものです。

◇

　

法令遵守体制
〔コンプライアンス基本方針〕

　

利用者保護への社会的要請が高まっており、また最近の企業不祥事に対する社会の
厳しい批判に鑑みれば、組合員・利用者からの信頼を得るためには、法令等を遵守し、
透明性の高い経営を行うことがますます重要になっています。

　

このため、コンプライアンス（法令等遵守）を経営の重要課題のひとつとして位置づ

け、 この徹底こそが不祥事を未然に防止し、 ひいては組織の信頼性向上に繋がるとの
観点にたち、 コンプライアンスを重視した経営に取り組みます。

〔コンプライアンス運営態勢〕

　

コンプライアンス態勢全般にかかる検討・審議を行うため、代表理事組合長を委
員長とするコンブライアンス委員会を設置するとともに、コンプライアンスの推進
を行うため、 本店各部門・各支店にコンプライアンス担当者を配置しています。

　

基本姿勢及び遵守すべき事項を記載した手引書「コンプライアンス・マニュアル」
を策定し、 研修会を行い全役職員に徹底しています。

　

毎年度、 コンプライアンス・プログラムを策定し、 実効ある推進に努めるととも

に、 統括部署を設置し、 その進捗管理を行っています。

　

また、組合員・利用者の皆さまの声を真塾に捉え、前向きに事業に反映するため、

　

ｊＡみな穂ホームページにお問い合わせフォームを設置しています。
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１． 当組合の社会的責任と公共的使命の認識

　

当組合のもつ社会的責任と公共的使命を認識し、 健全かつ適切な事業運営の徹底を図る。

２． 組合員等のニーズに適した質の高いサービスの提供

　

創意と工夫を生かしてニーズに適した質の高いサービスの提供を通して、 組合員・利用者および

地域社会の発展に寄与する。

３． 法令やルールの厳格な遵守

　

すべての法令やルールを厳格に遵守し、 社会的規範にもとることのない、 公正な事業運営を遂行

する。

４， 反社会的勢力の排除

　

社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、 毅然とした態度で臨み、 これを断固

として排除する。

５． 透明性の高い組織風土の構築とコミュニケーションの充実

　

経営情報の積極的かつ公正な開示をはじめとして、系統内外とのコミュニケーションの充実を図

りつつ、 真に透明な経営の重要性を認識した組織風土を構築する。

◇

　

金融ＡＤＲ制度への対応

①苦情処理措置の内容

　　

当 ｊＡでは、 苦情処理措置として、 業務運営体制・内部規則等を整備のうえ、

　

その内容をホームペ」ジ等で公表するとともに、ＪＡバンク相談所やＪＡ共済連

　　

とも連携し、 迅速かつ適切な対応に努め、 苦情等の解決を図ります。

当ＪＡの苦情等受付窓口
金融共済部 （電話：０７６５－７２－１１９０（月～金

　

８時３０分～１７時））

②紛争解決措置の内容

　

当ＩＡでは、 紛争解決措置として、 次の外部機関を利用しています。

信用事業
富山県弁護士会 紛争解決センター

　

ｊＡバンク相談所

　　

（一般社団法人ＪＡバンク・ＩＦマリンバンク相談所、電話：０３‐６８３７‐１３５９）

　

※

　

平成３１年４月１日以降、 富山県ＪＡバンク相談所は、｛一社） ＪＡバ

　　　

ンク相談所へ運営を移管しております。
・共済事業

　

（一社） 日本共済協会

　

共済相談所 （電話：０３一５３６８‐５７５７）

ｈｔｔｐｓ：／／Ｍ″ｗ．ｊｃｌａ．ｏｒ，か／ａｄｖｉｓｏｒｙ／ｉｎｄｅｘ．ｈｔｍｌ

（－財）自賠責保険・共済紛争処理機構
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ｈｔｔｐ：／／ｗｗｗ．ｊｉｂａｉ－ａｄｒ．ｏｒ．ｊｐ／

（公財） 日弁連交通事故相談センター
ｈｔｔｐｓ：／／ｎ－ｔａｃｃ．ｏｒ．ｊｐ／

（公財） 交通事故紛争処理センター

ｈｔｔｐが／／ＷＷ私ｊｃｓｔａｄ，ｏｒ．ｊｐ／

　

日本弁護士連合会 弁護士費用保険ＡＤＲ

　

（ｈｔｔｐｓ：／／ｗｒｍｖ．ｎｉｃｈｉｂｅｎｒｅｎ，。ｒ．ｊｐ／ａｃｔｉｖｉｔｙ／ｒｅｓｏｌｕｔｉｏｎ／ｌａｃ．ｈｔｍｌ）

　

各機関の連絡先 （住所・電話番号） につきましては、 上記ホームページをご

覧いただくか、 ①の窓口にお問い合わせ下さい。

◇

　

マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針

　

当ＪＡは、公共の信頼を維持し、業務の適切性及び健全性を確保するため、社会の秩

序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、 確固たる信念をもって、 断固とし

た姿勢で臨みます。

マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針

みな穂農業協同組合（以下「当組合」 といいます。） は、事業を行うにつきまして、マネー・ロー

ンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以下、「マネ」・ローンダリング等」とい

う。） の防止に取り組みます。

　

あわせて、 平成１９年６月１９日犯罪対策閣僚会議幹事会申合わせにおいて決定された「企業が反

社会的勢力による被害を防止するための指針（以下、ｒ政府指針」という。）」等を遵守し、反社会的

勢力等に対して断固とした姿勢で臨むことをここに宣言します。
また、顧客に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対応を講じます。

（運営等）

　

当組合は、マネー・ローンダリング等防止および反社会的勢力等との取引排除の重要性を認識し、

適用となる法令等や政府指針を遵守するため、 当組合の特性に応じた態勢を整備します。

　

また、適切な措置を適時に実施できるよう、役職員に指導・研修を実施し、マネー・ローンダリン

グ等防止および反社会的勢力等との取引排除について周知徹底を図ります。

（マネー・ローンダリング等の防止）

当組合は、 実効的なマネ」・ローンダリング等防止を実施するため、自らが直面しているリスク

を適時・適切に特定・評価し、 リスクに見合った低減措置を講じます。

（反社会的勢力等との決別）

　

当組合は、反社会的勢力等に対して取引関係を含めて、 排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢

力等による不当要求を拒絶します。
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当組合は、反社会的勢力等に対しては、組織的な対応を行い、職員の安全確保を最優先に行動し

ます。

（外部専門機関との連携）

　

当組合は、警察、 財団法人暴力追放推進センター、 弁護士など、反社会的勢力等を排除するため

の各種活動を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、 反社会的勢力等と対決します。

◇ 利用者保護等管理方針

　

当ＪＡは、利用者等の正当な利益の保護と利便の向上に向けて継続的な取り組みを

　

行っています。
ＪＡバンク利用者保護等管理方針

　

みな穂農業協同組合（以下「当ｊＡ」という。）は、農業協同組合法その他関連法令等により営む

信用事業の利用者（利用者になろうとする者を含む。以下同じ。）の正当な利益の保護と利便の確保

のため、 以下の方針を遵守する， また、利用者の保護と利便の向上に向けて継続的な取組みを行っ

ていく。

利用者に対する取引または金融商品の説明 （経営相談等をはじめとした金融円滑化の観点から

の説明を含む。） および情報提供を適切かつ十分に行う。

利用者からの相談・苦情等については、 公正・迅速・誠実に対応 （経営相談等をはじめとした

金融円滑化の観点からの対応を含む。）し、利用者の理解と信頼が得られるよう適切かつ十分に対

応する。

利用者に関する情報については、法令等に基づく適正かつ適法な手段による取得ならびに情報

の紛失、漏洩および不正利用等の防止のための必要かつ適切な措置を講じる。

　

当ＪＡが行う事業を外部に委託するにあたっては、利用者情報の管理や利用者への対応が適切

に行われるよう努める。

　

当ＪＡとの取引に伴い、当ｊＡの利用者の利益が不当に害されることのないよう、 利益相反管

理のための態勢整備に努める。

◇ 金融円滑化管理方針

　

当ＩＡは、農業専門金融機関・地域金融機関として、健全な事業を営む農業者をはじ

めとする地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していることは最も重要な

役割の一つと位置づけ、 当ＪＡの担う公共性と社会的責任を強く認識し、 その適切な

業務の遂行に向け、 次のような方針を定め、 取り組んでいます。
金融円滑化にかかる基本的方針

　

みな穂農業協同組合 （以下、「当組合」 といいます。） は、 農業者の協同組織金融機関として、「健

全な事業を営む農業者をはじめとする地域のお客さまに対して必要な資金を円滑に供給していくこ
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と」 を、「当組合の最も重要な役割のひとつ」 として位置付け、 当組合の担う公共性と社会的責任を

強く認識し、 その適切な業務の遂行に向け、 以下の方針を定め取り組んでまいります。

　

当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みがあった場合には、お客さまの

特性および事業の状況を勘案しつつ、 真塾に対応するよう努めます。

　

当組合は、事業を営むお客さまからの経営相談に積極的かつきめ細かく取り組み、お客さまの経

営改善に向けた取り組みをご支援できるよう努めてまいります。

　

また、 役職員に対する研修等により、 上記取組みの対応能力の向上に努めてまいります。

　

当組合は、お客さまから新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みがあった場合には、お客さ

まの経験等に応じて、 説明および情報提供を適切かつ十分に行うように努めてまいります。

　

また、お断りさせていただく場合には、その理由を可能な限り具体的かつ丁寧に説明するよう努

めます。

　

当組合は、お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の相談・申込みに対する問い合わせ、相

談および苦情については、公正・迅速・誠実に対応し、お客さまの理解と信頼が得られるよう努め

てまいります。

　

当組合は、 お客さまからの新規融資や貸付条件の変更等の申込みについて、 関係する他の金融機

関等（政府系金融機関等および信用保証協会等を含む。）と緊密な連携を図るよう努めてまいります。

　

また、これらの関係機関等から照会を受けた場合は、守秘義務に留意しつつ、お客様の同意を前

提に情報交換しつつ連携に努めます。

　

当組合は、お客さまからの上述のような申込みに対し、円滑に措置をとることが出来るよう必要

な体制を整備いたしております。

（１） 組合長以下、関係役員部長を構成員とする 「コンプライアンス委員会」にて、金融円滑化にか

　

かる対応を一元的に管理し、 組織横断的に協議します。

（２） 信用事業担当理事を「金融円滑化管理責任者」として、当組合全体における金融円滑化の方針

　

や施策の徹底に努めます。

（３） 各支所に「金融円滑化管理担当者」を設置し、各支所における金融円滑化の方針や施策の徹底

　

に努めます。

　

当組合は、本方針に基づく金融円滑化管理態勢について、その適切性および有効性を定期的に検

証し、 必要に応じて見直しを行います。

◇ 個人情報保護方針

　

役職員が、 組合員・利用者等皆さまの個人情報を正しく取り扱うための個人情報保

護方針、セキュリティ基本方針を定め、その遵守により信頼性の確保に努めています。
個人情報保護方針

当組合は、 組合員・利用者等の皆様の個人情報を正しく取扱うことが当組合の事業活動の基本であ

り社会的責務であることを認識し、 以下の方針を遵守することを誓約します。

関連法令等の遵守
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当組合は、個人情報を適正に取扱うために、「個人情報の保護に関する法律」｛以下「保護法」とい

います。）その他、個人情報保護に関する関係諸法令および個人情報保護委員会のガイ ドライン等に

定められた義務を誠実に遵守します。

　

個人情報とは、 保護法第２条第１項、 第２項に規定する、 生存する個人に関する情報で、 特定の

個人を識別できるものをいい、 以下も同様とします。

　

また、当組合は、 特定個人情報を適正に取扱うために、「行政手続における特定の個人を識別する

ための番号の利用等に関する法律」｛以下 「番号利用法」 といいます。） その他、 特定個人情報の適

正な取扱いに関する関係諸法令およびガイ ドライン等に定められた義務を誠実に遵守します。

　

特定個人情報とは、 番号利用法２条第８項に規定する、 個人番号をその内容に含む個人情報をい

い、 以下も同様とします。

２． 利用目的

　

当組合は、 個人情報の取扱いにおいて、 利用日的をできる限り特定したうえ、 あらかじめご本人

の同意を得た場合および法令により例外として扱われるべき場合を除き、 その利用目的の達成に必

要な範囲内でのみ個人情報を利用します。 ただし、 特定個人情報においては、 利用目的を特定し、

ご本人の同意の有無に関わらず、 利用目的の範囲を超えた利用は行いません。

　

ご本人とは、 個人情報によって識別される特定の個人をいい、 以下同様とします。

　

利用目的は、 法令により例外として扱われるべき場合を除き、 あらかじめ公表するか、 取得後速

やかにご本人に通知し、 または公表します。 ただし、 ご本人から直接書面で取得する場合には、 あ

らかじめ明示します。

３． 適正取得

　

当組合は、 個人情報を取得する際、 適正かつ適法な手段で取得いたします。

４， 安全管理措置

　

当組合は、 取扱う個人データ及び特定個人情報を利用目的の範囲内で正確・最新の内容に保つよ

う努め、 また安全管理のために必要・適切な措置を講じ従業者および委託先を適正に監督します。

　

個人データとは、 保護法第２条第６項が規定する、 個人情報データベース等 （保護法第２条第４

項） を構成する個人情報をいい、 以下同様とします。

５． 匿名加工情報の取扱い

　

当組合は、 匿名加工情報 （保護法第２条第９項） の取扱いに関して消費者の安心感・信頼感を得

られるよう、 保護法の規定に従うほか、 個人情報保護委員会のガイドライン、 認定個人情報保護団

体の個人情報保護指針等に則して、 パーソナルデータの適正かつ効果的な活用を推進いたします。

６． 第三者提供の制限

　

当組合は、 法令により例外として扱われるべき場合を除き、 あらかじめご本人の同意を得ること

なく、 個人データを第三者に提供しません。

　

また、 当組合は、 番号利用法１９条各号により例外として扱われるべき場合を除き、 ご本人の同

意の有無に関わらず、 特定個人情報を第三者に提供しません。

７． 機微 （センシティブ） 情報取り扱い

　

当組合は、 ご本人の機微 （センシティブ） 情報（要配慮個人情報並びに労働組合への加盟、 門地、

本籍地、 保健医療等に関する情報） については、 法令等に基づく場合や業務遂行上必要な範囲にお

いてご本人の同意をいただいた場合等を除き、 取得・利用・第三者提供はいたしません。

８， 開示・訂正等
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当組合は、 保有個人データにつき、 法令に基づきご本人からの開示、 訂正等に応じます。

　

保有個人デ」夕とは、 保護法第２条第７条に規定するデータをいいます。
９． 苦情窓口

　

当組合は、 取扱う個人情報につき、 ご本人からの質問・苦情に対し迅速かつ適切に取り組み、 そ

のための内部体制の整備に努めます。

１０． 継続的改善

　

当組合は、 取扱う個人情報について、 適正な内部監査を実施するなどして、 本保護方針の継続的

な改善に努めます。

　

当組合は、組合員・利用者等の皆様との信頼関係を強化し、より一層の安心とサービスを提供する

ため、組合内の情報およびお預かりした情報のセキュリティの確保と日々の改善に努めることが当組

合の事業活動の基本であり、社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守することを誓約しま

す。

１． 当組合は、 情報資産を適正に取扱うため、 コンピュータ犯罪に関する法律、 不正アクセス行為の

禁止に関する法律、ＩＴ基本法その他の情報セキュリティに関係する諸法令、および農林水産大臣を

はじめ主務大臣の指導による義務を誠実に遵守します。
２． 当組合は、 情報の取扱い、 情報システムならびに情報ネットワ」クの管理運用にあたり、 適切な

人的 （組織的）・物理的・技術的安全管理措置を実施し、 情報資産に対する不正な侵入、 紛失、 漏え

い、 改ざん、 破壊、 利用妨害等が発生しないよう努めます。

３． 当組合は、 情報セキュリティに関して、 業務に従事する者の役割を定め、 情報セキュリティ基本

方針に基づき、 組合全体で情報セキュリティを推進できる体制を維持します。
４． 当組合は、 万一、 情報セキュリティを侵害するような事象が発生した場合、 その原因を迅速に解

明し、 被害を最小限に止めるよう努めます。

５． 当組合は、 上記の活動を継続的に行うと同時に、 新たな脅威にも対応できるよう、 情報セキュリ

ティマネジメントシステムを確立し、 維持改善に努めます。

◇ 金融商品の勧誘方針

　

役職員が金融商品を販売するうえで留意すべき事項および実務上の対応における基
本事項を定め、 適切性の確保と信頼性の向上に努めています。

　

当組合は、 貯金・定期積金、 共済その他の金融商品の販売等に係る勧誘にあたっては、 次の事項を

遵守し、 組合員・利用者の皆さまに対して適正な勧誘を行います。

１． 組合員・利用者の皆さまの商品利用日的ならびに知識、 経験、 財産の状況および意向を考慮のう
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え、 適切な金融商品の勧誘と情報の提供を行います。

２． 組合員．利用者の皆さまに対し、 商品内容や当該商品のリスク内容など重要な事項を十分に理解

していただくよう努めます。

３， 不確実な事項について断定的な判断を示したり、 事実でない情報を提供するなど、 組合員・利用

者の皆さまの誤解を招くような説明は行いません。

４， 電話や訪問による勧誘は、 組合員・利用者の皆さまのご都合に合わせて行うよう努めます。

５， 組合員・利用者の皆さまに対し、 適切な勧誘が行えるよう役職員の研修の充実に努めます。

６． 販売・勧誘に関する組合員・利用者の皆さまからのご質問やご照会については、 適切な対応に努

めます。

◇

　

苦情受付窓口

　

当ＪＡでは、 お客様に満足していただけますように日頃より心がけていますが、 当

　

ＪＡ‐の業務活動においてご不満を感じた場合には、 下記の窓口にて苦情等を受け付け

　

ておりますので、 お気軽にお申出ください。

　

当ｊＡは、 より一層の「安心」 と「信頼」 をお届けするために、お客様の声を誠実に

　

受け止めます。

苦情受付窓口

総務企画部

　

企画管理課

　

電話番号／０７６５一７２－１１９０

　

受付時間／月～金曜日 （祝祭日を除く）、 午前８時３０分～午後５時
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◇ 内部監査体制等

　

当ＪＡでは、内部監査部門を（被監査部門から独立して）設置し、経営全般にわたる

管理及び各部門の業務の遂行状況を、内部管理態勢の適切性と有効性の観点から検証・

評価し、改善事項の勧告などを通じて業務運営の適切性の維持・改善に努めています。

　

また、内部監査は、ＩＡの本店・支店のすべてを対象とし、中期及び年度の内部監査

計画に基づき実施しています。 監査結果は代表理事組合長及び監事に報告したのち被

監査部門に通知され、 定期的に被監査部門の改善取り組み状況をフォローアップして

います。また、監査結果の概要を定期的に理事会に報告することとしていますが、特に

重要な事項については、直ちに理事会、代表理事組合長、監事に報告し、速やかに適切
な措置を講じています。

　

内部監査の実施状況は次のとおりです。
○

　

監 査 実 施 状 況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単 位：人、 日）

監査期間 監査内容等 監査従事人数

Ｒ４，３．８（）１Ｉ

Ｒ４．３．１５（）２３

Ｒ４．６．１～８

Ｒ４・６・２２

Ｒ４・７．２７｛｝８・５

Ｒ４．１０．１１^｝１２

Ｒ４．１０．１８（）２１

Ｒ４，１１．２

Ｒ５．１．２３～２４

毎月実施

Ｒ４．３．８～１１

Ｒ４．１０．１８～２１

Ｒ４．３．２８

Ｒ４．１１．１４～１６

Ｒ５．２．１～６

令和３年度上半期末監事監査の指摘事項に
関する改善実行状況の確認
財務諸表正確性の検証
組合組織会計事務受託ロ座出金状況確認
マネロン等取引時確認の整備状況の確認

入善町・朝日町農業再生！＊洋ハム可知」欄

購買供給取引（マイナス・返品取引）（無通告）

棚卸資産の適正管理状況確認（無通告）
ＪＡ共済コンプライアンス点検

令和３年度末監事監査の指摘事項に関する改
善実行状況の確認
倉庫業務引継立ち合いによる米実在個数・は

い票箸記入在庫数・販売施設課把握数の確認
組合員組織会計事務受託管理者及び担当者

の事務机内確認（無通告）

延滞貸出金回収計画・共済失効契約・購買未
収金回収計画・自主点検実施管理

監事監査補助

農産物登録検査機関に関する業務内容検査
体制整備基準における店舗事務処理点検
生産履歴記帳運動内部検査

　

１６

　

ｌｏ

　

ｌｏ

（１０）

ｌ

　

１４

（１４）

４

　

１２

２

４

監査延べ人数 ７３
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６． 自己資本の状況

◇ 自己資本比率の状況

　　

当ＪＡでは、 多様化するリスクに対応するとともに、 組合員や利用者のニーズに応

　

えるため、 財務基盤の強化を経営の重要課題として取り組んでいます。 内部留保に努

　

めるとともに、 不良債権処理及び業務の効率化等に取り組んだ結果、 令和５年２月末

　

における自己資本比率は、１６，００％となりました。

◇

　

経営の健全性の確保と自己資本の充実

　　

当ＪＡの自己資本は、 組合員の普通出資によっています。

　

○

　

普通出資による資本調達額

項

　

目 内

　

容

発行主体 みな穂農業協同組合

資本調達手段の種類 普通出資

コア資本に係る基礎項

目に算入した額

２，０９９，３３０千円 （前年度

　

２，１２５，ｏ９６千円）

　

当ＪＡは、「自己資本比率算出要領」 を制定し、 適正なプロセスにより正確な自己資本

比率を算出して、 当ＪＡが抱える信用リスクやオペレーショナル・リスクの管理及びこ

れらのリスクに対応した十分な自己資本の維持を図るとともに、内部留保の積み増しに

より自己資本の充実に努めています。
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７． 主な事業の内容

（１） 主な事業の内容

〔信用事業〕
信用事業は、貯金、貸出、為替などいわゆる銀行業務を行っています。この信用事業は、

ＪＡ・農林中金という２段階の組織が有機的に結びつき、「ＩＡバンク」 として大きな力
を発揮しています。

◇

　

貯金業務

　　

組合員の方はもちろん、 地域住民の皆さまや事業主の皆さまからの貯金をお預か

　

りしています。普通貯金、当座貯金、定期貯金、定期積金、総合口座などの各種貯金

　

を目的・期間・金額にあわせてご利用いただいています。

　　

また、公共料金、都道府県税、市町村税、各種料金のお支払い、年金のお受け取り、

　

給与振込等もご利用いただけます。

　

主な貯金商品については、 本誌２５ページをご覧ください。

◇

　

貸出業務

　

農業専門金融機関として、 農業の振興を図るための農業関連資金はもとより、 組

　

合員の皆さまの生活を豊かにするための生活改善資金等を融資しています。

　

また、地域金融機関の役割として、地域住民の皆さまの暮らしに必要な資金や、地

　

方公共団体、 農業関連産業・地元企業等、 農業以外の事業へも必要な資金を貸し出

　

し、 農業の振興はもとより、 地域社会の発展のために貢献しています。

　　

さらに、株式会社日本政策金融公庫をはじめとする政府系金融機関等の代理貸付、
個人向けローンも取り扱っています。

　

主な貸出商品については、 本誌２６ページをご覧ください。

◇

　

為替業務

　

全国のｊＡ・信連・農林中金の店舗を始め、全国の銀行や信用金庫などの各店舗と
為替網で結び、当ＩＡの窓口を通して全国のどこの金融機関へでも振込・送金や手
形・小切手等の取立が安全・確実・迅速にできます。

◇

　

その他の業務及びサービス

　

当ＪＡでは、コンビュ←夕・オンラインシステムを利用して、各種自動受取、各種

　

自動支払や事業主のみなさまのための給与振込サービス、自動集金サービスなど取

　

り扱っています。

　

また、国債の窓□販売の取り扱い、全国のＪＡでの貯金の出し入れや銀行、信用金
庫、 コンビニエンス・ストアーなどでも現金引き出しのできるキャッシュサービス
など、 いろいろなサ」ビスに努めています。

　

主なその他サービス等については、本誌２７ペ ジから３０ページをご覧ください。
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〔共済事業〕

　

ＩＡ共済は、ＪＡが行う地域密着型の総合事業の一環として、組合員・利用者の皆様の

生命・傷害・家屋・財産を相互扶助によりトータルに保障しています。事業実施当初から

生命保障と損害保障の両方を実施しており、 個人の日常生活のうえで必要とされるさま

ざまな保障・ニーズにお応えできます。

　

ＪＡ共済では、生命・建物・自動車などの各種共済による生活総合保障を展開していま

す。

　

主な共済商品については、 本誌３１ページをご覧ください。

〔経済事業〕
◇

　

購買事業

農業生産に必要な肥料、 農薬、 農機具等の生産資材から日用品、 燃料、 自動車等の

生活物資まで皆様の営農活動及び生活に必要な品目を安全・安心かつ良質なものを安

定的に提供しています。
農産物直売所「あいさい広場」では地元産の新鮮かつ安全な農産物や加工品を提供

し、 地域の皆様に親しまれています。

◇

　

販売事業

組合員の営農活動の成果である農産物を共同で販売することで、 農産物価格の安定

を図るとともに、 営農指導活動と連携した栽培技術の統一化により消費者に対して安

全・安心で高品質な農産物を提供しています。

◇

　

保管事業

組合の皆様が生産した農産物を品質低下することなく保管しています。

◇

　

営農販売事業
農業技術・経営の指導だけでなく、 地域営農計画の策定、 農地利用調整、 担い手の

育成・生産組織活動支援等地域農業発展のための中心的役割を果たしています。

◇

　

生活指導事業

　

生活文化活動を通じ、 組合員の相互交流・ＪＡ運営への参画を促し、 より魅力的な

地域社会の実現を目指しています。

〔その他の事業〕

◇

　

介護事業
誰もが安心して老後を過ごすことができる地域づくりを目指して「ケアセンターは

ぴねす」 を拠点をこ福祉と健康を核とした高齢者生活支援活動に取り組んでいます。

◇

　

買い物支援事業

管内２０か所にて移動販売を実施しています。

‐２３－



（２） 系統セーフティーネット（貯金者保護の取り組み）

　　

当 ＪＡの貯金は、ＪＡバンク独自の制度である「破綻未然防止システム」と公的制

　

度である「貯金保険制度（農水産業協同組合貯金保険制度）」との２重のセーフティ

　

ーネットで守られています。

◇

　

「ＪＡバンクシステム」 の仕組み

　

組合員・利用者から一層信頼され利用される信用事業を確立するために、「再編強

化法 （農林中央金庫及び特定農水産業協同組合等による信用事業の再編及び強化に

　

関する法律）」 に則り、 ＪＡバンク会員 （ＪＡ・信運・農林中金） 総意のもと 「ＩＡ

バンク基本方針」 に基づき、ＪＡ・信連・農林中金が一体的に取り組む仕組みを 「Ｊ

Ａバンクシステム」 といいます。

　　

「ＪＡバンクシステム」は、ＪＡバンクの信頼性を確保する「破綻未然防止システ

　

ム」 と、 スケールメリットときめ細かい顧客接点を生かした金融サービスの提供の

充実・強化を目指す 「一体的事業運営」 の２つの柱で成り立っています。

◇

　

「破綻未然防止システム」の機能

　　

「破綻未然防止システム」 は、 ＩＡバンクの健全性を確保し、 ＪＡ等の経営破綻

　

を未然に防止するためのＪＡバンク独自の制度です。 具体的には、（１） 個々のＪＡ

　

等の経営状況についてチェック（モニタリング）を行い、問題点を早期に発見、（２）

　

経営破綻に至らないよう、 早め早めに経営改善等を実施、（３） 全国のＪＡバンクが

　

拠出した 「ＪＡバンク支援基金※」 等を活用し、 個々のＪＡの経営健全性維持のた

　

めに必要な資本注入などの支援を行います。

　

※２０２２年３月末における残高は１，６５２億円となっています。

◇

　

「一体的な事業運営」の実施

　

良質で高度な金融サービスを提供するため、 ＪＡバンクとして商品開発力・提案

　

力の強化、 共同運営システムの利用、 全国統一のＪＡバンクブランドの確立等の－

　

体的な事業運営の取り組みをしています。

◇

　

貯金保険制度

　

貯金保険制度とは、農水産業協同組合が貯金などの払い戻しができなくなった場
合などに、貯金者を保護し、また資金決済の確保を図ることによって、信用秩序の維

持に資することを目的とする制度で、 銀行、信金、信組、労金などが加入する「預金

保険制度」 と同様な制度です。

　

なお、この制度を運営する貯金保険機構（農水産業協同組合貯金保険機構） の責任
準備金残高は２０２２年３月末現在で４，６２７億円となっています。

‐２４‐



【主な貯金商品】

キーキー一暑豊三豊富霊園出し入れ自由 １円以上

一主題覇麓豊麗警議出し入れ自由 １円以上

轍 金膿 覇薫麗ｉでも霜簾豊Ｉ出し入れ自由 １円以上

一『期嬬 議凝議軍華麗塑嚢蓄１ヶ月以上

１０年以内
１円以上

大

　

ロ

　

定

　

期１

　

１，０００万円以上の大口資金の運用に有利な商品です。
１ヶ月以上

１０年以内

１，０００万円

以上

圏精霊鰯露零細馨最長３年 １円以上

鰯 鰹 鷹雷響こ禦ご盗難轟甑馨る定 １年、 ２年、 ３

年
１円以上

誓誓蓄電ｒ警」豊野麗綴蟹至宝豊麗電気響越出し入れ自由 １円以上

定 期 積 金１ 繋 ぎ蟹
で生活設計に合わせ無理のない資金づ ６ヶ月以上

１０年以内

１回１，０００円

以上

財

　

形

　

貯

　

金

一般財茎ぽ 驚喜濯簾三塁驚喜；＊料‐ボーナ
貯

３年以上
１回１円

以上

貯財形年争議瀞 豊麗灘 ５年以上
１回１円

以上

財形住１１燕麦墓、警薯驚豊慧奮要貯 ５年以上
１回１円

以上

※

　

商品については約款の内容などをご確認いただき、 不明な点は店頭窓口もしくは渉外担当者までお問

　

い合わせください。
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【主な貸出商品】
きき認諾種まき露顕離さ撃務零聾薄謝誘総≧熟議講話総連灘擁さ織１ぎ織き藁ぎきき轟き≧

住

　

宅

　

ロ

　

ー

　

ン

　　

マイホームの新築・増改築・住宅・土地の購入・他金融機関借入の住宅資金の借

　　　　　　　　

換にご利用ください。

リフォームローン１ 勝 義墓峯 藁 綴 喜ぎだけま雌 欝改装雛‐イ

綱 一躍叢書燕警無為を豊麗墓腐そ；禦ご

静 ‐ン１ 瀞 騒ぎ績麹 際 園筆定在学中のお子さんの入学金や

フ リ ー ロ ー ン１

　

生活に必要な一切ル資金ぐ；。

一一驚繋ぎ１；＝二；＝＝
農機ハウスローン １

　

農業機械の購入修理．農業施設の建設資金キこ

養
鰍 イテ 一

農業に関するあらゆる資金 ご利用いただけますｏ

猪 ； 滋１設細お借入榊範囲内 農業運転資鈍繰り 旗 剰凧た触斌す，

※

　

その他にもみなさまの暮らしや農業者・事業者の方々に必要な資金を融資しております。 店頭窓口も

　

しくは渉外担当者までお問い合わせください。
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【主なその他のサービス】

騨 が か ビス 開 議 豊 当 卿各支店をはじめ・全国の提携金醐の馴で

給与受取サービス」そ輔 畜三省饗躍 駿藁高言誓皇聖響
自動的に振込ま

繍脚一事議事鷺電繋駕富麗に議蓋

繍鵬ース福冨壷滋遜鰯糟謬駕篭需要畠
自動送金サービス鷹整髪た滋養雷電滋養騒ぎ臭躍糟込み

　　　　　　　　　　　　　　　　　

ノ鍬力代金． 賃貸料、会費などを支払人の貯金ロ座から引

離掛ヒス選露鑑識議そ麻醐鞄ー
Ｊ

　　

Ａ嚇一際警察毒薬電装饗滋嚢

　　　　　　　　　　　　　

「Ｊ・Ｄｅｂｉｔ」 ジェイデビットのマ」クのある加盟店なら全国どこでも、 当

　　　　　

Ｉ
ビッ トカー ドサービス

　　　　

十

　　　　

十

　

十

　

十＝

　

廿十

　

一 ‐一十十一

　

”

　

十十十

　　

十 十十

　

十十

　　　　

ＩＪＡのキャッシュカードでお買い物などの代金支払いができます。
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【主な手数料一覧１
※

　

各手数料 （令和５年６月１日現在） には、 消費税等 （１０％） が含まれています。

　　　　　　　　　　

・． 信用手数料めど嘉内．

　　

・・，
三饗墓墨 書

定時自助返証ザ ぼ女

　

系辱斡楓露

　　　　　

４

　　　　　

４Ｐ Ｊ

　

～６６＆

　　　

－～

　

－－…

　

一

　

室ょ喜雰キｌｉｎｅ鱒琴ト旨雷電舞 ” ‐５５－－

　　

－

　

覆す‐ ‐

　

Ｌ

：，，

　

，，′′：▼●‘・，，◆，・三ｔ；，

　

”，，▼，デー，．．ｎｒ，～、▲，ゞ〕，，－，；，，

　　

，▲，，

　　

ｒ

　

，ててギ

　

ー，‐，▼，，」▲－；，

　　

，．，．｝

　　

．‐▼，ごｔ．－叫 ・ｕ，，，ノ，

　　

，．，．，，ｔ．‐，”．ム，，，．ｒ，Ｊ′，
◆

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

－

　　

．

　

・

　　　　　　

ｒ

　　　　　　

ｒ

　

．

　　

‐

▼▲

　　

●

　

．

　

▲

　

・▲

　

ｔ

　　　　　　　　　　

．

　　

◆

　　　　　

・

　　　　　　

▲▲

　　　　　　　　

１搾

　　　

Ｅ

　

；，８８０
」 ｒ

　　　

ｌも夢四謎舎兎肴を稔り

　　　　　　　　

， っ

　　　　　　　

“１汝 “

　　

｝

　　　　

▼

　　　　　　　

－

　

－

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

←

　　　　　　　　　

′
拳忌

▲

　　
　

　

　

　　

　

　　

　

　

　　

　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　

　

　　
′

　　　　　　　　　　　　　

転記

　　　　　　　

－

　

▼

－２８‐



雲ず縮めさ利用手数料幅おい趣‐

繋童謡葛講書支署誕畿離醗整髪墓謹書電妻警報瀞駄騨漆陥
－…司ｌｉｔ三ｉ重ピコ鷺亨誓隣；，霊

ー書面霊－
‐直 一 － －

　

－－・ も・駕１甲＝

　

′
１
鵠－－

Ｎ
Ｉ

　　　　　　　　　

出金

　　　　　

，入金

　　　　

込 （※４）

バ球就によら葛髭蔀嶺申さまない掛合考あ盈まれ

　　　

Ｔｉ
‐

９

　　

．・

　　　　

・…．
′
．葬

　　　

祭

　　　　　　　　　　　　

出金

　　

入金

　　

振込

；堀

　　　

制Ｑ ８：４５ ２蟹門‐空想‐Ｌｒ

　　　　

孝薮÷、１８細い強国 静 思 Ｌ三－

　　　

鵜川匝蝉削り‐即穏

　

－；耐震， 」

　

　

　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　

　　

　

　

　　　　　　　　　　　　　　　

入金

　　

擾込

　　 　 　　　　

　　　　

　

　

　　
平日

　　　　

８：卿γ公二４５

　

髪０円

　　

，←

　　　

「

　　　

－－排撃麹 蝉一！１共用

　

．

　　　

　 　　　　　　 　　　

　　　　　
　

　

　

　

　

　　　　　

　　

　　

　

　

　

　　

　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

振込

　　　　　　　

出金

　　

入金

　　

（※２）

平日，

　

８；００～逆 崎 戸ＩＱ円

　

－ ▲

　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　

　　　

　　　　　　　　　

　

　　

　　　

　　　　

　

－←

　

”－

　

ｉ８‘ｏ６ｂｔ対；６６ ・お肉－
・二 デー 三２２０翼

　

、．・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′

　　

’

　　　

．

　

・

　

＃

　　　　　　　　　　

入金

　　

振込

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｛※２）晒脚　

　　　　　　

　

　

　　 　

　　

　

　

　

　

　

　　

　

　

　

　

　

　

　

　

主

　　　　　

１

　

１

　

１
平日Ｌ雲見

　

向ｏド２－｛ｏｏ

　

，報料

　　　　　

無料
－

　

，祝甘
“鍬毒牙 ネゼドｉ書ラテ聾ソー奪「Ｅ設置のＡＩＥ掃き曾ず

、（令和ぎ年愛ｄ月・自涜海）

‐２９‐



ＡＴＭ稼働時間 （令和５年６月１日現在）

二親ＴＭ営業時間
．
． 一 ・平，日だ 、 ヨ ド

　

ザ 土曜日 ぎー

　

ぎー１；、日曜」祝日・・年末年始，

中央支店 ８：００

　

～

　

１９：００

西部支店 ８：００

　

（｝

　

１９：００

南部支店 ８：００

　

～

　

１９：００

あさひ支店 ８：００

　

～

　

２０：００

まちなか入善 ８：００

　

～

　

２０：００

入善コスモ２１ ８：００

　

（） １９：００

朝日町役場前 ８：００

　

～

　

１９：００朝 日 町役 場前

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

８：００

　

～

　

１９：００
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【主な共済仕組み一覧】
０

　

ひとに関する保障

　　

ｈ三〕二種：‘＊類

　　　　　　　　　　　　　

ｒ

　

内・，， き

　

客き

　

終身共済
一生涯にわたって万一のときを保障するプランです。 ニーズにあわせて、 特約を付加す

ることにより保障内容を自由に訳声することもできます。

引受緩和型終身共済
一生涯にわたって万一のときを保障するプランです。 健康に不安のある方もご加入しや

すく、 通院中の方、 病歴がある方も簡単な告知でお申込みいただけます。

養老生命共済 一定期間の万一のときの保障とともに、 将来の資金づくりにも応えるプランです。

定期生命共済

一定期間の万一の保障を手頃な共済掛金で準備できるプランです。

お子さまの成長・独立が見込まれる高齢期の保障を抑えることで、 より手頃な掛金で保

障を準備することも可能です，

医療共済

【メディフル】

病気やケガによる日帰り入院からまとまった一時金を受け取れるプランです。 一生涯保

障や先進医療などライフプランにあわせて自由に設計できるほか、健康を維持した場合

に健康視金を受け取ることができるプランもあります。

引受緩和型医療共済
健康に不安のある方もご加入しやすい医療保障プランです。 通廼

も簡単な告知でお申込みいただけます，

がん共済

がんによる入院・手術を保障するプランです。 がん診断時や再発・長期治療のときは一

時金をお支払します。 ニーズに合わせて、 先進医療保障を加えたり、 入院・手術等の保

障を充実させることもできます。

特定重度疾病共済

【身近なリスクにそなエール】
三大疾病やその他の生活習慣病など、 身近な生活習慣病のリスクに備えるプランです。

こども共済

【学資応援隊 ４こじ・えがお】

お子さま・お孫さまの将来の入学や結婚・独立資金準備のためのプランです。 ご契約者

さまが万一のときは、 満期まで毎年養育年金をお支払いするプランもあります。

介護共済
所定の要介護状態となったときの資金準備のためのプランです。 公的介護保険制度と連

動しており、 介護の不安をわかりやすく保障します。

認知症共済
認知症はもちろん、 認知症の前段階の軽度認知障害 （ＭＣＩ） まで幅広く保障するプラ

ンです。

予定利率変動型年金共済

【ライフロード１

老後の生活資金準備のためのプランです。 医師の診査なしの簡単な手続きで加入できま

す。 また、 尿＝，
．－

　

ｒ止判÷▲；改定されているので安心です。

生活障害共済

【働くわたしのささエール】

病気やケガによる身体の障害が残ったとき、収入の減少や支出の増加に備えられるプラ

ンです。

傷害共済 日常のさまざまな災害による万一のときやケガを保障します。

賠償責任共済 日常生活中に生じた損害賠償責任などを保障します。

農業者賠償責任共済

【ファーマスト】
農業を営むうえで生じた損害賠償責任などを保障します。

０

　

いえに関する保障

火災共済 建物・動産の火災などをこよる損害を保障します。

０

　

くるまに関する保障

　　　

，．三 種 きざ類 ：
′

　

◆′

　　

・

　　

′

　　　　　

●

　　　　

．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

●

　　

●

　　　　　　　　　　　　　

．‘

自動車共済【クルマスター】

相手方への「対人賠償・対物賠償」をはじめ、ご自身やご家族のための「人身傷害保障」、

ご契約のお車の損害を保障する 「車両保障」 等がセットされたプランです。 また、 掛金

割引制度も充実しています。

自賠責共済
法律ですべての自動車 （二輪・原付も含みます。）（注記） に加入が義務づけられている

「強制共済 （保険）」 です。 人身事故の被害者への賠償責任を保障します。

： トラクターやコンバインなどの農耕作業用小型特殊自動車は含まれません。
※この資料は概要を説明したものです。 ご検討にあたっては、「重要事項説明書 （契約概要）」 を必ずご覧ください，
また、 ご契約の際には、「重要事項説明書 （注意喚起情報）」 および 「ご契約のしおり・約款」 を必ずご覧ください。
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【経営資料】



１

　

決算の状況

１， 貸 借 対 照 表

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

二；汚濁す調えなゑ溺裂き熱戦・総連；・継承“｛： 議事：．，弓

　

ＩＥ，“‐～阻む詳記言お ゴビ謡．ろ′」；・◆ぬき

１． 信用事業資産
（１） 現金
（２） 預金

　

系統預金

　

系統外預金

　

譲渡性預金
（３） コールローン
（４）買入金銭債権
（５） 金銭の信託
（６）有価証券

　

国債

　

地方債

　

政府保証債

　

金融債

　

短期社債

　

社債

　

外国証券

　

株式

　

受益証券
（７）貸出金
｛８） その他の信用事業資産

　

未収収益

　

その他の資産
（９）債務保証見返
（１０） 貸倒引当金
２，共済事業資産
（１）共済貸付金
（２）共済未収利息
（３） その他の共済事業資産
（４）貸倒引当金
３．・経済事業資産
（１）受取手形
（２）経済事業未収金
（３）経済受託債権
（４）棚卸資産

　

購買品

　

販売品

　

宅地等

　

その他の棚卸資産
（５）その他の経済事業資産
（６）貸倒引当金
４． 雑資産
（１）貸制引当金
５， 固定資産
（１）有形固定資産

　

建物

　

機械装置

　

土地

　

リース資産

　

建設仮勘定

　

その他の有形固定資産

　

減価償却累計額
（２）無形固定資産

　

リース資産

　

その他の無形固定資産
６， 外部出資
（１）外部出資

　

系統出資

　

系統外出資

　

子会社等出資
（２）外部出資等損失引当金
７． 前払年金費用
８．繰延税金資産
９．再評価に係る繰越税金資産
１０， 繰

　　

産

９６，３６５，９７８

　

２９２′７４０

８５，６９６一９２７

８５，６９６，９２７

１０，０４９，

　

３９３，

　

３８７，

　　

６，

　

１７’
△

　

８３，

２′４４０，

３２も

１，６６２，
４５１，
４５０，

　　

１’

　

ｌｏ’
△ ５，

　

２１１，
‘

　

２２′
２，５２８，
２，５２７，
５，２６３，
１．０２１｝

　

９６６，

　　

６４６，
△

　

５，３７０，
１’

　　

１’
６，０４３，
６，０４３，
５，９３８，

１９７，

９６，８９７，

　

２９７，
８５，７７２，
８６，７７２，

５００，

５００，

９，９８３，

　

４０９，

　

３４７，

　

６１，

　

１５，
‘

　

８０，

２，６０７，

４５１，
１，５８７，

　

５５４，

　

５５４，

　

１９，８２１

‘

　

６，１１

　

２０４，６１

△ ２２，３０

２，４１１，０７

２′４１０，３９１

５，２７０，８２

１，０２６，５４１

　

９６５，１５

　　

５，２５５

１， 信用事業負債
（１）貯金
（２）譲渡性貯金
（３） 借入金
（４）その他の信用事業負債

　

未払費用

　

その他の負債
（５）債務保証
２．共済事業負債
（１）共済借入金
（２）共済資金
（３）共済未払利息
（４）未経過共済付加収入
（５）共済未払費用
（６） その他の共済事業負債
３．経済事業負債
（１）支払手形
（２）経済事業未払金
（３）経済受託債務
（４） その他の経済事業負債

４，設備借入金
５． 雑負債
（１）未払法人税等
（２） リース債務
（３）資産除去債務
（４） その他の負債
６， 諸引当金
（１）賞与引当金
（２）退職給付引当金
（３）役員退職慰労引当金
７．繰延税金負債

１，組合員資本
（１）出資金
（２）資本準備金
（３）利益剰余金
利益準備金
その他利益剰余金

　　

肥料供給価格安定積立金

　　

税効果調整積立金

　　

リスク管理積立金

　　

電算システム機能強化等積立金

　　

特別償却準備金

　　

施設整備積立金

　　

特別積立金

　　

当期末処分剰余金

　　　

（うち当期剰余金）

９９，４４４，６２１

９９，１４５，４９４

　　

４６０

２８１，４６８

　

４，６６９

２７６，７８９

１７，１０８

２６２，３４１ｉ

１３１，

１３０，

２６３

２５８，
３，
１’

６，８５０，
２．１２５，

　

４３′
４，６９２′
２，２８３，
２，４０９，

　

３′

　

１９７，
１，１１４，

　

１５，００

　

１８，７４

　

６０，００

　

６７４，９３

　

３２４，４５

（２４４，２８９）

‘

　

ｉｏ，２６

９９，８２７，
９９，５６９，

２３９，

２５１，

１２５，

１２４，

３５９′７１

６，９７８，
２，０９９，

　

４３，
４，８４７，
２，３３８，
２，５０９，

　

３，

　

１９５，
１，１８４，

　

４０，００

　

１２，４９

　

１４０，００

　

６７４，９３

　

２５８，００

（１８６，４６４）

‘ １０，７９

　　　　

－ （４） 処分未済持分

　　

６４５，４７７２． 評価・換算差額等
△ ５，５０２，８６３ （１）その他有価証券評

　　　

６７９

　　　

６７９

６，０４３，０５５

６，０４３，０５５

５，９３８，１１５

　

１０４，９４０

の

‐３２‐



２． 損 益 計 算 書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）
’

　

；ず

　

…

　

、，・１～‘

　

シａ＊’↓〆

　

禁ぜ資語０′≧；；ご謙※キ縦隷．，ぎ

　

に

　

｛；●

　

●＼”ゞ

　

．

　　

”

　

′”

　　　

丁！｝・；′‘≦

　　

、；‐〃．‐ふ

　

・

　　

、”－

　

、ー，‘ふん

　　

、ご

　

，・

　

’－｛

　　

｝

　

、．－、ぶり

　　　

・、．●

　

．～

　　

ご

　　　　

‐′

　

ず一

　　

▼’

　　　

－

　　

’

　

４，８３９，

　

事業費用
（１）信用事業収益
資金運用収益

　

（うち預金利息）

　

（うち有価証券利息）

　

（うち貸出金利息）

　

（うちその他受入利息）
役務取引等収益
その他経常収益

（２）信用事業費用
資金調達費用

　

（うち貯金利息）

　

（うち給付補填備金繰入）

　

（うち借入金利息）

　

（うちその他支払利息）
役務取引等費用
その他経常費用

　

（うち袋倒引当金戻入益）

（３）共済事業収益
共済付加収入
その他の収益

（４）共済事業費用
共済推進費
共済保全費
その他の費用

（５）．購買事業収益
購買品供給高
購買手数料
修理サービス料
その他の収益

（６）購買事業費用
購買品供給原価
購買品供給費
修理サービス費
その他の費用

　

（うち貸倒引当金繰入額）

（７）販売事業収益
販売手数料
その他の収益

（８）販売事業費用
販売費
その他の費用

（９）保管事業収益
（１０）保管事業費用

３，２８２′９２

　

５５１，６５

　

５２２，８４

（３６４，２８１）

（１０４，８３７）

（５３，７２８）

　

２４，０８

　　

４，７２

　

７５，６１

　　

５，４４

　

（４，７００）

　

（５０５）

　　

（ｉ２）

　　

（２２３）

　　

４，２９

　

６５，８８

（△２，７３５）

４７６，０３

　

４１８，４７

　

３８９，９１

　

２８，５６

　

２９，０１

　

１５，１３

　　

３，２５

　

１０，６２

　

３８９，４６

３，４０２，９５

３，２４７，６８

　

１２５一

　

２９，
２，９８６，
２，７２９，

　

１３３，
３３，５０

９０｝００

（３，２０１）

４１‐６，６９

１９４，１５

１５８，６２１

３５，５３

２１，９８

　

４，９９

１６，９８

１７２，１６

１０４，８６１

１０，３３

９４′５２

４，４８４，１２

３，０３１，０９

　

４９０，５２１

　

４６３，４３７

（３２２，５９２）

　

（１，０９５）

（１０４，９６５）

（３４，７８３）

　

２３，６１７

　　

３，４６７

　

６９，５７０

　　

３，７７４

　

（３，０３４）

　　

（３９２）

（３４７）
４，１５

（１２）利用事業費用

（１３）福祉・介護保険事業収益
（１４）福祉・介護保険事業費用
祉・介護保険事業総利益

（１５） その他事業収益
（１６） その他事業費用

（１７）指導事業収入
（１８）指導事業支出

１

　

人
（２）業務費
（３）諸税負担金
（４）施設費
５

　　　

の

　　　

、

　

６１，６３８

　

十
（△２，７１３）３． 事業外収益
４２０，９５１ （１） 受取出資配当金

　

３７９，６３０ （２） 賃貸料

　

３５６，７７８ （３） 事務受託収入

　

２２，８５２ （４） 雑収入

　

２３，８１５４．事業外費用

　

１２，８４０ （１）寄付金

　

３，２６９ （２） 雑損失

　

７，７０５

　

（うち貸倒引当金
３５５，８１５経常利益． ≦

３，１３１，１９１ ５， 特別利益
２，８７６，３６９ （１） 固定資産処分益

　

１０９，３７３ （２） 一般補助金

　

１１７，４５９ （３） 資産取得補助金

　

２７，９８８

　

６， 特別損失
２，７３２，７０５ （１） 固定資産処分損
２，４８１，５０２ （２） 固定資産圧縮損

　

１２８，９７１霧司前雪踊詞医さキ帯

　

３２，４２３

　

７． 法人税・住民税及

　

８９，８０８８．法人税等調整額

　

（１，０７９） 法人税等合計
３９８，４８６当期剰余金，．：

　

１８９，３３４当期首繰越剰余金

　

１５４，１９８任意積立金取崩額

　

３５，１３６

　　　　　

税効果調整

　

２３，２００

　　　　　　　

特別償却．

　

５，７０９当期未処分剰余金．≧

　

１７，４９０

　

１６６，１３４

　

１１０｝４４７

　

１２，９９３

　

９７，４５４

税効果調整積立金取崩

　

１４０，６１

　

８９，０４

　

５１，５６

　

３６，７４

　

２９，８７

　　

６，８６

　

１５，５６１

　

１６，９４

‘ １，３８

　

２８，８２

　

７７’７１１

乙

　

４８

　

８８

９４１，６８

１３６，４２７

４４，７３３

２４８，４５９

　

５，７６９

１４９，０４７

１０１，１５９

１２，１２２

１３，９７５

２１，７９０

　

４，７５０

　　

ｌｏ

　

４，７４０

１０，５４８

　　　　　　

６，

　

２５３

　　　　　　

４，
４，４５３

　　　　　　

２，
５，８４２

２１，１７１

１０，３８５

５１，８９４

　　　　　

５４，
１７，４５９

　　　　　　

２，

４４」２８９・‐・ミヱ８６，
５６，４５９

　　　　　

６２，
２３，７０８

　　　　　　

８，
１７，４５９

　　　　　　

２，

　

１５６，３６

　

９３，７９

　

６２，５７

　

３８，５０

　

３２，６６

　　

５，８４

　

１３，０５１

　

１４，４５

△ １；４０１

　

２７，０６

　

７９，８９

乙

　

５２

　

８２

８９８，３７１

１３３，０１７

４３′２０３

２５７，４７３

　

６

　

５４２

１３２，８９０

１０１，１５９

１１，７９２

１２，３３５

　

７，６０１

９，８３７

　

１，０３２

　

８，８０６

－３３‐



３， キャッシュ・フロー計算書 （単位：千円）

」：‘；，ぐ，．…・一れゴーキミ濃，ん・，こぎ～ゴーＷｉｇ．・さも≦′う；，｛‘｛

　

▼・ｌｉｄ 縛り

ス．事業活動によるキャッシュ．フロー

　

税引前当期利益

　

減価償却費

　

貸倒引当金の増減額 （△は減少）

　

賞与引当金の増減額（△は減少）

　

退職給付引当金の増減額（△は減少｝

　

その他引当金等の増減額（△は減少）

　

信用事業資金運用収益

　

信用事業資金調達費用

　

受取雑利息及び受取出資配当金

外部出資関係損益 （△は益）

（信用事業活動による資産及び負債の増減）

　

貸出金の純増 （△） 減

　

預金の純増 （△） 減

　

貯金の純増減（△｝

　

信用事業借入金の純増減（△）

　

その他の信用事業資産の純増（△）敏

　

その他の信用事業負債の純増減（△）

（共済事業活動による資産及び負債の増減）

　

共済資金の純増減（△｝

未経過共済付加収入の純増減（△）

（経済事業活動による資産及び負債の増減）

　

受取手形及び撰済事票未収金の純潜（△｝

経済受託債権の純増（△）減

棚卸資産の純増（△）減

　

支払手形及び経済邸業未払金の純増減（△）

経済受託債務の純増減（△）

３１３，

１５６，

　

△ １’

△

　

２２，

△ １０’

△

　

６２２，

　　

７５，

△ １０１’

△

△ １’

△ １’

△

　

６１，

△

　

５，

△

　

２６，３８０

　

６７，０８１

　

１４５，２１７

△

　

２０２，３５４

　　　

７９９

△

　　

６９，

△１０１’

６５，

４２４，

△

△

　

５４，０３７

‘

　

３８，３６

△

　

５，６５

△

　

５，５４３

３

　

４

　

１

　

△

　

９

挺

　

１

　

５

　

△

　　　

△

｛その他の資産及び負債の増減）

　

その他の資産の純増 （△） 減

　

その他の負債の純増減 （△）

　

信用事業資金運用による収入

　

信用事業資金調達による支出

　　

小

　　　　　

計

　

雑利息及び出資配当金の受取額

　

法人税等の支払額

事業活動によるキャッシュ．フロー

２．投資活動によるキャッシュ．フロー

る支出

る収入

固定資産の売却による収入

投資活動によるキャッシュ・フロー

３．財務活動によるキャッシュ．フロー

　

出資の増額による支出

　

出資の払戻しによる支出

　

持分の譲渡による収入

　

持分の取得による支出

　

出資配当金の支払額

財務活動によるキャッシュ・フロー

．現金及び現金同等物の増加額（又は減少額）

△ ｉ３０，０４４

　

６． 現金及び現金同等物の期首残高

　

７４，６９２

　

６． 現金及び現金同等物の期末残高

△ １０３，３０３

　

９５，１５６

　　

１・０１７

　

５４５，６９

‘）７８，９４

‘

　

６３０，０７９

　

１０１，１６９

△

　

５６，８９

△

　

５８５，ＢＩＳ

　

１０’

△

　

７９，

△

　

６８，

△

　

２２，

　

△

　

８，

　

△

　

４，

△

　

３２，

△

　

６８，

△

　

７２２，

２，４１２′

１，６８９，

△

　

２，

△ １８，

　

５３０，

△

　

７２，

　

６２７，

　

ｌｏｌ’

‘

　

５４，

　

６７４，

△

　

５００，

△

　

３６，

△

　

５３６，

　

５６，１５

△

　

８１》９２１

　

１０，２３

△ １０，２３１

ご

　

３１，７２１

△

　

５７，４８

　

７９，９２２

１，６８９，６６７

１，７６９，５９０
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４． 注記表

（３年度分封

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券（株式形態の外部出資を含む）
その他有価証券

　

時価のないもの

　　

：

　

移動平均法による原価法

②棚卸資産
購買品 （肥料、農薬） …総平均法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
購買品 （農機具製品、 自動車）・ム個別法による原価法

（収益性の低下による簿価切下げの方法）
購買品 （上記以外の購買品）

　

…売価還元法による原価法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（収益性の低下による簿価切下げの方法）

（２） 固定資産の減価償却の方法

　

①有形固定資産

　　　

定率法を採用 しています。 ただし、 平成 １０年４月 １ 日以降に取得した建物

　　

（建物附属設備は除く） 並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備

　

及び構築物については定額法を採用しています。

　

②無形固定資産

　　　

定額法を採用しています。

　　　

なお、自社利用ソフトウェアについては、当組合における利用可能期間（５年）

　

に基づく定額法により償却しています。

（３） 引当金の計上基準

①貸倒引当金

　

貸倒引当金は、 予め定めている資産査定要領、 経理規程及び資産の償却・
引当要領に則り、 次のとおり計上しています。

　

破産、 特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者 （破綻先）
に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先）に係る債権に
ついては、 債権額から、 担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込
額を控除し、 その残額を計上しています。

　

また、 現在は経営破綻の状況にはないが、 今後経営破綻に陥る可能性が大
きいと認められる債務者 （破綻懸念先） に係る債権については、 債権額から
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額の

　

うち、債務者の支払能力を総合的に判断して必要と認められる額を計上して
います。 破綻懸念先に対する債権のうち債権の元本の回収に係るキャッシ
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ュ・フローを合理的に見積もることができる債権については、 当該キャッシ

ュ・フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

　

正常先債権及び要注意先債権 （要管理先含む） については、 今後１年間の

予想損失額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、 予想損失

額は、主に１年間又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率等の過去の

一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な

修正を加えて算定しております。
すべての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実

施し、当該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しており、 その

査定結果に基づいて上記の引当を行っています。

②賞与引当金

　

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 支給見込額のうち当事業年

度負担分を計上しています。

③退職給付引当金

　

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき、 当事業年度に発生していると認められる額を計上して

います。

　

なお、 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、 退職給付に係る期末自己

都合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

④役員退職慰労引当金

　　

役員の退職慰労金の支給に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給

　

額を計上しています。

（４）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

　　

消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっています。

（５） 計算書類等に記載した金額の端数処理の方法

　

記載金額は、千円未満を切捨てて表示しており、金額千円未満の科目については「０」

で表示しています。

（６） その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

①事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について

　　

当組合は、事業別の収益及び費用について、事業間取引は相殺表示を行ってい

ません。よって、事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示

　

しています。

　　

ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則
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に従い、 各事業間の内部損益を除去した額を記載しています。

　

②米共同計算

　　

当組合は生産者が生産した農作物を無条件委託販売により販売を行い、販売代金と

　

販売に要する経費をプール計算することで生産者に支払いをする共同計算を行って

　

おります。

　　

そのうち、米については、販売を当組合が再委託した全国農業協同組合連合会富山

　

県本部が行い、 県域でプール計算を行う 「県域共同計算」 を行っています。

　　

共同計算の会計処理については、貸借対照表の経済受託債権に、受託販売について

　

生じた委託者に対する立替金及び販売品の販売委託者に支払った概算金、仮精算金を

　

計上しています。 経済受託債権については、全国農業協同組合連合会富山県本部から

　

資金が送付された時点で残高を減少する会計処理を行っています。

　　

（追加情報）

　　

改正企業会計基準第 ２４ 号「会計方針の開示、会計上の変更及び誤謬の訂正に関す

　　

る会計基準」 の適用に伴い、事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法、受託販

　

売における共同計算の会計処理の方法に関する事項について、「その他計算書類等の

　

作成のための基本となる重要な事項」 に記載しています。

２． 表示方法の変更に関する注記

　

（会計上の見積りに関する注記）

　

新設された農業協同組合法施行規則第１２６条の３の ２ に基づき、「会計上の見積りの

開示に関する会計基準」（企業会計基準第３１号２０２０年３月３１日） を適用し、当事業年度
より「繰延税金資産の回収可能性の見積りに関する情報」、「固定資産の減損の見積りに関
する情報」、「貸倒引当金の見積りに関する情報ｊ

　

を「会計上の見積りに関する注記」 に記
載しています。

３． 会計上の見積りに関する注記
（１） 繰延税金資産の回収可能性

　

①当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産

　

２０５，０５１千円 （繰延税金負債との相殺前）

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　

繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所
得の見積り額を限度として行っています。
次年度以降の課税所得の見積りについては、中期経営計画を基礎として、当組合が

将来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っています。

　

しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を
受けます。よって、実際に課税所得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合
には、次年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与
える可能性があります。

　

また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、次年度以降の
計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
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ます。

（２） 固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額はありません。
②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　

資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キ

ャッシュ・フローと帳簿価額を比較することにより、 当該資産グループについての減

損の要否の判定を実施しています。

　

減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、 他の資

産または資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・イン

フローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位としています。

　

固定資産の減損損失の認識、 測定において、 将来キャッシュ・フローについては、

中期経営計画を基礎として算出しており、中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、
割引率等については、 一定の仮定を設定して算出しています。

　

これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受け、翌事業

年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。

（３） 貸倒引当金

①当事業年度の計算書類に計上した金額

　　

貸倒引当金

　

１１０，９８７千円

　

※貸倒引当金の総額を記載しています。
②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

ｉ） 算定方法

　

「１

　

重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（３）引当金の計上基準」の「貸

倒引当金」 に記載しています。

ｉｉ） 主要な仮定

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。
「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能

力を個別に評価し、 設定しています。

ｍ） 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌

事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性がありま

す。

４． 貸借対照表に関する注記

（１）資産に係る圧縮記帳額

土地収用法を受けて、また国庫補助金等の受入れにより、 有形固定資産の取得価額か

ら控除している圧縮記帳額は１，６８１，２２４千円であり、 その内訳は以下のとおりです。
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建物
構築物
機械装置
器具備品
土地

７８３，８０２千円

６１，０５１千円

７４３，４５６千円

１６，２１１千円

７６，７０３千円

（２） 担保に供している資産

　　

定期 預金

　　　

２，０００，０００千円は為替取引の担保に供 しています。

（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権の総額・金銭債務の総額

　　

金銭債権

　　　

３，２１３千円

　　

金銭債務はありません。

（４）貸出金のうち、リスク管理債権の合計額及びその内訳

　　

貸出金のうち、 延滞債権額は１７６，２７８千円、 破綻先債権額はありません。

　　

なお、 破綻先債権とは、 元本又は利息の遅延が相当期間継続していることその

　

他の事由により元本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利

　

息を計上しなかった貸出金 （貸倒償却を行った部分を除く。 以下 「未収利息不計

　

上貸出金」 という。） のうち、 法人税法施行令 （昭和４０年政令第９７号） 第９６条

　

第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じ

　

ている貸出金です。

　　

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者

　

の経営再建又は支援を図ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外

　

の貸出金です。

　　

貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。

　　　

なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から

　

３ カ月以上遅延している貸出金及び実質的に ３ カ月以上遅延しているとみなす

　　

当座貸越で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものです。

　　

貸出金のうち、 貸出条件緩和債権額はありません。

　　　

なお、 貸出条件緩和債権とは、 債務者の経営再建又は支援を図ることを目的

　　

として、 金利の減免、 利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債

　

務者に有利となる取り決めを行った貸出金で破綻先債権、 延滞債権及び ３ カ月

　

以上延滞債権に該当しないものです。

　　　

破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の

　　

合計額は１７６，２７８千円です。

　　

なお、 上記に掲げた債権額は、 貸倒引当金控除前の金額です。

５， 金融商品に関する注記

（１） 金融商品の状況に関する事項
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①金融商品に対する取組方針

　

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業

や団体などへ貸付け、 残った余裕金を農林中央金庫に預けています。

②金融商品の内容及びそのリスク

　

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であ

　

り、 組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されています。

③金融商品に係るリスク管理体制

　

ｉ） 信用リスクの管理

　　

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決

　

定しています。 また、通常の貸出取引については、 本店に融資審査部署を設置し各

　

支店との連携を図りながら、 与信審査を行っています。 審査にあたっては、 取引先

　

のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、 担保評価基準な

　

ど厳格な審査基準を設けて、 与信判定を行っています。貸出取引において資産の健

　

全性の維持・向上を図るため、 資産の自己査定を厳正に行っています。 不良債権に

　

ついては管理・回収方針を作成・実践し、 資産の健全化に取組んでいます。 また、

　

資産自己査定の結果、 貸倒引当金について 「資産の償却・引当要領」 に基づき必要

　

額を計上し、 資産及び財務の健全化に努めています。

ａ） 市場リスクの管理

　

当組合では、 金利リスク、 価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコン

トロールすることにより、収支及び財務の安定化を図っています。 このため、財

務の健全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、 金融情

勢の変化に機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

（市場リスクに係る定量的情報）

　　

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品

　

です。当組合において、主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主た

　

る金融商品は、 預金、 貸出金、 貯金及び借入金です。

　　

当組合では、 これらの金融資産及び金融負債について、 期末後１年程度の金

　

利の合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、 金利の変動リスクの管

　

理にあたっての定量的分析に利用しています。

　　

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、 当事業年度末現在、

　

指標となる金利が ０．０５％下落したものと想定した場合には、 経済価値が １，７７３

　

千円減少するものと把握しています。

　　

当該変動額は、 金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、 金利

　

とその他のリスク変数の相関を考慮していません。

　　

また、 金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、 算定額を

　

超える影響が生じる可能性があります。
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なお、経済価値変動額の計算において、分割実行案件にかかる未実行金額に
ついても含めて計算しています。

　

ｍ） 資金調達に係る流動性リスクの管理

　　　

当組合では、 資金繰りリスクについては、 運用・調達について月次の資金計画

　　

を作成し、 安定的な流動性の確保に努めています。 また、 市場流動性リスクにつ

　　

いては、 投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ご捌こ異なる流動性

　　

（換金性） を把握したうえで、 運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　　

金融商品の時価 （時価に代わるものを含む） には、 市場価格に基づく価額のほか、

　

市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含ま

　

れています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な

　

る前提条件等によった場合、 当該価額が異なることもあります。

（２） 金融商品の時価に関する事項

①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　　

当年度末における貸借対照表計上額、 時価及びこれらの差額は、 次のとおりです。

　　

なお、 時価を把握することが極めて困難と認められるものについては、 次表には含

　

めず⑧に記載しています。

（単位：千円）

貸借対照表計上額 時価 差額
預

　

金 ８５，６９６，９２７ ８５，６９７，７９１ ８６３

貸出金
貸倒引当金

貸倒引当金控除後

１０，０４９，３０５

△８３，６５３

９，９６５，６５１ １０，０９１，４３０ １２５，７７８

経済受託債権 １，６６２，１４１ １，６６２，１４１

資産計 ９７，３２４，７２１ ９７，４５１，３６３ １２６，６４２

貯

　

金 ９９，１４５，４９４ ９９，１４４，０５０ △１，４４３

負債計 ９９，１４５，４９４ ９９，１４４，０５０ △｝１，４４３

※貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別賞倒引当金を控除しています。

②金融商品の時価の算定方法
【資産】

　

ｉ） 預金

　　

満期のない預金については、 時価は帳簿価額と近似していることから、 当該帳簿

　

価額によっています。 満期のある預金については、 期間に基づく区分ごとに、 リス

　

ク フリー レー トである翌日物金利スワップ （ｏｖｅｒｎｉｇｉｈｔｌｎｄｅｘ Ｓｗａｐ 以下０ＩＳと

　

いう） のレートで割り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
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ｎ） 貸出金

　

貸出金のうち、 変動金利によるものは、 短期間で市場金利を反映するため、 貸出

先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、 時価は帳簿価額と近似している

ことから当該帳簿価額によっています。

　

一方、 固定金利によるものは、 貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、 元利

金の合計額をリスクフリーレートである ０ＩＳ のレートで割り引いた額から貸倒引

当金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

　

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額

から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

僅） 経済受託債権

　　

経済受託債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

　

ことから、当該帳簿価額を時価とみなし、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を

　

時価に代わる金額としています。
【負債】
ｉ） 貯金

　　

要求払貯金については、決算日に要求された場合の支払額 （帳簿価額） を時価と

　

みなしています。 また、 定期性貯金については、 期間に基づく区分ごとに、 将来の

　

キャッシュ・フローをリスクフリー レー トである ０ＩＳのレートで割り引いた現在価

　

値を時価に代わる金額としています。

③時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　　

時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品は次のとおりであり、こ

　

れらは①の金融商品の時価情報には含まれていません。
（単ィ立：千円）

貸借対照表計上額

外部出資 ６，０４３，５５５

※外部出資のうち、市場価格のある株式以外のものについては、時価を把握すること

が極めて困難であると認められるため、 時価開示の対象とはしていません。

④金銭債権の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以

内

５年超

預金 ８５，６９６，９２７

貸出金 １，４２２，１０９ ８９０，２１５ １，０２１，８７５ ７４６，１６６ ６３３，１０３ ５，２３２，２０２

経済受託債権 １，６６２，１４１

合計 ８８，７８１，１７８ ８９０，２１５ １，０２１，８７５ ７４６，１６６ ６３３，１０３ ５，２３２，２０２
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※貸出金のうち、 当座貸越４６３，５１２千円については「１年以内」 に含めています。 ま

た、 期限のない劣後特約付貸出金については 「５年超」 に含めています。
※貸出金のうち、 ３ヵ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等 １０３，６３４ 千円
は償還の予定が見込まれないため、 含めていません。

⑤有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

貯金 ８１，５０１，３５３ ７，３６８，９９９ ８，９４５，６４４ ５７１，１６６ ６９８，０９５ ６０，２３４

※貯金のうち、 要求払貯金については

　

ｒｌ年以内」 に含めています。

６， 退職給付に関する注記

（１）退職給付に関する注記

①採用している退職給付制度の概要
職員の退職給付に充てるため、 退職給与規程に基づき、退職一時金制度を採用し

ています。また、この制度に加え、同規程に基づき退職給付の一部に充てるため全

国農林漁業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。
なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都

合要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

②退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表
期首における退職給付引当金

　　　　　　　　　

６８９，８４６千円

退 職 給 付 費 用

　　　　　　　　　　　　　　　　

７７，２９０ 千 円

退職給付の支払額

　　　　　　　　　　　　　

△６９，７５６千円

特定退職金共済制度への拠出金

　　　　　　

△３０，２２０千円

期末における退職給付引当金

　　　　　　　　　

６６７，１６０千円

③退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金

の調整表
退 職 給 付 債 務

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，２１７，５２９ 千 円

特定退職金共済制度

　　　　　　　　　　　　　　

△５５０，３６９千円

末積立退職給付債務

　　　　　　　　　　　　　　　

６６７，１６０千円

退 職 給 付 引 当 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

６６７，１６０ 千 円

④

　

退職給付に関連する損益
簡便法で計算 した退職給付費用

　　　　　　　　　　

７７，２９０千円
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（２） 特例業務負担金の将来見込額

　

人件費 （うち福利厚生費） には、 厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制

度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条

の規定に基づき、 旧農林共済組合 （存続組合） が行う特例年金等の業務に要する費用に

充てるため拠出した特例業務負担金１１，９９１千円を含めて計上しています。
なお、 同組合より示された令和３年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負

担金の将来見込額は１５０，２８０千円となっています。

７． 税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳等

（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の主な内訳

（単位：千円）

繰延税金資産
退職給付引当金

貸倒引当金損金算入限度超過額

役員退任慰労引当金

賞与引当金
賞与引当金（法定福利費）
未収利息不計上 （破綻懸念先以下）

　

ＪＡバンク支援積立金

減損損失否認
資産除去債務
未払事業税否認
その他

繰延税金資産小計

　

評価性引当額

繰延税金資産合計 （Ａ）

１８４，１３６

２０，２１９

　

５，８２４

　

１０，４７８

　

１，５２７

　

２，４９６

　

１４，０１０

４８，８５８

　

３，３９１

　

３，２５２

　

６，７１５

３００，９０９

△９５，８５７

２０５，０５１

繰延税金負債
特別償却準備金
繰延税金負債合計 （Ｂ）

７，１４６

７，１４６

繰延税金資産の純額 （Ａ） － （Ｂ） １９７，９０４

（２） 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率の差異の内訳

法定実効税率 （※１）

（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項日

受取配当金等永久に益金に算入されない項目

住民税均等割等

２７，６％

　

０．７％

△４．５％

０．９％
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評価性引当額の増減

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

△１．５％

△１．１％

２２．１％

（４年度分）

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１）資産の評価基準及び評価方法

①有価証券（株式形態の外部出資を含む）

（１） 満期保有目的の債権

　

：

　

償却原価法 （定額法）

（２） その他有価証券

　　

市場価格のない株式等

　

：

　

移動平均法による原価法

②棚卸資産

　　

購買品（肥料、 農薬）

　　　　

…総平均法による原価法 （収益性の低下による簿価

切下げの方法）

購買品（農機具製品、自動車）…個別法による原価法（収益性の低下による簿価切

下げの方法）

購買品（上記以外の購買品）

　

…売価還元法による原価法（収益性の低下による簿

価切下げの方法）

（２） 固定資産の減価償却の方法

　

①有形固定資産（リース資産を除く）

　　　

定率法を採用しています。 ただし、 平成１０年４月１日以降に取得した建物 （建

　

物附属設備は除く｝並びに平成２８年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築

　

物については定額法を採用しています。

②無形固定資産

　

定額法を採用しています。

　

なお、 自社利用ソフトウェアについては、 当組合における利用可能期間 （５年）
に基づく定額法により償却しています。

③リース資産

　

リース期間を耐用年数とし、 残存価額を零とする定額法を採用しています。

（３）引当金の計上基準

　

①貸倒引当金

　　

貸倒引当金は、予め定めている資産査定要領、 経理規程及び資産の償却・引当要領

　

に則り、 次のとおり計上しています。

　　

破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者 （破綻先） に係る債

　

権及びそれと同等の状況にある債務者（実質破綻先） に係る債権については、債権額

　

から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計
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上しています。

　　

また、現在は経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認

　

められる債務者（破綻懸念先） に係る債権については、債権額から担保の処分可能見

　

込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を

　

総合的に判断して必要と認められる額を計上しています。破綻懸念先に対する債権の

　

うち債権の元本の回収に係るキャッシュ・フローを合理的に見積もることができる債

　

権については、 当該キャッシュ・フローと債権の帳簿価額から担保の処分可能見込額

　

及び保証による回収可能見込額を控除した残額との差額を引き当てています。

　

正常先債権及び要注意先債権（要管理先含む） については、今後１年間の予想損失

　

額又は今後３年間の予想損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、主に１年間

　

又は３年間の貸倒実績を基礎とした貸倒実績率等の過去の一定期間における平均値に

　

基づき損失率を求め、これに将来見込み等必要な修正を加えて算定しています。

　

すべての債権は、資産査定要領に基づき、融資担当部署等が資産査定を実施し、 当

　

該部署から独立した内部監査部署が査定結果を監査しています。

②賞与引当金

　　

職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、 支給見込額のうち当事業年度

　

負担分を計上しています。

③退職給付引当金

　　

職員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産

　

の見込額に基づき、 計上しています。

　　

なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合

　

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

④役員退職慰労引当金

　　　

役員の退職慰労金の支給に備えて、 役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額

　　

を計上しています。

（４） 収益及び費用の計上基準

　

当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号２０２０年３月３１日）

及び 「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第３０号２０２１年
３月

　

２６

　

日） を適用しており、 約束した財又はサービスの支配が利用者等に移転した時

点で、 もしくは、 移転するにつれて当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる

金額で収益を認識しています。

　

主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のと

おりであります。

①

　

購買事業

　

農業生産に必要な資材と生活に必要な物資を共同購入し、組合員に供給する事業で
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あり、 当組合は利用者等との契約に基づき、 購買品を引き渡す義務を負っています。
この利用者等に対する履行義務は、購買品の引き渡し時点で充足することから、当該

時点で収益を認識しています。

②

　

販売事業

　

組合員が生産した農畜産物を当組合が集荷して共同で業者等に販売する事業であ

　

り、 当組合は利用者等との契約に基づき、 販売品を引き渡す義務を負っています。 こ

　

の利用者等に対する履行義務は、販売品の引き渡し時点で充足することから、当該時

　

点で収益を認識しています。

③

　

保管事業

　

組合員が生産した米・麦・大豆等の農産物を保管・管理する事業であり、当組合は

利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者等に対す

　

る履行義務は、 農産物の保管期間にわたって充足することから、 当該サービスの進捗

度に応じて収益を認識しています。

④

　

利用事業

　

ライスセンター・育苗センター等の施設を設置して、 共同で利用する事業であり、

　

当組合は利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者

等に対する履行義務は、各種施設の利用が完了した時点で充足することから、当該時

　

点で収益を認識しています。

⑤

　

介護・福祉事業

　

要介護者を対象にした訪問介護・ケアプラン作成等の介護保険事業や高齢者生活支

　

援事業であり、当組合は利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っていま

　

す。この利用者等に対する履行義務は、主にサービスの提供時点で充足することから、

　

当該時点で収益を認識しています。

⑥

　

指導事業

　

組合員の営農にかかる各種相談・研修・経理サービスを提供する事業であり、当組

合は利用者等との契約に基づき、役務提供する義務を負っています。この利用者等に

対する履行義務は、主にサービスの提供が完了した時点で充足することから、当該時

　

点で収益を認識しています。

（５）消費税及び地方消費税の会計処理の方法

消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっています。

（６）計算書類等に記載した金額の端数処理の方法

記載金額は、 千円未満を切捨てて表示しており、 金額千円未満の科目については 「０」 で

表示しています。

‐４７‐



（７）その他計算書類等の作成のための基本となる重要な事項

　

①事業別収益・事業別費用の内部取引の処理方法について

　　　

当組合は、 事業別の収益及び費用について、 事業間取引は相殺表示を行ってい

　

ません。よって、事業別の収益及び費用については、事業間の内部取引も含めて表示

　

しています。

　　　

ただし、損益計算書の事業収益、事業費用については、農業協同組合法施行規則

　

に従い、 各事業間の内部損益を除去した額を記載しています。

　

②米共同計算

　　

当組合は生産者が生産した農作物を無条件委託販売により販売を行い、販売代金と

　

販売に要する経費をプール計算することで生産者に支払いをする共同計算を行って

， おります，

　　

そのうち、 米については、 販売を当組合が再委託した全国農業協同組合連合会富山

　

県本部が行い、 県域でプール計算を行う 「県域共同計算」 を行っています。

　　

共同計算の会計処理については、貸借対照表の経済受託債権に、受託販売について

　

生じた委託者に対する立替金及び販売品の販売委託者に支払った概算金、仮精算金を

　

計上しています。経済受託債権については、全国農業協同組合連合会富山県本部から

　

資金が送付された時点で残高を減少する会計処理を行っています。
③当組合が代理人として関与する取引の損益計算書の表示について

　　

購買事業収益のうち、当組合が代理人として購買品の供給に関与している場合には、

　

純額で収益を認識して、 購買手数料として表示しています。

２． 会計方針の変更に関する注記

（１） 収益認識に関する会計基準等の適用

　

当組合は、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第２９号 ２０２０年３月 ３１日。

以下「収益認識会計基準」 という。）及び「収益認識に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第 ３０号 ２０２１年３月２６日）を当事業年度の期首から適用し、約束

した財又はサービスの支配が利用者等に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に

受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。

　

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりです。

①

　

代理人取引に係る収益認識

　

財又はサービスを利用者等に移転する前に支配していない場合、すなわち、利用者

等に代わって調達の手配を代理人として行う取引については、 従来は、 利用者等から

受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、利用者等から受け取る額か

　

ら受入先（仕入先）に支払う額を控除した純額で収益を認識する方法に変更していま

す。

②

　

ＬＰガスに関する収益認識

　

購買事業におけるＬＰガスの供給に関して、 従来は、 毎月の検針日に確認した利用
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者等の使用量に基づいて収益を認識していましたが、決算月においては、検針日から

決算日までに生じた収益を合理的に見積って認識する方法に変更しています。

　

収益認識会計基準等の適用については、 収益認識会計基準第８４項ただし書きに定

める経過的な取扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及

適用した場合の累積的影響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首

残高から新たな会計方針を適用しています。

　

この結果、当事業年度の事業収益が２５０，５０４千円、事業費用が２５０，５０４千円減少し

ていますが、この変更による事業利益、 経常利益、税引前当期利益及び利益剰余金の

当期首残高に与える影響はありません。

（２） 時価の算定に関する会計基準等の適用

　

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第３０号

　

２０１９年７月４日。 以下「時

価算定会計基準」 という。）等を当事業年度の期首から適用し、 時価算定会計基準第１９

項及び「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第１０号

　

２０１９年７月４日） 第４４”

２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、
将来にわたって適用することといたしました。 これによる当事業年度の計算書類への影

響はありません。

３． 会計上の見積りに関する注記

（１） 繰延税金資産の回収可能性

　

①当事業年度の計算書類に計上した金額

繰延税金資産

　

２００，１１６千円 （繰延税金負債との相殺前）

②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　

繰延税金資産の計上は、次年度以降において将来減算一時差異を利用可能な課税所
得の見積り額を限度として行っています。

　

次年度以降の課税所得の見積りについては、中期経営計画を基礎として、当組合が

将来獲得可能な課税所得の時期および金額を合理的に見積っています。

　

しかし、これらの見積りは将来の不確実な経営環境および組合の経営状況の影響を

受けます。 よって、実際に課税所得が生じた時期および金額が見積りと異なった場合

には、次年度以降の計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与

える可能性があります。

　

また、将来の税制改正により、法定実効税率が変更された場合には、次年度以降の

計算書類において認識する繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があり
ます。

（２） 固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額はありません。
②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

　

資産グループに減損の兆候が存在する場合には、当該資産グループの割引前将来キ
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ヤッシュ・フローと帳簿価額を比較することにより、 当該資産グル←プについての減

損の要否の判定を実施しています。

　

減損の要否に係る判定単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、 他の資

産または資産グループのキャッシュ・インフローから概ね独立したキャッシュ・イン

フローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位としています。

　

固定資産の減損損失の認識、 測定において、 将来キャッシュ・フローについては、

中期経営計画を基礎として算出しており、中期計画以降の将来キャッシュ・フローや、

割引率等については、 一定の仮定を設定して算出しています。

　

これらの仮定は将来の不確実な経営環境及び組合の経営状況の影響を受け、翌事業

年度以降の計算書類に重要な影響を与える可能性があります。
（３） 貰倒引当金

①当事業年度の計算書類に計上した金額

　　

貸倒引当金

　

１０９，３５２千円

　

※貸倒引当金の総額を記載しています。
②会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報

ｉ） 算定方法

　

「１

　

重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「（３）引当金の計上基準」の「①

貸倒引当金」 に記載しています。

ｎ） 主要な仮定

　

主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」であります。

　

「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得能

力を個別に評価し、 設定しています。

　

ｉ

　　

ｎ） 翌事業年度に係る計算書類に及ぼす影響

　　

個別貸出先の業績変化等により、当初の見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌

　

事業年度に係る計算書類における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性がありま

　

す。

４． 貸借対照表に関する注記

（１）資産に係る圧縮記帳額

土地収用法を受けて、 また国庫補助金等の受入れにより、 有形固定資産の取得価額か

ら控除している圧縮記帳額は１，６８０，８５９千円であり、 その内訳は以下のとおりです。

建 物

　　　　　　　　　　　

７８３，７５９ 千 円

構 築 物

　　　　　　　　　　

６０，８９６ 千 円

機械装置

　　　　　　　　　

７４３，４５６千円

器具備品

　　　　　　　　　

１６，０４３千円

土 地

　　　　　　　　　　　　

７６，７０３ 千 円
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（２）担保に供している資産

　　

定期預金

　　　

２，０００，０００千円は為替取引の担保に供しています。

（３）役員との間の取引による役員に対する金銭債権の総額・金銭債務の総額

　

金銭債権

　　　

１，４３９千円

　

金銭債務はありません。

（４）債権のうち農業協同組法施行規則第２０４条第１項第１号ホ（２）（ｉ） から （ｌｖ） まで

に掲げるものの額及びその合計額

　　

債権のうち、 破産更生債権及びこれらに準ずる債権額は１００，４６４千円、 危険債権額は

　

８４，５６１千円。

　　

なお、破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、 破産手続開始、更生手続開始、再

　

生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこ

　

れらに準ずる債権です。

　　

また、危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないものの、財政状態及

　

び経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能

　

性の高い債権 （破産更生債権及びこれらに準ずる債権を除く。） です。

　　

債権のうち、 三月以上延滞債権、 貸出条件緩和債権ありません。

　　

なお、 三月以上延滞債権とは、 元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上

　

遅延している貸出金で破産更生債権及びこれらに準・ずる債権及び危険債権に該当しな

　

いものです。

　　

また、 貸出条件緩和債権とは、 債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、

　

金利の減免、利息の支払い猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利とな

　

る取決めを行った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権及び三月以

　

上延滞債権に該当しないものです。

　　

破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権、三月以上延滞債権及び貸出条件緩

　

和債権額の合計額は１８５，０２６千円です。
なお、 上記に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額です。

５． 金融商品に関する注記

（１）金融商品の状況に関する事項

①金融商品に対する取組方針

　　

当組合は農家組合員や地域から預かった貯金を原資に、農家組合員や地域内の企業

　

や団体などへ貸付け、残った余裕金を農林中央金庫に預けているほか、国債や地方債

　

などの債券、 株式等の有価証券による運用を行っています。

②金融商品の内容及びそのリスク

　

当組合が保有する金融資産は、主として当組合管内の組合員等に対する貸出金であ

　

り、 貸出金は組合員等の契約不履行によってもたらされる信用リスクに晒されていま

す。
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また、 有価証券は、 主に債券であり、 満期保有目的で保有しています。 これらは発

行体の信用リスク、 金利の変動リスク及び市場価格の変動リスクに晒されています。

③金融商品に係るリスク管理体制

　

ｉ） 信用リスクの管理

　　

当組合は、個別の重要案件又は大口案件については理事会において対応方針を決

　

定しています。 また、 通常の貸出取引については、 本店に融資審査部署を設置し各

　

支店との連携を図りながら、 与信審査を行っています。 審査にあたっては、 取引先

　

のキャッシュ・フローなどにより償還能力の評価を行うとともに、 担保評価基準な

　

ど厳格な審査基準を設けて、与信判定を行っています。 貸出取引において資産の健

　

全性の維持・向上を図るため、 資産の自己査定を厳正に行っています。 不良債権に

　

ついては管理・回収方針を作成・実践し、 資産の健全化に取組んでいます。 また

　

資産自己査定の結果、 貸倒引当金について 「資産の償却・引当要領」 に基づき必要

　

額を計上し、 資産及び財務の健全化に努めています。

銭） 市場リスクの管理

　　

当組合では、 金利リスク、 価格変動リスクなどの市場性リスクを的確にコントロ

　

ールすることにより、 収支及び財務の安定化を図っています。 このため、 財務の健

　

全性維持と収益力強化とのバランスを重視したＡＬＭを基本に、 金融情勢の変化に
、◆

　

機敏に対応できる柔軟な財務構造の構築に努めています。

　　

とりわけ、有価証券運用については、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析

　

及び当組合の保有有価証券ポートフォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会に

　

おいて運用方針を定めるとともに、経営層で構成するＡＬＭ委員会等を定期的に開

　

催して、日常的な情報交換及び意思決定を行っています。 運用部門は、理事会及び

　

ＡＬＭ委員会等で決定した運用方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジ

　

を行っています。 運用部門が行った取引についてはリスク管理部門が適切な執行を

　

行っているかどうかチェックし定期的にリスク量の測定を行い経営層に報告して

　

います。

（市場リスクに係る定量的情報）

　　

当組合で保有している金融商品はすべてトレーディング目的以外の金融商品で

　

す。 当組合において、 主要なリスク変数である金利リスクの影響を受ける主たる金

　

融商品は、 預金、 貸出金、 貯金です。

　　

当組合では、これらの金融資産及び金融負債について、期末後１年程度の金利の

　

合理的な予想変動幅を用いた経済価値の変動額を、 金利の変動リスクの管理にあた

　

っての定量的分析に利用しています。

　　

金利以外のすべてのリスク変数が一定であると仮定し、 当事業年度末現在、 指標

　

となる金利が０，０９％下落したものと想定した場合には、 経済価値が２．８，０８０ 千円減

　

少するものと把握しています。

　　

当該変動額は、 金利を除くリスク変数が一定の場合を前提としており、 金利とそ

‐５２‐



の他のリスク変数の相関を考慮していません。

　

また、金利の合理的な予想変動幅を超える変動が生じた場合には、算定額を超え

る影響が生じる可能性があります。
ｍ） 資金調達に係る流動性リスクの管理

　

当組合では、 資金繰りリスクについては、 運用・調達について月次の資金計画

を作成し、安定的な流動性の確保に努めています。 また、 市場流動性リスクにつ
いては、 投資判断を行う上での重要な要素と位置付け、商品ごとに異なる流動性

　

（換金性） を把握したうえで、 運用方針などの策定の際に検討を行っています。

④金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　

金融商品の時価 （時価に代わるものを含む） には、 市場価格に基づく価額のほか、
市場価格がない場合には合理的に算定された価額（これに準ずる価額を含む）が含ま

れています。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異な

る前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

（２）金融商品の時価等に関する事項

①金融商品の貸借対照表計上額及び時価等

　　

当年度末における貸借対照表計上額、 時価及びこれらの差額は、 次のとおりです。

　

なお、 市場価格のない株式等は、 次表には含めず③に記載しています。
（単位：千円）

貸借対照表
計上額

時価 差額

預金 ８５，７７２，３５５ ８５，７５４，１４２ △１８，２１３

有価証券 満期保有目的の債券 ５００，０００ ４８２，６００ △１７，４００

貸出金
貸倒引当金

貸倒引当金控除後

９，９８３，７８４

△８０，９３９

９，９０２，８４４ ９，８９１，２５６ △１１一５８８

経済受託債権 １，５８７，４４９ １，５８７，４４９

資産計 ９７，７６２，６４９ ９７，７１５，４４８ △４７，２０１

貯金 ９９，５６９，７５３ ９９，４８９，５０３ △８０，２５０

負債計 ９９，５６９，７５３ ９９，４８９，５０３ △８０，２５０負 債 計

　　　　　　　　　　　

９９，５６９，７５３

　　　

９９，４８９，５０３

　　　　

△８０，２５０

※

　

貸出金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しています。

②金融商品の時価の算定に用いた評価技法の説明
【資産】

　

ｉ） 預金

　　

満期のない預金については、 時価は帳簿価額と近似していることから、 当該帳簿

　

価額によっています。 満期のある預金については、 期間に基づく区分ごとに、 リス

ー５３‐



ク フリー レー トである０ＩＳ（ｏｖｅｒｎｉｇｈｔ工ｎｄｅｘｓｗｏｐ以下０工Ｓという） の レー トで割

　

り引いた現在価値を時価に代わる金額として算定しています。
＝）有価証券

　

取引金融機関等から提示された価格によっています。
ｉｉｉ）貸出金

　

貸出金のうち、 変動金利によるものは、 短期間で市場金利を反映するため、 貸出

先の信用状態が実行後大きく異なっていない限り、時価は帳簿価額と近似している

　

ことから当該帳簿価額によっています。

　

一方、 固定金利によるものは、 貸出金の種類及び期間に基づく区分ごとに、 元利

金の合計額をリスクフリーレートである０ＩＳのレートで割り引いた額から貸倒引当

金を控除して時価に代わる金額として算定しています。

　

また、延滞の生じている債権・期限の利益を喪失した債権等について、帳簿価額

から貸倒引当金を控除した額を時価に代わる金額としています。

ＩＶ） 経済受託債権

　

経済受託債権については短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

　

ことから、当該帳簿価額を時価とみなし、帳簿価額から貸倒引当金を控除した額を

　

時価に代わる金額としています。

【負債］
貯金

　　

要求払貯金については、 決算日に要求された場合の支払額 （帳簿価額） を時価と

　

みなしています。 また、 定期性貯金については、 期間に基づく区分ごとに、 将来の

　

キ ャッシュ・フローをリスクフリー レー トである ０ｌｓのレートで割り引いた現在価

　

値を時価に代わる金額としています。

③市場価格のない株式等

　　

市場価格のない株式等は次のとおりであり、 これらは①の金融商品の時価情報に

　

は含まれていません。
（単位：千円）

貸借対照表計上額

外部出資 ６，０４３，０５５

※外部出資のうち、市場において取引されていない株式や出資金等については、「金

融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第１９号

　

２０１９年

７月 ４日） 第５項に基づき、 時価開示の対象とはしていません。
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④金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

預金 ８５，７７２，３５５

有価証券
満期保有目的の債券

５００，０００

（５００，０００）

貸出金 １，４０２，８７９ １，０７８，３８１ ８０３，９１０ ７２７，５６６ ６７３，１８４ ５，１９７，０９８

経済受託債権 １，５８７，４４９

合

　

計 ８８，７６２，６８４ １，０７８，３８１ ８０３，９１０ ７２７，５６６ ６７３，１８４ ５，６９７，０９８

※貸出金のうち、当座貸越４３４，５８９千円については「１年以内」 に含めています。 ま

た、 期限のない劣後特約付貸出金については 「５年超」 に含めています。
※貸出金のうち、 ３カ月以上延滞債権・期限の利益を喪失した債権等１００，７６４千円

は償還の予定が見込まれないため、含めていません。

⑤有利子負債の決算日後の返済予定額
（単位：千円）

１年以内
１年超

２年以内

２年超

３年以内

３年超

４年以内

４年超

５年以内
５年超

貯金 ８３，０９２，５７８ ８，８９０，２２９ ６，０８５，７３０ ６２５，１４７ ８１９，８８１ ５６，１８５

※貯金のうち、 要求払貯金については 「１年以内」 に含めています。

６． 有価証券に関する注記

有価証券の時価、 評価差額に関する事項は次の通りです。

（１）満期保有目的の債券

満期保有目的の債券において、種類ごとの貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額につ
いては、 次のとおりです。

種

　

類
貸借対照表
計上額

時

　

価 差額

時価が貸借対照表計上額
を超えないもの

地方債 ５００，０００ ４８２，６００ ‘１７，４００

合

　

計 ５００，０００ ４８２，６００ ‘１７，４００

（２）当事業年度中に売却した満期保有目的の債権

　

当事業年度中に売却した満期保有目的の債権はありません。
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７． 退職給付に関する注記

（１）退職給付に関する注記

　

①採用している退職給付制度の概要

　　　

職員の退職給付に充てるため、 退職給与規程に基づき、 退職一時金制度を採用し

　　

ています。 また、 この制度に加え、 同規程に基づき退職給付の一部に充てるため全

　　

国農林漁業団体共済会との契約による退職金共済制度を採用しています。

　　　

なお、 退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、 退職給付に係る期末自己都合

　　

要支給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しています。

　

②退職給付引当金の期首残高と期末残高の調整表

　　　

期 首における退職給付引当金

　　　　　　　　　　

６６７，１６０千円

　　　　

退 職 給 付 費 用

　　　　　　　　　　　　　　　　

８０，７５２ 千 円

　　　　

退職給付の支払額

　　　　　　　　　　　　　

△６１，１１６千円

　　　　

特定退職金共済制度への拠出金

　　　　　　

△２９，０００千円

　　　

期末における退職給付引当金

　　　　　　　　　

６５７，７９５千円

　

③退職給付債務及び年金資産の期末残高と貸借対照表に計上された退職給付引当金

　　　

の調整表

　　　

退 職 給 付 債 務

　　　　　　　　　　　　　　　　　

１，１７３，０２４ 千 円

　　　

特定退職金共済制度

　　　　　　　　　　　　　　

△５１５，２２８千円

　　　

末積立退職給付債務

　　　　　　　　　　　　　　

６５７，７９５千円

　　　

退 職 給 付 引 当 金

　　　　　　　　　　　　　　　　　

６５７，７９５ 千 円

　

④退職給付に関連する損益

　　　

簡便法で計算 した退職給付費用

　　　　　　　　　

８０，７５２千円

　

（２） 特例業務負担金の将来見込額

　

人件費 （うち福利厚生費） には、厚生年金保険制度及び農林漁業団体職員共済組合制

度の統合を図るための農林漁業団体職員共済組合法等を廃止する等の法律附則第５７条

の規定に基づき、 旧農林共済組合 （存続組合） が行う特例年金等の業務に要する費用に

充てるため拠出した特例業務負担金１１，６６３千円を含めて計上しています。

なお、 同組合より示された令和４年３月現在における令和１４年３月までの特例業務負

担金の将来見込額は１２６，７６５千円となっています。

８、 税効果会計に関する注記

（１） 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生原因別の主な内訳

（単位：千円）

繰延税金資産
退職給付引当金
貸倒引当金損金算入限度超過額

役員退任慰労引当金

賞与引当金

１８１，５５１

１９，９４９

　

６，８０４

１０，２４９賞与引当金
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｛２） 法定実効税率と法人税等負担率との差異の主な原因

法定実効税率
（調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目
受取配当金等永久に益金に算入されない項目

　

住民税均等割等

評価性引当額の増減

　

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

２７．６％

０．９％

△５，７％

１．１％

０．１％

△０．７％

２３，３％

‐５７‐

賞与引当金（法定福利費）
未収利息不計上 （破綻懸念先以下）

ＪＡバンク支援積立金

減損損失否認
資産除去債務
未払事業税否認
その他

繰延税金資産小計
評価性引当額

繰延税金資産合計 （Ａ）

　

１，４８９

　

２，５０５

　

１４，１４６

　

４７，６５０

　

３，３９１

　

３，２５８

　

５，０９８

２９６，０９６

‘９５，９８０

２００，１１６

繰延税金負債
特別償却準備金
繰延税金負債合計 （Ｂ）

４，７６４

４，７６４

繰延税金資産の純額 （Ａ） － （Ｂ） ｉ９５，３５１



１． 当期末処分剰余金 ３２４，４５８ ２５８，００２

２， 剰余金処分額

　　

（１） 利益準備金

　　

（２） 任意積立金

　　　

うちリスク管理積立金

　　　

うち税効果調整積立金

　　　

うち電算システム機能強化等積立金

　　　

うち施設整備積立金

　　

（３） 出資配当金

　　　

うち普通出資に対する配当金

２６１，７２２ １８４，３８３

（１）利益準備金 ５５，０００ ３８，０００

（２）任意積立金 １７５，０００ １２５，５００

うちリスク管理積立金 ７０’０００ １５，５００

うち税効果調整積立金

うち電算システム機能強化等積立金 ２５，０００

うち施設整備積立金 ８０，０００ １ｌｏ’０００

（３）出資配当金 ３１，７２２ ２０，８８３

うち普通出資に対する配当金 ３１，７２２ ２０，８８３

３． 次期繰越剰余金 ６２，７３７ ７３，６１９

１． 出資配当の割合は次のとおりです。
３年度

　

１，５％

　　

４年度

　

１．０％

２， 目的積立金の種類、 積立目的、 積立日標額、 積立基準等は次の

３，９６５千円

肥料の価格が期中上昇し、農家に相当の負担が発生する場
合、全農の通知に基づき積立額を限度として価格上昇相当額
を取り崩す。

“］”；；ニニ』” …▲。｛′命Ｈ

　　　　　　　　

′ 積立した金額

税効果調整積立金 税効果会計により積立
した金額

繰延税金資産額
繰延税金資産の取り崩しが発生した決算期において、 その繰
延税金資産額と同額

リスク管理積立金

有価証券・貸出金・外
部出資金・固定資産に
対する損失に備えるた
めの積立金

２，０００，ＧＯ０，ｎ
ｌ

　

期末において有価証券の運用益を上回る売却損・評価損
が発生した場合
２

　

自己査定による貸出金及び外部出資等の償却・引当が生
じたとき

電算機能強化等積立金

県域信用事業の機能強
化及び次期システム椿
総こかかるコスト負担
に備えるための積立金

４０，０００千円

電算システム機能強化等により多額の費用が発生した場合に
おいてその相当額

特別償却準備金
租税特別措置法による
時別償却額に対応する
金額

特別償却相当額
租税特別措置法の定めによる額を毎期取り崩す

施設整備積立金
辱来的な施設整備に備
た、組合経営の健全性
を確保する積立金

１，０００，０００千円
施設の取得・皆”腎謬｛

　　

， Ｌ有ノた場合、 解体費・減価償
却費・または整備費、修繕費及び屈自負寺ぐ多ホ”」賞を要
した場合

３， 次期繰越剰余金には、 営農指導、 生活・文化改善の事業の費用に充てるための繰越額が含まれています。
３年度

　　

１３，０００千円

４年度

　　

１０，０００千円

‐５８‐



（①－②）

　　　　

③

　　　

１，５５７，０４７

　　　　

４７６，０３６

　　　　

３８９｝４６２

　　　　

５３６，１４７

　　　　

１８８，２３８

　　　

△

４５４，５４３

　　　　　

２１２，５２８

　　　　　　

９７

（うち減価償却費） ⑤

　　　

（１５６，１４７）

（

　

う

　

ち

　

人

　

件

　

費

　

）

　

⑥

　　

（９４１，６８７）
１６５，３６５

　　　　　　

６２．６６０

　　　　　

１８，８８９

　　　

‘ ４４９，
｛うち減価償却費）

　

⑧

営
税
農
弓斧

導
前
事
当顎錆」留

後⑭

注

　

１． 共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、 次のとおりです。

　　

（１）共通管理費等

　　

（人頭割十人件費を除く事業管理費割十事業利益割）の平均値

（２）営農指導事業

　　　

（均等割十事業利益割）の平均値

（単位：％）２．配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。

共

　

通

　

管

　

理

　

費

　

等

営

　

農

　

指

　

導

　

事

－５９－



⑧

　　　

１，４５３，０３１

　　　　

４２０，９５１

　　　　

３５５，８１５

　　　　

５１１，２８２

（うち減価償却費） ⑤
（う

　

ち

　

人

　

件 費

　

）

　

⑧
９１，５１１

　　　　

１８７，１５８

　　　　　　

７７，５５１

　　　　　

２２，２３１

　　　

乙｝

　

５１７

（１，１７６） （△

　

２７，３５０）（うち減価償却費）

　

⑧

　　　　　　　　　　

（？
｛うち人件費）

　　

⑨

　　　　　　　　　　

（９０

５６，３１８

　　　　

△１３，１５４

　　　

△

６４，７５６

　　　　　

△６，７３４

　　　

△１１１，１２１（⑩＋⑪－⑱）

　　　

⑯

⑩

　　　　

２４３，１９６

　　　　

１５６，３５１

　　　

１３５，９１１

　　　　

６８，３７８

　　　　

△６，４８６

　　　

△

導群当務鯛警護後⑫

　　

閣，跳

注

　

Ｌ

　

共通管理費等及び営農指導事業の他部門への配賦基準等は、 次のとおりです。

　　

（１） 共通管理費等

　　

（人頭割十人件費を除く事業管理費割十事業利益割） の平均値

（２）営農指導事業

　　

（均等割十事業利益割）の平均値

２，配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。２，配賦割合（１の配賦基準で算出した配賦の割合）は、次のとおりです。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：％）
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７． 財務諸表の正確性等にかかる確認

１

　

私は、 当ＪＡの令和４年３月１日から令和５年２月２８日までの事業年度に
かかるディスクロージャー誌に記載した内容のうち、財務諸表作成に関するす
べての重要な点において、農業協同組合法施行規則に基づき適正に表示されて
いることを確認いたしました。

２

　

この確認を行うに当たり、財務諸表が適正に作成される以下の体制が整備さ
れ、 有効に機能していることを確認しております。

　　　　　　　　　　　

　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　

（１） 業務分掌と所管部署が明確化され、各部署が適切に業務を遂行する体制が

　

整備されております。

（２） 業務の実施部署から独立した内部監査部門が内部管理体制の適切性・有効

　

性を検証しており、重要な事項については理事会等に適切に報告されており

　

ます。

（３）重要な経営情報については、理事会等へ適切に付議・報告されております。

令和５年６月 ６日

　

みな穂農業協同組合

　

代表理事組合長

　

細田

　

勝二

８． 会計監査人の監査

　

２０２２年度及び２０２３年度の貸借対照表、 損益計算書、 剰余金処分計算書及
び注記表は、 農業協同組合法第３７条の２第３項の規定に基づき、 みのり監
査法人の監査を受けております。
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亘

　

損益の状況

１．
白 近 の５事 業 年 度 の 主 要な経 営 指 標

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位；千円・口・人・％）

経

　　　　

常

　　　　

収

　　　　

益

信

　

用

　

事

　

業

　

収

　

益

　

共

　

済

　

事

　

業

　

収

　

益

　

農

　

業

　

関

　

連

　

事

　

業

　

収

　

益

　

生 活 そ の 他 事 業 収 益

営

　

農

　

指

　

導

　

事

　

業

５，２８５，９７９ ５，０３４，００９ ４，６３８，８６３ ４，８９３，８３５ ４，５３６，１２１

信

　

用

　

事

　

業

　

収

　

益 ７２６，６９９ ６０３，３６５ ５４２，８１０ ５５１，６５５ ４９０，５２１

共

　

済

　

事

　

業

　

収

　

益 ４８６，９５８ ４８５，８６４ ４５５，７３０ ４１８，４７３ ３７９，６３０

農

　

業

　

関

　

連

　

事

　

業

　

収

　

益 ２，２７３，７５２ ２，１７８，１６４ ２，１１５，１１２ ２，２０７，７０２ ２，１４９，８４９

生 活 そ の 他 事 業 収 益 １，７８１，７６６ １，７５２，４８０ １，５１３，９４０ １，６９８，７３９ １，４９９，６７８

営

　

農

　

指

　

導

　

事

　

業 １６，８０４ １４，１３５ １１，２７２ １７，２６６ １６，４４０

経

　　　　

常

　　　　

利

　　　　

益 １４９，４５０ ２６３，３１１ ２５６，０６６ ３２４，２６７ ２３７，４７５

当

　　　

期

　　　

剰

　　　

余

　　

金 ８１，０２１ １４９，５１６ ２０４，１７０ ２４４，２８９ １８６，４６４

出

　　　　　　

資

　　　　　　

金

（

　　

出

　　

資

　　

口

　　

数

　　

）

　

２，１８０，２３９

（２，１８０，２３９）

　

２，１６４，４９６

（２，１６４，４９６）

　

２，１４７，７５７

（２，１４７，７５７）

　

２，１２５，０９６

（２，１２５，０９６）

　

２，０９９，３３０

（２，０９９，３３０）

純

　　　　

資

　　　　

産

　　　　

額 ６，４０５，３４０ ６，５０８，０３９ ６，６６１，

　　

６，８５０，４２４

　　

６，９７８，８６２

総

　　　　

資

　　　　

産

　　　　

額 １０７，５７２，９８７ １０４，５４７，１７９ １０６，９６１，７６５ １０７，７６５，９７３ １０８，３３７，０１５

貯

　　　

金

　　

等

　　　

残

　　　

ふ

　　　　　　　　　

局 ９９，３０３，８０７ ９６，１１８，２５０ ９８，４０２，５６８ ９９，１４５，４９４ ９９，５６９，７５３

貸

　　　

出

　　　

金

　　

残

　　　

ふ

　　　　　　　　

局 １０，１７５，４７４ ９，６２０，２５３ ９，６８６，８２４ １０，０４９，３０５ ９，９８３，７８４

有

　　

価

　　

証

　　

券

　　

残

　　

高 ５００，０００

剰

　

余

　

金

　

配

　

当

　

金

　

額

　

出

　　

資

　　

配

　　

当

　　

額

　

事 業 利 用 分 量 配 当 額

３５，２８２ ３２，３３１ ３２，０６２ ３１，７２２ ２０，８８３

出

　　

資

　　

配

　　

当

　　

額 ３２，５２０ ３２，３３１ ３２，０６２ ３１，７２２ ２０，８８３

事 業 利 用 分 量 配 当 額 ２，７６２

職

　　　　　　

員

　　　　　　

数 ２４８ ２２７ ２１３ １９８ １８８

単

　

体

　

自

　

己

　

資

　

本

　

比

　

率 １５，８２ １４．８６ １５．１４ １５．６７ １６．００

（注）１．経常収益は各事業収益の合計額を表しています。

　　

２．当期剰余金は、銀行等の当期利益に相当するものです。

　　

３，信託業務の取り扱いは行っていません。

　　

４，職員数は常傭人を含んでいます。

５，「単体自己資本比率」は、「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」（平成１８年

金融庁・農水省告示第２号）に基づき算出しております。
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資

　

金

　

運

　

用

　

収

　

支

役

　

務

　

取

　

引

　

等

　

収

　

支

そ の 他 信用 事業 収支

　

５１７，４０６

　

１９，７８７

△

　

６１，１５７

　

４９０，５２１

　

１９，４６０

△

　

５８，１７１

△

　

２６，８８５

　

△

　

３２７

　　

２，９８６

信

　

用

　

事

　

業

　

粗

　

利

　

益

（信用事業粗利益率）

５３７，１９２

（０，５６）

４７９，１２２

（０．５０）

△

　

５８，０７０

△

　

０，０６

事

　　

業

　　

粗

　　

利

　　

益

（事 業 粗 利 益 率）

１，７４３，２４８

　

（１．８１）

１，６４１，３８８

　

（１，６９）

△ １０１，８６０

　

△

　

０．１２

事

　　　

業

　　　

純

　　　

益 ３６５，３３１ ３０２，７８０ 乙

　

６２，５５１

実

　

質

　

事

　

業

　

純

　

益 ３６６，１７２ ３０２，７８０ ‘

　

６３，３９２

コ

　

ア

　

事

　

業

　

純

　

益 ３６６，１７２ ３０２，７８０ 乙

　

６３，３９２

コア事業純益 （投資信託
解 約 損 益 除 く 。 ） ３６６，１７２ ３０２，７８０ 乙

　

６３，３９２

２ （単位：千円、％）

（注）１．資金運用収支＝資金運用収益－資金調達費用

　　

２．役務取引等収支＝役務取引等収益」役務取引等費用

　　

３． その他信用事業収支＝ （その他事業直接収益十その他経常収益） － （その他事業直接費用十その他経常費用）

　　

４，信用事業粗利益＝信用事業収益（その他経常収益を除く）－信用事業費用（その他経常費用を除く）＋金銭の信託運用見合費用

　　

５．信用事業粗利益率＝信用事業粗利益／信用事業資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００

　　

６．事業粗利益＝事業総利益‐信用事業に係るその他経常収益←信用事業以外に係るその他の収益十信用事業に係る

　

その他経常費用十信用事業以外に係るその他の費用十事業外収益の受取出資配当金十金銭の信託運用見合費用

７．事業粗利益率＝事業粗利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００

８，事業純益＝事業粗利益‐一般管理費－一般貸倒引当金繰入額

９．実質事業純益＝事業純益十一般貸倒引当金繰入額

１０．コア事業純益：実質事業純益‐国債等債券関係損益

１１． コア事業純益 （投資信託解約損益を除く。） ＝コア事業純益－投資信託解約損益

３． 資 金 運 用 収 支 の 内 訳

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円、％）
謙：‘；；端々 差決浅慮鎧※；希薄鴇対象も器…－’雑ぜ斜爺 ＡＩ涼も；鰭 船為… “もｍｓｉ鱒熱凄み対決ｉ弐封じ講話嘉さゞ喪心客モドゾ豆ー結‐ぐ誠Ｎｗノ”ム・霊望誕ば＊－

金

　

運

　

用

　

勘

　

定

　

９５，４４１，０２６

　

５２２，８４７

　　

０．５５

　　

９６，２１１，５４７

　

４６３，４３７

　　　

０．

ち

　　

預

　　

金

　

８５，４８２，９０９

　

４１８，００９

　　

０，４９

　　

８５，６１４，６８９

　

３５７，３７５ ０・

う

　

ち

　

有

　

価

　

証

　

券

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３８３，５６２

　　

１，０９５

　　　

０．

う

　

ち

　

貸

　

出

　

金

　　

９，９５８，１１７

　

１０４，８３７

　　

１．０５

　　

１０，２１３，２９６

　

１０４， Ｌ

金

　

調

　

達

　

勘

　

定

　

９８，９８８，０１６

　　

５，２１７

　　

０，０１ ９９，５５１，３８６

　　　

３，７７４

　　　　

０．

う

　

ち

　

借

　

入

　

金

　　　　

１，３７４

　　　　

１２

　　

０．８７

　　　　　　

３０７

　　　　

０

　　　

０．００

資

　

金 利

　

ざ

　

や

　　　　　　　　　　　　　　

０．１９

　　　　　　　　　　　　　　　

０．１４

（注）１．総資金利ざや＝資金運用利回り－資金調達原価率（資金調達利回り十経費率）

　　

２．経費率＝信用部門の事業管理費／資金調達勘定（貯金・定期積金十借入金）平均残高

　　

３． 資金運用勘定の利息欄の預金には、 農林中金からの事業分量配当金等が含まれています。
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受

　　　

取

　　　

利

　　　

息

　

う

　　

ち

　　

預

　　

金

　

う

　

ち

　

有

　

価

　

証

　

券

　

う

　

ち

　

貸

　

出

　

金

△

　

２７，２０８ △

　

５９，４１

う

　　

ち

　　

預

　　

金 △

　

２５，０２１ △

　

６０，６３

う

　

ち

　

有

　

価

　

証

　

券 １，０９

う

　

ち

　

貸

　

出

　

金 △

　

２，１８７ １２

支

　　　

払

　　　

利

　　　

息

　

うち貯金・定期積金

　

っ

　

ち

　

借

　

入

　

金

△ ４，０７１ △ １，６６

うち貯金・定期積金 △

　

４，０６７ △ １，６５

っ

　

ち

　

ｆ昔

　

入

　

金 △

　

４ △

　

ｌ

差

　　　　　　　　　　　

引 △

　

２３，１３７ ‘

　

５７，７４

４． 受 取 ． 支 払 利 息 の 増 減 額

　　　　　　　　　　　

（単位；千円）

（注）１． 増減額は前年度対比です。

　　

２． 受取利息の預金には、 農林中金からの事業分量配当金等が含まれています。
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ｍ

　

事業の概況

１． 信用事業
（１） 貯金に関する指標
① 科目別 宇金、の残高①

　

科 目 別 貯 金 平 均 残 高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位・千円、 ％）
モ圭要三もノドナ・，さぞ一三二‐す ぎも

　

′；，．しｒ孝
一きみ．ゞ ；ゞ ▼

　　

－；トリ～；；；． ないリ ーミ．｛．・‘＼‘．▲‐ ′・←ド べきゞ ′ｒふむ

３８，５４１，９１６

　　　　

３８．９

　　

４２，０９４，７７６

　　　　

４２．５

　　　　

３，５５２，
期

　　

性

　　

貯

　　

金

　

６０，４２６，６８７

　　　

６１．０

　　

５７，４３８，８７７

　　　

５８．０

　

△ ２，９８７，
の

　　　　

の

　　

貝

　　　

．

　　　

１８，０３９

　　　　

０，０

　　　　

１７，４２５

　　　　

０．０

　　　　　

△

計

　　　　　　　　　

９８，９８６，６４２

　　　

１００・０

　　

９９，５５１，０７９

　　　

１００・６

　　　　　

５６４，
９８，９８６，６４２

　　　　

１００．０

　　

９９，５５１，０７９

　　　　

１００．０

　　　　　

５６４，
（注）１． 流動性貯金＝当座貯金十普通貯金十貯蓄貯金十通知貯金

　　

２． 定期性貯金＝定期貯金十定期積金

②

　

定 期 貯 金 残 高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円、 ％）

‐ルー・ふもｔノ‐沈強豪・きみさぞゞ ～も 汁４ぎ凄も・ギ，

５７，７１０，００２

　　　　

１００．０

　　

５４，８９０，０２８

　　　　

１００．０

　

‘

　

２，８１９，
う

　

ち 固 定 金 利 定 期

　

５７，６９７，８６６

　　　

１００．０

　　

５４，８７７，９７９

　　　

１００．０

　

△ ２，８１９，８８７

１２，１３６

　　　　　

０．０

　　　　　

１２，０４８

　　　　　

０，０

　　　　　　　

△

　

８８

（注）１． 固定金利定期：預入時に満期日までの利率が確定する定期貯金

　　

２． 変動金利定期：預入期間中の市場金利の変化に応じて金利が変動する定期貯金

（２） 貸出金等に関する指標
①

　

科 目 別 貸 出 金 平 均 残 高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

だき書き憲三警

　

戒亭毒殺′評議 －
，きき蒸さ、繋ご二三富÷；たろｔ．ｒｈ 惑 キ ～；．／；二言÷超す

証

　　　

書

　　　

貸

　　　

付

　　　　　　　　

９，４９５， ９，７７エ，４０８

　　　　　

２７６，１１９

４６２， ４４１，３８２

　　　

△ ２１４４６

合

　　　　　　　　　　　　

計

　　　　　　　　

９，９５８，１１ １０，２１２，７９０

　　　　　

２５４，６７３

②

　

貸出金の金利条件別内訳残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

｛単位：千円・％）
尋・ゴきき対症工（【洋弓毎朝き議さ，．・妄りトキ お話，

．．美喜二三河

　

．▼”．‐三‐‐も喜ぶ．≦き

固

　　

疋

　　

霊

　　

利

　　　　　

出

　　

８，０３５，３０６

　　　　

８０．０

　　　

８０４２１４６

　　　　

８０．６

変

　

動

　

金

　

利

　

貸

　

出

　　

１，５３３，１７８

　　　

１５‘３

　　

１，４９０，２７１

　　　

１４．９

　　　

△ ４２，
そ

　　　　　　

の

　　　　　　

他

　　　

４８０，８１９

　　　　

４″

　　　　

４５１，３６６

　　　　

４五

　　　

△

合

　　　　　　　　　　　　

計

　

１０，ｏ４９，３０５

　　　

１００．ｏ

　　

９，９８３，７８４

　　　

１００．０

　　　

△ ６５，

‐６５‐



貯

　

金

　

・

　

定

　

期

　

積

　

金

　

等 ２４８，４８２ ２２１，０８６ △

　

２７，３９６

不

　　　　　　

動

　　　　　　

産 ５４，４９６ ４０，０２６ △ １４，４７０

そ

　　

の

　

他

　

担

　

保

　

物 １３２，９８２ １３２，４０９ △

　

５７３

小

　　　　

計 ４３５，９６１‐ ３９３，５２２ △

　

４２，４３９

農 業信用 基金 協会 保証 ４，１１９，７７６ ４，０９３，３２９ △

　

２６，４４７

そ

　　

の

　　

他

　　

保

　　

証 ４５３，５４１ ４１３，６７３ △

　

３９，８６８

小

　　　　

言十 ４，５７３，３１７ ４，５０７，００２ △

　

６６，３１５

信

　　　　　　　　　　　　

用 ５，０４０，０２６ ５，０８３，２５８ ４３，２３２

合

　　　　

計 １‐０，０４９，３０５ ９，９８３，７８４ △

　

６５，５２１

③
”．ドー；，．…．

・き，
．；ゞ ．ゞ，，．ささ；

．：”●，〆．

④

　

債務保証見返額の担保別内訳残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位＝千円）
ニー，．，さだ：，）・ゞ

　

三ださ 」ｔｉｒ．；‐、ー
．・ｒそぎふき：はき謹萱・．』リキードと＞ご

用

　　　　　　　　　　

１７，１０８

　　　　　　　　　　

１５，６１８

　

・

　

△ １，４９０

１７，１０８

　　　　　　　　　　　　

１５，６１８

　　　　

△ １，４９０

⑤

　

貸 出 金 の 使 途 別 内 訳 残 高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円、 ％）

巽弓，．ご．‐：‘‘こき き ごこ．．バーｒ，；
「一． 謂，▼

（伸一トｔ，．
－‘；’；こも：′ハ

．．◆も
．ドド

備

　　　

資

　　　

金

　　

３，１５８，５６５

　　　

３１，４

　　

３，２４８，６２９

　　　

３２．５

　　　　　

９０，

２３．４

　　　　

△

　

５４，３８７２，３８７，５３１

　　　　

２３．８

宅

　　　　

関

　　　

連

　　

３，４８３，０８４

　　　　

３４，７ ３，３８３，６８３

　　　　　

３３．９

　　　　

△

　

９９，

活

　　　　

関

　　　　　　　　

５８３，３７４

　　　　

５８ ５３７，５５６

　　　　　

５．４

　　　　

△

業

　

近

　

代

　

化

　

資

　

金

　　　

３６６，９１０

　　　　

３．６

　　　

４２０，
の

　　　　　　　

也

　　　　

６９，８３９

　　　　　

０，７

　　　　　

５９，９７４

　　　　　

０，６

　　　　　

△

合

　　　　

計

　　　　　

ｌｏ０４９ ３０５

　　　

１００．ｏ

　　

９，９８３，７８４

　　　

１００．０

　　　

△ ６５，５２

⑥

　

貸 出 金 の 業 種 別 内 訳 残 高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位；千円、 ％｝

誓書宅≧ 震、浮ぶ当湧き‘．１、ささ≧おも１、；、ふむ÷メド 一計まま三”

　

、

　

ー

　

′

　

．

業

　　　

７３０，１５１

　　　　

７．３

　　　

７４４，０１７

　　　　

７．６

　　　　

１３，
業

　　　　　

７５６

　　　　

０．０

　　　　　

４７１

　　　　

０．０

　　　　　

△

造

　　　　　

業

　　　

３７８，８５３

　　　　

３８

　　　

３６４，３２５

　　　　

３８

　　　

△ １４，
…設

　

・

　

不

　　　　　　　　　　　

１７２ ０２３

　　　　　

１．７

　　　　

１５４ ６４５

　　　　

１，５

　　　　

△ １７，

電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 水、 業

　　　　

９，５７１

　　　　

０．１

　　　　

８，４９０

　　　　

０，１

　　　

△ １，０８１

運

　　　　　

・

　　　　　

言

　　　　　　　

７０，１１７

　　　　　

０，７

　　　　　

６４，３８４

　　　　　

０，６

　　　　

△

　

５，

金

　

融

　

・

　

保

　

険

　

業

　　　

８４６，８１２

　　　　

８４

　　　

８４０，０１５

　　　　

８４

　　　　

△ ６，

卸売・小売・サービス業・飲食業

　　　　

３１８，１１１

　　　　　

３，２

　　　　

２９２，１２１

　　　　　

２，９

　　　　

△

　

２５，

地

　

方

　

公

　

共

　

団

　

体

　　

４，０５１１１６

　　　

４０，３

　　

４，１２１，１２１

　　　

４１，３

　　　　　

７０，

そ

　　　　　　　

の

　　　　　　　　　　

３，４７１，７９０

　　　　

３４，５

　　　

３，３９４，１８９

　　　　

３４．０

　　　　

△

　

７７，６０１

合

　　　　　　　　　　　　

計

　

ｌｏ０４９ ３０５

　　　

１００．０

　　

９９８３，７８４

　　　

１００．０

　　　

△ ６５，５２１

－６６‐



⑦

　

主要な農業関係の貸出金残高
（１） 営 類型別（１） 営 農 類 型 別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ｙ′

　　

ー‘ｒ、‘

　

‐

　

．

　　

．ふ

　　

′
▼‐‘‘Ｊｒ’’山

　

：

　

～ドハＩＥ・一

　

モー，ー，‐‘；““、
‐せ，

　

．ゞ▼‘． ｖ

　

， ，

　　　　　　

・

　

「

　

り鱈ぎ！き′ｒ ；；ゞ ‘

　

▼〆；』，’ 耕～；

９２９，４０２

　　　　　　　　　　　　

９５７，０１６

　　　　　

２７，

穀

　　　　　　　　　　

作

　　　　　　　　　

４８９，４６５

　　　　　　　　　

４７５，６０３

　　　

△ １３，

野

　　　　　

・

　　

園

　　

云

　　　　　　　　　　

１０，７２０

　　　　　　　　　　　

９４１２

　　　

△ １，

養 豚 ・ 肉 牛 ・ 酪 １７，４１３

　　　　　　　　　　　　　

２４，０４５

そ

　　

の

　　

他

　　　　　　　　　　　　　　　　

４１１，８０４

　　　　　　　　　　

４４７，９５６

　　　　

３６，１

合

　　　　

計

　　　　　　　　　　　　　

９２９，４０４

　　　　　　　　　

９５７，０１７

　　　　

２７，

（注）１， 農業関係の貸出金とは、 農業者、 農業法人および農葉関連団体等に対する農業生産・農業経営に必要な資金や、

　　

農産物の生産・加工・流通に関係する事業に必要な資金等が該当します。

　　　

なお、 「⑥貸出金の業種別残高ｊ

　

の 「農業」 は、 農業者や農業法人等に対する貸出金の残高です。

　　　

そのため、 「（１） 営農類型別」 と 「⑥貸出金の業種別残高」 の 「農業」 の残高は一致しません。

　　

２， 「その他農業」 には、 複合経営で主たる業種が明確に位置付けられない者、農業サービス業、 農業所得が従となる

　　

農業者等が含まれています。

　　

３． 「農業関連団体等」１こは、 ＪＡや全農とその子会社等が含まれて 、ます。

（２） 資金種類別
〔貸出金〕

プ

　　

ロ

　　

パ

　

ー

　

資

　

金 ３８９，９１１ ３８８，９１５ △

　

９９６

農

　

業

　

制

　

度

　

資

　

金 ５３９，４９２ ５６８，１０１ ２８，６０９

農

　

業

　

近

　

代

　

化

　

資

　

金 ３６６，９１‐０ ４２０，７９７ ５３，８８７

そ

　

の

　

他

　

制

　

度

　

資

　

金 １７２，５８２ １４７，３０４ △

　

２５，２７８

合

　　　　

計 ９２９，４０４ ９５７，０１７ ２７，６１３

（単位：千円）

（注） １， プロパー資金とは、 当組合原資の資金を融資しているもののうち、 制度資金以外のものをいいます。

　　

２， 農業制度資金には、 ①地方公共団体が直接的または間接的に融資するもの、 ②地方公共団体が利子補給等を行う

　　　

ことでＪＡが低利で融資するもの、 ③日本政策金融公庫が直接的または間接的に融資するものがあり、 ここでは①及び

　　

③の転貸資金と②を対象としています。

　　

３． その他制度資金には、農業経営改善促進資金 （スーパーＳ資金） や農業経営負担軽減支援資金などが該当します。

〔受託貸付金〕

　

該当する取引はありません。

‐６７‐



⑧

　

農協法に基づく開示債権の状況及び金融再生法開示債権区分に基づく保全状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

　　　　　

魚鱗ね確～

　

な．携”′”，≦′なに～“‐、う〆▼．・

　　　

し‐‐●、，

　　　　

、‐

　

“

　

′、′

　　

′′

　

′′

　

′

　

“

　

′｝

　　　

客言えメ”慧憲ー

　

￥′

　　

ノ

　

｛

　　　　

．～

　

．

　　

～≦

　　　　　

、、◆て・“

　

．′‐

　

きぐ

　　

く」

破産更生債権及びこれ

　　

３年度

　　　　　　

１０１，８９０

　　　　

２０，８６９

　　　　　　

２，３８１

　　　　

７８，６４０

　　　　　

，１０１，

　

らに準ずる債権

　　　　

４年度

　　　　　　

１００，４６４

　　　　

２０，４５４

　　　　　　

３，４９４

　　　　　

７６，５１６

　　　　　

１００，

危険債権

　　　　　　

３年度

　　　　　　　

７４，３８９

　　　　

１７，３０２

　　　　　

５４′４６８

　　　　　

２，６１９

　　　　　　

７４，

４年度

　　　　　　　

８４，５６１

　　　　

１５，０４４

　　　　　

６６，６９２

　　　　　

２，９２４

　　　　　　

８４，

要管理債権

　　　　　

３年度

　　　　　　　　　

４年度

三月以上延滞債権

　　

３年度

　　　　　　　　

４年度

貸出条件緩和債権

　　

３年度

　　　　　　　　

４年度

小計

　　　　　　　

３年度

　　　　　　　

算６，

４年度

　　　　　　

１８５，

正常債権

　　　　　　

３年度

　　　　　

９，９１１，

　　　　　　　

４年度

　　　　　

９，８３６，

３年度

　　　　　

１０，０８７，

４年度

　　　　　

１０，０２１，

（注） １，破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　　

破産手続開始、 更生手続開始、 再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる

　　

債権をいいます。

　　

２， 危険債権

　　

債務者が経営破綻の状態には至っていないが、 財政状態及び経営成績が悪化し、 契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りが

　　

できない可能性の高い債権をいいます。

　　

３． 要管理債権

　　　

４． 「三月以上延滞債権」 に該当する貸出金と５． 「貸出条件緩和債権」 に該当する貸出金の合計額をいいます。

　　

４． 三月以上延滞債権

　　

元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、 破産更生債権及びこれらに準ずる債権及び危険債権に

　　

該当しないものをいいます。

５．貸出条件緩和債権

　

債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、 金利の減免、利息の支払猶予、 元本の返済猶予、 債権放棄その他の債務者に有
利となる取決めを行った貸出金で、 破産更生債権及びこれらに準ずる債権、 危険債権及び三月以上延滞債権に該当しないものをいいま
す。

６． 正常債権

債務者の財政状態及び経営成績に特に問題がないものとして、 上記に掲げる債権以外のものに区分される債権をいいます。

⑨

　

元本補てん契約のある信託に係る農協法に基づく開示債権の状況

　

該当する取引はありません。
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⑩

　

貸倒 引当金 の期末残高及 び期 中の増減額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

　　　　　　

－

　

，ムなぞ 一 ，ノ リ

　

ゞ

　

ご３年 度 、
Ｌ「イ

．も： ｝

　　　　　　

・

　

・ 丁きｒ享１４三

　

▲；“ 享，，「

　

，キ ニ

　

，’〒

般 貸 倒 引 当 金

　　　

１，６７１

　　　

２，５１３

　　　　　　　　

１，６７１

　　　

２，５１３

　　　

２，５１３

　　　

１，６９０

　　　　　　　　

２，５１３

　　　

１，

個 別 貸 倒 引 当 金

　　

１０８，８４９

　　

１０８，４７３

　　　　　　　

１０８，８４９

　　

１０８，４７３

　　

１０８，４７３

　　

１０７，７６２

　　　　　　　

１０８，４７３

　　

１０７，

合

　　　　　　　

計

　　

１１０，５２１

　　

１１０，９８７

　　

一

　　　　

１１０，５２１

　　

１１０，９８７

　　

１１０９８７

　　

１０９３５２

　　

←

　　　　

１１０９８７ １０９

（注）期中減少額「目的使用」は、貸出金償却、 「その他」は洗替えによる取崩額です。

⑪

　

貸 出金償却 の額

　　　　　　　　　　

（単位；千円）

Ｅ，，：こぎ．掠奪喜憂学事‐謙りもぎ年鮭誓言老；：ぢ認年事喜ぼｒｌ
貸 出 金 償 却 額
（注） 貸出金償却は、 すでに個別賃倒引当金を引き当てていた債権について、 償却額と引当金戻入額を相殺した残額を表示しています。

（３） 内国為 替取扱 実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千件・千円）
～もぎ；きか・きみ」，鍔きせ影響：暮さ；て▼．認定・乳老かぎ…直線；詩ゞ，・．ミゞ“．舘

・．
‐
‐・耳語も

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

′￥◆・ラミ喜バー．；ふすぎぼく

Ａ

　　

計

　　　

件

　

数

　　　　　　　　

１７，５０３

　　　　　　　

９４，８２０

　　　　　　　

２２，７８７

　　　　　　

１０２，７９
口

　　　　　　　

金

　

額

　　　　　　

９，７０４，１２６

　　　　

２１，１７９，６４２

　　　　

１１，１６２，２７４

　　　　

２１，４５２，１３６

（４） 有価証券に関する指標
① 種類別

　

有

　

証

　

、 均

　

高

方

　　　

債

　　　　　　　　　　　　　

‐ ３８３，５６２

　　　　　　　　　　　

３８３，５６２

合

　　　

計

　　　　　　　　　　　　　　　　　

… ３８３，５６２

　　　　　　　　　　　　

３８３，５６２

（注）貸付有価証券は有価証券の種類ごとに区分して記載しています。

②

　

商品有価証券種類別平均残高

　

該当する取引はありません。

‐６９－



５００，０００一

　　　　　　　　

一

　　　　　　　　　　

５００，

（５）有価証券の時価情報等
① 有価証券の時価情報

５００，０００

　　　

４８２，６００

　　

△ １７

②

　

金銭の信託の時価情報

　　

該当する取引はありません。

③

　

デリバティブ取引、 金融等デリバティブ取引、 有価証券関連店頭デリバティブ取引

　　

該当する取引はありません。

‐７０‐



２． 共済取扱実績
（１） 長期 共済新契約高 ・長期共済保有高

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

生

　　　

命

　　　

系

終

　　　

身

　　　

共

　　　

済 ５１６，０２１ ６１，２２５，４６７ ２７３，９６３ ５８，１１０，５０３

定

　　

期

　　

生

　　

命

　　

共

　　

済 ２８６，４００ １，５３２，１００ １１３，０００ １，５０８，１００

養

　　

老

　　

生

　　

命

　　

共

　　

済

１う

　

ち こ

　

ど も 共 済

１８８，３００ １９，９８２，０２８ １３８，６００ １７，９５２，４３２

１１５，３００ ６，３９４，１００ ９８，０００ ６，０９１，１００

医

　　　

療

　　　

共

　　　

済 ６３，５００ ２，９４１，０５０ １３，０００ ２，７７４，８５０

が

　　　　

ん

　　　

共

　　　

済 １５１，０００ １４６，５００

定

　　

期

　　

医

　　

療

　　

共

　　

済 ６１９，１００ ５８９，６００

介

　　　

護

　　　

共

　　　

済 ２４，８９１ ４２３，７４３ ７３，２９９ ４８７，０４２

年

　　　

金

　　　

共

　　　

済 ３０，０００ ３０，０００

建

　　

物

　　

更

　　

生

　　

共

　　

済 ９，２９３，１００ １３６，２９８，１５８ ５，２８６，５００ １３２，３４８，６８０

合

　　　　　

計 １０，３７２，２１２ ２２３，２０２，６４７ ５，８９８，３６２ ２１３，９４７，７０８

注

　

「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（生命系共済は死亡保障の金額

　　

（付加された定期特約金額等を含む））を記載しています。

（２） 医療系 共済の共済金 額保有高

　　　　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　

｛単位：千円）

療

　　　　

壮

　　　　　　　　　　　

２６６

　　　　

３３五０１

　　　　　　

２３

　　　　

３１，

　　　　　　　　

済－－－－－－－－－－－－－－・…－… －－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一ーーーーー

３８，９１７

　　　　　

４６，１２０

　　　　　　

３０，８７２

　　　　　

７８，

ん

　　　　

共

　　　　

済

　　　　　　

１１４

　　　　　

４，６０８

　　　　　　

４５

期 医

　　

療

　　

共

　　

済

　　　　　　

‐

　　　　

１，０６４

　　　　　　

‐

　　　　　

９９３

合計
３８０

　　　　　

３９，１７３

　　　　　　　

６８

　　　　　

３７，３９１

３８，９１７

　　　　　

４６，１２０

　　　　　　

３０，８７２

　　　　　　

７８，
こ

　　

こ

　

、

　　　　

記

　　

てい

　　

。
して記

　　

るとともに

　

共

　　　

ごと
しています。 （医療共済の金額は上段に入院共済金額、下段に治療共済金額、がん共済及び定期医療共済の金額

院共済金額です。 また、 合計欄についても上段に入院共済金額、 下段に治療共済金額を記載しています。）

（３） 介護系 その他の共済の共済金額保 有高

　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位；千円）

ドコ

　

一

　

÷．ｇ
，．、 讐 どこ－１′，下：対 さｌｉ′．”；

′，ミゴ．‘≦
▲／さき，書きて．－－

ィ‐．’‐・′ド Ｆ，メモ；ほ；三÷．・

（３）介護系そ
‐－：ｔは ぎ．な二ミート，；二・

護

　　　　

丑

　　　　

済

　　　　

２８，３６５

　　　　

７２０， ７９，００２

　　　　　

７６９，７２１

知

　　　

症

　　　

共 ２６，２００

　　　　　

２６，

活 障 害 共 済 （一 時 金 型）

　　　　

９５，０００

　　　

１５７， １２４，

活 障 害 共 済 （定 期 年 金 型）

　　　　　

４，ｏｏ０

　　　　　

８， １，２００

　　　　　　

９，

定

　

重

　

度

　

疾

　

病

　

共

　

済

　　　　

７３，５００

　　　

１７７， ２２，０００

　　　　　

１６１，

注

　

「種頼」 欄は主たる共済種類ごとに記載し、 金額は当該共済種類ごとに共済金額を記載しています。

‐７１－



（４） 年金共済の年金保有高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位；千円）

・ゞ，，デーまきゴー童謡達三なきき き‘ば

金

　　　

開

　　　

始

　　　

前

　　　　

９５，５２６

　　

１，６７５，３５０

　　　　

１９４０７

　　

１，５９０，

金

　　　

開

　　　

始

　　　

後

　　　　　　　

‐

　　　

７７３，３１１

　　　　　　　

‐

　　　

７９４，

合

　　　　　

計

　　　　　　　　　

９５，５２６

　　

２，４４８，６６１

　　　　

１９，４０７

　　　

２，３８５，

注

　

金額は、 年金年額を記載しています。

（５） 短期 共済新契約高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

ｉご長屋泣 き／－‐こぎ！，こ，結んｉもみ・」きりｒん，：．ご．讐川ｒも だ き轟い｝落差も最高．轟

災

　　　　

共

　　　　

済

　　

３８，３８９，８２０

　　　　

３１β５４

　　

３８，８０８，６５０

　　　　

３２，

動

　　　

車

　　　

共

　　　

済

　　　　　　　　　　　

４１９，１７７

　　　　　　　　　　　

４２５，

傷

　　　　

害

　　　　

共

　　　　

済

　　

２３，５１５，０００

　　　　　

６Ｊ５６

　　

２８，９１１，０００

　　　　　

５８９６

団

　

体

　

定

　

期 生

　

命

　

共

額

　

定

　

期

　

生

　

命

　

共

償 責

　　

任

　　

共

　　

済

　　　　　　　　　　　　　

２６２

　　　　　　　　　　　　　

８８７

賠

　　　

責

　　　

丑

　　　

済 ５７，６５４

　　　　　　　　　　　

５３，５８２

合

　　　　　

計 ５１４，９０５

　　　　　　　　　　　

５１７，９０２

（注）

　　

「種類」欄は主たる共済種類ごとに記載し、金額は当該共済種類ごとに保障金額（死亡保障又は火災保障を伴わな

　　

い共済の金額欄は斜線） を記載しています。

‐７２‐



（単位；千円）　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

　

　

・

　

’

　　　　

－′＼

　

′’

　

′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

．・

）受託販売品取扱実績

農

　　

産

　　

物

米

　　　　　　

１

　　　　　　　

３，１８４，０５９

大

　　　　　　　　　

麦１

　　　　　　　

１４，６５０ ２０，０６８

且

　　

類

　　

・

　　

雑

　　

穀１

　　　　　　　　

３虹，２７８ ２８０，５８０

水

　

稲

　　　

大

　

豆

　

種

　

子１

　　　　　　　

２４５，９３２ ハ○ＱＵ
ハ○６６ハＺ

野

　　

菜

　　

．

　

花

　　

対

　　　　　　　

９６，８８３ ｎ乙ＱＵ
Ｑ
Ｕ

に
Ｕｎ

果

　　　　　　　　　

実１

　　　　　　　

２７，５３３ ０２３３０

畜

　　　

・ 産

　　　　　

物１

　　　　　　　

１２０，７５９ Ｒ
Ｕ

Ｑ
Ｕ＝^＝ｖ５０Ｔｔ↓

合

　　　

計

　　　

１

　　　　　　

４，０３１，０９７ ‘”±密Ｑ
Ｕ

Ｑ
ＵＺ^

４
▲

収

　　

入

′熟議総務襲爵窯度総髭きき惹

　　　　　　　　　　　

６，００５

軸受

　

ｂ^ー鰐響酬鮒指

　

導

　

事

　

業

　

補

　

助

　

金 １９，３５７ Ｑ
Ｕ

．上
実

　　　　

費

　　　　

収

　　　　

入 ０４ヮ
十ーＬ ′^″

計 ０６６“ Ｑ
Ｕ

（乙

支

　　

出

営

　　　

農

　　　

改

　　　

善

　　　

費 （》３２

　

’◎ に
Ｕ

４
▲

生

　

活

　

文

　

化

　

事

　

業

　

費 ｎＸＵ
にＵｕ^リ

．▲ ２０

教

　　　

育

　　　

情

　　　

報

　　　

費 ｒｏリリ^＝＝Ｖ

　

’
１▲ Ｌ１１

計 つＯ（》ＲＵ

　

’ｕ^ソ
７
ｆ ７

十
７
十

榊轍

．経済事業取扱実績
１） 買取購買品

生

　

産

　

資

　

材

肥

　　　　　　　　　　

料１

　　　　　　　　

５４４，９・５１

　　　　　　　　

６４３，ｏ

農

　　　　　　　　　

薬１

　　　　　　　

３９７，９４７１

　　　　　　　

３９０，１

農

　　　　

機

　　　　

具１

　　　　　　　

５ｏｏ，Ｉ９６１

　　　　　　　

４２４，９

飼

　　　　　　　　　

料１

　　　　　　　

２ｏ，６１６１

　　　　　　　

２７，ｏ

温

　　

床 資

　　

材１

　　　　　　　

８７乏３５１

　　　　　　　

３３，４

そ

　

の

　

他

　

生

　

産

　

雑

　

資

　

材１

　　　　　　

・３８，ｏ４９１

　　　　　　

・３３，８

計

　　　　　

１

　　　　　　

１，６８８，９６ｏｌ

　　　　　　

ｌ，６５２４

生

　　　

活

　　　

物

　　　

資

米

　　　　　

１

　　　　　　　

４０，６０９１

　　　　　　　

４１，１

食

　　　　

料

　　　　

品１

　　　　　　　

２３５，２３４１

　　　　　　　

２３９，１

酒

　

． 塩

　

． タ

　

バ

　

コ１ ３０，４８５１

　　　　　　　

２９，５

衣

　

料

　

品

　

． 装

　

飾

　

品１

　　　　　　　

７９４２１

　　　　　　　　

９９

日

　　　　

用

　　　　

品１

　　　　　　

３３，Ｉ４０１

　　　　　　

３３，３

Ｌ

　

ｐ

　

Ｇ

　

，

　

燃

　

料１

　　　　　　

服， １３２，２

油

　　　　　　　　　

類１

　　　　　　　

８２５，５４６１

　　　　　　　

８８０，ｏ

自

　　　　

動

　　　　

車１

　　　　　　　

１５６，６８ｏｌ １４９，４

そ

　

の

　

他 耐

　

久

　

消

　

費

　

財１

　　　　　　　

２２，３２４１

　　　　　　　

２８，８

住

　　　　　　　　　

宅１

　　　　　　　

５５ゑｏ８１

　　　　　　　　

２β

葬

　　　　　　　　　

祭１

　　　　　　　

３２，７４８ー ３７，３

計

　　　　

１

　　　　　

Ｌ５５８， 欄１

　　　　　

１，５８３，７

合

　　　

計

　　　

ｉ

　　　　　　

３，２４７，６８９１

　　　　　　

３，２３６，２

（単位：千円

し

ー
　
　

　
　ー

し幅

　

績　一

　　

品

注

　

媛

蒸
さ

　

農

　

産

　

物

　　　　　

生



Ｎ

　

経営諸指標

（単位：％）１． 利益率

総

　

資

　

産

　

経

　

常

　

利

　

益

　

率 ０．２７ ０．２２ △

　

０．０５

資

　

本

　

経

　

常

　

利

　

益

　

率 ４，３０ ３．４３ △

　

０．８７

総 資 産

　

当

　

期 純 利

　

益 率 ０．２１ ０・１７ △

　

０．０４

資

　

本

　

当

　

期

　

純

　

利

　

益

　

率 ３．３２ ２，７０ △

　

０，６２

（注）１．総資産経常利益率＝経常利益／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００

　　

２． 資本経常利益率＝経常利益／純資産勘定平均残高×１００

　　

３．総資産当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／総資産（債務保証見返を除く）平均残高×１００

　　

４．資本当期純利益率＝当期剰余金（税引後）／純資産勘定平均残高×１００

（単位：％）

貯

　

貸

　

率
期

　　　　

末 １０．１４ １０．０３ △

　

０・１１

期

　

中

　

平

　

均 ９．９９ １０．２５ ０．２６

貯

　

証

　

率
期

　　　　

末 ０，００ ０．５０ ０．５０

期

　

中

　

平

　

均 ０・００ ０．３９ ０．３９

２． 貯‘、率・貯証率

（注）１． 貯貸率 （期

　　　

末） ＝貸出金残高／貯金残高×１００

　　

２．貯貸率（期中平均）：貸出金平均残高／貯金平均残高×１００

　　

３． 貯証率 （期

　　　

末） ＝有価証券残高／貯金残高×１００

　　

２． 貯証率 （期中平均） ＝有価証券平均残高／貯金平均残高×１００

一７４‐



Ｖ 自己資本の充実の状況
１． 自己資本の構成に関する事項
一‐ ；、きり－うＡ；－≠宅ドナーデゼ．

－－キ ヒ．，〆

　

′．ｔリ ム
リ
．

　

、
′キ ノー‐，

．ａ＼三一′ダ

　

ニｒ ご１ｔ
′．▲

コア資本にかかる基礎項目

資に係る組合員資本の額

　　　　　　　

６，８１８，７０３

　

６，９５７，９７８

う ち、 利 益剰 余金の 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

４，６９２，５４４

　

４，８４７，

う ち、 外 部 流 出予 定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（△）

　　

３１，７２１

　　　

２０，

う ち、 上記 以外 に該 当 するものの額

　　　　　　　　　　　　　　　　

△ １０，２６０

　

△ １０，

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額

　　　　　　　　　

２，５１３ １’

１’う ち、 一 般 貸倒 引 当 金コア資本 算入 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　

２，５１３

る資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達
うち、 コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の四十五パーセントに相
当する額のうち、 コア資本に係る基礎項日の額に含まれる額

…形固

　　　

．

　

モ－

　

－ジ・サービシング・ライツに糸る

　

のを
く。） の額の合計額 １，０６５

うち、 のれんに係るものの額

１，０６５

（一時差異に係るものを除く。） の額

１当金不足額

－７５－



特定項目に係る十パーセント基準超過額

　

うち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連

　

するものの額

　

うち、 モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に

　

関連するものの額

　　

っ り、 ヤ中

　

ル…畜 産

　

Ｌ

　

Ｈｖ′ ｒ．
′′傷糸ゐ ものに１収ゐ。 」 で．－ー単９

　

０

　　

ものの額

うち、 その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連
するものの額

うち、 モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産
関連するものの額
っ り、 ヤＪ
せ、のの額

特定項目に係る十五パーセント基準超過額

　　

うち、 その袖金ご

　　

ｕ警つ対象普通出資等に該当するものに関連

　

するものの額

　

うち、 モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に

　

関適するものの額

　　

フ リ、ｑず．
ー 怜 腎 産

　　

・寸，； に彰糸々 ものに１収ｏｏ

　

ノ

　

に閣１単９

　

０

　　

ヰ、のの′額

うち、 その袖金ご

　　

ｕ警つ対象普通出資等に該当するものに関連
するものの額

うち、 モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に
関適するものの額
フ リ・ ｑず・
ヰ、のの′額

コア 資本 に係 る 調整 項 目 の 額

　　　　　　　　　　　　　　　　　

（口） １，０６５ ６７９

自己資本

自己資本の額 （（リ ー （ロ））

　　　　　　　　

（ハ）１ ６，剛， 鯛ー ６，９５８，８８９

リスク・アセッ．ト等

信用リスク・アセットの額の合計額

　　

つ ら、 准遊郭日胆￥Ｌふ りソ スク ．／セ ッ トの微をＬ昇人 さォしＱ毎掛り合

　

計客

　　　

うち、 他の金融機関等向けエクスポージャー

　　　

うち、 土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額に係るも

　　　

のの額

　　　

うち、 上記以外に該当するものの額

４０，４２９，０９４ ４０，４６４，１３９

つ ら、 准遊郭日匡ＬＹＬふ りソ スク ．／セ ッ トの毎コに昇人 さォしＱ毎只しり目

計客言

　

」

うち、 他の金融機関等向けエクスポージャー

うち、 土地再評価額
のの額

うち、 上記以外に該当するものの額

オハ

　

レ」 ソョフソレ．ソ 人ク不日当′旗の台口－帆を八ノ、ーセント ー釈してネ寺
去ず額

３，０８３，３１９ ３，０１４， ｂ

信用リスク・アセット調整額

オペレーショナル・リスク相当額調整額

リ スク ・ アセ ッ ト等 の額 の合計 額

　　　　　　　　　　　　　　

（ニ） ４３，５１２，４１４ ４３，４７８，５３６

自己資本比率

自己資本比率 （（ハ） ／ （ニ）） １

　

１５，６７

　　

１６．ｏｏ

基準超過額

（注）１． 「農業協同組合等がその経営の健全性を判断するための基準」

　

｛平成１８年金融庁・農水省告

　

示第２号） に基づき算出しています。

　

２． 当ＪＡは、 信用リスク・アセット額の算出にあたっては標準的手法、 適格金融資産担保の適

　

用については信用リスク削減手法の簡便手法を、 オペレーショナル・リスク相当額の算出にあ

３． 当ＪＡが有する全ての自己資本とリスクを対比して、 自己資本比率を計算しています。

‐７６－



２ 自己資本の充実度に関する事項

　

１ スクに ・

　

る

　　　　

己

　　

の

　　

び ＼ごと

７４０

　　　　　　　　　　　　　　　　

０

　　　　　

２９７

国の中央政府及び中央銀行向け

け

９８５

け

業者向け

　　　

８５，６９７，７５０

　

１７，１３９，５５０

　

， ６８５，５８２

　　

８５，７７３，１７０

　

ｉ７，１５４，６３４

　　　

６８６，１８５

０２１

　　　　

４７

　

５６５

　　　　　

１９０３

　　　　　　

５４ １２８

　　　　

４９

　

０４９

　　　　　

１９６２

中小企業等向け及び個人向け

　　　　　　　　　　　

３７１，２８０

　　

１２４，１６０

　　　　

４，９６６

　　　　

３３４，７４７

　　

１３０，９９６

　　　　

５，２４０

当権付住宅ローン

　　　　　　　　　　　　　　　

２７５９６１

　　　

９１３０５

　　　　

３６５２

　　　　

２３０９１２

　　　

７６９８０

　　　　

３０７９

三月以上延滞等

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

２１，１８５

　　　

１３，０２４

　　　　　

５２１

　　　　

１４，０３２

　　　

１０，
０４１

２５９

うち出

　

等のエクスポージャー）

　　　　　　

４５６，４７５

　　　

４５６，４７５

　　　

１８，２５９

　　　　

４５５，９７５

　　　

４５５，９７５

　　　

１８，

６４８

のうち，
ＴＬＡＣ

もの以外のものに係るエクスポー

るコＣ

　　　　

６，３９８，３１８

　

１５，９９５，７９５

　　　

６３９，８３２

　　　　

６，３９８，６４１

　

１５，９９６，６０４

　　　

６３９，

　　

　

　

（
、

　

ク

（うち特定項目のうち調整項日に算入
されない部分に係るエクスポー

　　　　　　　　

１９７，９０４

　　　

４９４，７６１

　　　

１９，７９０

　　　　

１９５，３５１

　　

４８８，３７９

　　　

１９，ジヤー）

（うち総株主等の議決権の百分の十を
える議決権を保有している他の金融
閥等に係るその他外部ＴＬＡＣ関連

クスポージャー）

に係るその他外部ＴＬＡＣ
段に係る５％基準額を上回

るエクスポージャー）

‐７７－



証券化

１（ラちｓＴ 需 適用分）

　　

（うち非ＳＴＣ適用分）

　　　　　　　

刀

再証券化
リスクウェイトのみなし計算が適用される
エクスポージャー

　　

（うちルックスルー方式）

　　

（うちマンデート方式）

　　

（うち蓋然性方式２５０％）

　　

（うち著然件方式４００％）

　　

（うちフォールパック方式）

　　　　　　　　　　　　　　

．

（うちルックスルー方式）

（うちマンデート方式）

（うち蓋然性方式２５０％）

然件方式４００％）

（うちフォールパック方式）

入さ÷ごものｍ頼

　　　　　　　　　　

．

他のムノ」． リハソ樹Ｒ
エクスポージャーに係る経過措置によりリ
スク・アセットの額に算入されなかったも
のの額（△）

　　　　　　　　　　

．

標準 法を滴用するエクスポージャー別計

ＣＶＡリスク相当額÷８％

中央清算機関関連エクスポージャー
信用リスク・アセットの額の合計額 １０７．７５０，３１１ ４０，４１６，２６３ １，６１６，６５１ １０８，３２２，３０７ ４０，４５２，４２６ １｝６１８，０９７

オペレーショナル・リスクに対する所要自己資本

　　　　　

額

　

＜基礎的手法＞

オペレーショナル・リスク相

　

当額を８％で除した額
所要自己

　

資本額

ｂ＝ａ×４％

オペレーショナル・リスク相

　

当額を８％で除した額
所
資
要
本
目
額
己

ｂ＝ａ×４％

３，０８３，３１９ １２３，３３２ ３，０１４，３９６ １２０，５７５

所要自己資本額計

リスク・アセット等 （分母）計 所要自己

　

資本額

ｂ＝ａ×４％

リスク・アセット等 （分母） 計 所要自己

　

資本額

ｂ＝ａ×４％

４３，５１２，４１４ １，７４０，４９７ ４３，４７８，５３６ １，７３９，１４１

”ソ

（うちＳＴ

注

　

１， 「リスク・アセット額」 の欄には、 信用リスク削減効果適用後のリスク・アセット額を原エクスポ

　

ジャーの種類ごとこ記載しています。

　　

２， 「エクスポージャー」 とは、リスクにさらされている資産（オフ・バランスを含む） のことをいい、具体的には貸出金や有価証券等が該当します。

　　

３． 「三月以上延滞等」 とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞している債務者に係るエクスポージャー及び 「金一顧機関向け及

　

び第一種金融商品取引業者向け」、 「法人等向け」等においてリスク・ウェイトが１５０％になったエクスポージャーのことです。

４， 「出資等」 とは、 出資等エクスポージャー、重要な出資のエクスボージャーが該当します。

５， 「証券化 （証券化エクスポージャー｝」とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、 その一部また

は全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

６． 「経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの」 とは、 土地再評価差額金に係る経過措置によるリスク・アセットの額および調整項目にか

かる経過措置によりなお従前の例によるものとしてリスク・アセットの額に算入したものが該当します。

７． 「上記以外」１こは、未決済取引・その他の資産（固定資産等）・間接清算参加者向け・信用リスク削減手法として用いる保証またはクレジットデリバ

ティブの免責額が含まれます。

８． 当ＪＡでは、 オペレーショナル・リスク相当額の算出にあたって、 基礎的手法を採用しています。

＜オペレーショナル・リスク相当額を８％で除して得た額の算出方法｛基礎的手法） 〉

　　　　　

（粗利益 （正の値の場合に限る） ×１５％） の直近３年間の合計額

　　　　　

÷８％

　　　　　　　　　

直近３年間のうち粗利益が正の値であった年数

‐７８‐



３．信用リスクに関する事項
① 標準的手法に関する事項
当ＪＡでは自己資本比率算出にかかる信用リスク・アセット額は告示に定める標準的手法により算出

しています。また、信用リスク・アセットの算出にあたって、リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付
等は次のとおりです。

（ア）リスク・ウェイトの判定に当たり使用する格付けは、以下の適格格付機関による依頼格付けのみ
使用し、非依頼格付は使用しないこととしています。

株式会社格付投資情報センター（Ｒ＆１）

株式会社日本格付研究所ＯＣＲ）
ムーディーズ・インベスターズ・サービス・インク（Ｍｏｏｄｙお）

Ｓ＆Ｐグローバル・レーティング（Ｓ＆Ｐ）

フイッチレーティングスリミテッド（Ｆｉｔｃｈ）フイッチレーティングスリミテッド（Ｆｉｔｃｈ）

（注）「リスク・ウェイト」とは、当該資産を保有するために必要な自己資本額を算出するための掛目のことです。

（イ）リスク・ウェイトの判定に当たり使用する適格格付機関の格付またはカントリー・リスク・スコアは、
主に以下のとおりです。

警報器総葦秀次ポ導ジ１髪嘉号撰さ１趣きさまｒ増すきき適－； 村機関解≦繁美…菟誘猪鋤常規※繋〆当堂

向けエクスポージャー

法人等向けエクスポージャー（長期）

法人等向けエクスポージャー（短期）

Ｍｏｏｄｙ
’ｓ、ＪＣＲ、Ｓ＆Ｐ、

Ｍ［ｏｏｄゾｓ、ＪＣＲ、Ｓ＆Ｐ、

－７９‐



②

　

信用リスクに関するエクスポージャー（業種別、残存期間別）及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

，

　

－

　　

，・．，

　

，：．，，かれ」Ｊ

　　

ｒ－

　

，．誉もぐ’

　

，
′
－，｝

一三 ，ご／３年度 ′／” “

　

、，

　

．“

　　　　　　　　

小 事

　

ｆ

　

４年度ｆＴ ノ，γ二
′ ”い‐

の

年

　　　

以

の

　

ヱし、

　

の

　　

１２，３２１，７９４

　　　　

２３７

２．「貸出金等ｊとは、貸出金のほか、コミットメント及びその他のデリバティブ以外のオフ・バランスシート・エクスポージャーを含んでいます。「コミットメント」とは、契約した期間および融

資枠の範囲内でお客様のご請求に基づき、金融機関が融資を実行する契約のことをいいます。「貸出金等」にはコミットメントの紐費可能残額も含めています。

３．『三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又ば利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞しているエクスボージャーをいいます。

４．当ｊＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているため、地域別の区分は省略しております。

‐８０‐



⑧

　

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）
ドミ画きリマ、

ー～ん：≧．…寸～：▼；・．｛」〃ゞ ．サム：’・ｒ二こぎごま；，・，
▲

　　

▲きき・もぎ三章三ｔｒ－；＊：‐”．

般

　

１議そ

　

倒

　

引

　

当

　

金

　

ｉｌｏ，５２１

　

ｕｏ，９８７

　　

－－

　　

ｉｌｏ，５２・ “仏９８７

　

１１〇，９８７

　

ｉｏ９，３５２

　　

一－－

④

　

業種別の個別貸倒引当金の期末残高・期中増減額及び貸出金償却の額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円〉
養いる｝・鱈対ば〆寄りｚｉ‐′；′；髪ミマＴぬ塾いい・農学ｒ証書誠に｝？≦みそ域いりゞ言うぜ“▼－ ーざぉ孝義ゞ 雪ゞ￥塾騒音警察報熱；▲・蝉す～〆メキギー，｛ヨー対豪；．掌雄踏に：７も”に；；警句お！‘≧ヨｒ鶏ゞ ）脅宝きｆごぜ‘ｔｉｉ・ｉ暗・

４，５６６

　　　

一

　　　　　

Ｌ３５１

　　

４１５６６

　　

‐

　　　　　

４，５６６

　　　

４，４９１

　　　

－

　　　　　

４，５６６

　　　

４，４９１

　　　

－

産

　　　　

業

　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－ －

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一

　　　　

一

　　　　

ー

造

　　　　

業

　　

－

　　　　

一

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

一 －

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

－

　　　　

ー

　　　　

ー

設 ・ 不

　

動

　

産

・ガス・熱供給・水

人 運

　

輸 ・

　

通

　

信

融

　

・

　

保

　

険

　

業

　

‐

記

　　　

以

　　　　　　

２２，６４４

　

２２，３００

　　

‐

　　　

２２，６４４

　

２２，３００

　　

‐

　　　

２２，３００

　　

２２，６７０

　　

‐

　　　

２２，３００

人

　

８４，８５３

　　

８１，６０７

　　

‐

　　　

８４，８５３

　

８１，６０７

　　

一

　　　

８１′６０７

　　

８０，６０１

　　

‐

　　　

８１，６０７

（注）１．当ＩＡでは国内の限定されたエリアで事業活動を行っているためＪ蜜城別の区分は省略しております。

　

２．期中減少額「目的使用」は、貸出金償却、「その他」は洗替えによる取崩額です。

　

３．貸出金償却は、償却額と引当金戻入額を相殺した残額を表示しています。

‐８１－



⑥

　

信用リスク削減効果勘案後の残高及びリスク・ウェイト１２５０％を適用する残高

　　　　　　

（単位：千円）

リスク・ウェイ ト

　

０％

　　　　　　　　　　

４，３４８，７２５

　　　

４，３４８， ４，９２４，１１６

　　

，

　

４，９２４，１

　　

リスク・ウェイ ト

　

２％
信

　　

リスク．ウェイ ト

　

４％

リスク・ウェイ ト

　

１０％

　　　　　　　　　　

４，０１９，４６６

　　　

４，０１９， ４，００３，０４４

　　　

４，００３，

リスク・ウェイ ト

　

２０％

　　　　　　　　　

８５，７０２，９５９

　　

８５，７０２，ク
削
減
効
果
勘
案

８５，７８３，７１４

　　　

８５，７８３，

リスク・ウェイ ト

　

３５％

　　　　　　　　　　　

２６０，８７３

　　　　

２６０， ２１９，９４５

　　　　　

２１９，９４５

リスク・ウエイ ト

　

５０％

　　　　　　　　　　　　

８０，０１４

　　　　

８０， ７８，５０３

　　　　　　

７８，５０３

リスク・ウエイ ト

　

７５％

　　　　　　　　　　　

１３０，２４４

　　　　

１３０， １５１，７７９

　　　　　

１５１，７７９

後

　

リスク・ウェイ ト

　

１００％

　　　　　　　　　

６，１２４，９２３

　　　

６，１２４， ６，１６７，２３５

　　　　

６，１６７′２３５

驚 リスク・ウェイト ．５ｏ％

　　　　　

３，６５３

　　

３， ３，８８７

　　　　　　

３，８８７

スク・ウェイ ト

　

２５０％

　　　　　　　　　

６，５９６，２２３

　　　

６，５９６， ６，５９３，９９４

　　　　

６，５９３｝９９４

その他

　　　　　　　　

－

　　　　　　　　

１，０６６

　　　　　

１， ６８０

　　　　　　　　

６８０

リスク・ウェイ ト

　

１２５０％

計

　　　　　　　　　

‐

　　　

１０７，２６８，１４６

　

１０７，２６８，

　　　　

１０７，９２６，８９６

　　

１０７，９２６，８９６

るもの、 リスク・ウェイトのみな
に該当するものを除く）並びにオ

（注）
し計算が適用されるエクス

　　

フ・バランス取引及び派
の、 証券化エクスポージャー

２， 「格付あり」 にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用しているもの、 「格付なし」
にはエクスポージャーのリスク・ウエイト判定において格付を使用していないものを記載しています。 なお、 格付
は適格格付機関による依頼格付のみ使用しています。
３． 経過措置によってリスク・ウエイトを変更したエクスポージャーについては、 経過措置適用後のリスク・ウエ
イトによって集計しています。 また、 経過措置によってリスク・アセットを算入したものについても集計の対象と
しています。

４． １ ２５０％には、 非同時決済取引に係るもの、 重要な出資に係るエクスポージャーなどリスク・ウエイト１２
５０％を適用したエクスポージャ」があります。

４． 信用リスク削減手法に関する事項
①

　

信用リスク削

　

手法に関

　

るリスク管理の方針及び手続の概要①

　

信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び手続の

　

要

　　　

「信用リスク削減手法」 とは、 自己資本比率算出における信用リスク・アセット額の算出におい
て、エクスポージャーに対して一定の要件を満たす担保や保証等が設定されている場合に、エクスポー
ジャーのリスク・ウエイトに代えて、 担保や保証人に対するリスク・ウエイトを適用するなど信用リス
ク・アセット額を軽減する方法です。

　

当ＪＡでは、 信用リスク削減手法を 「自己資本比率算出要領」 にて定めています。当ＪＡでは、信用リスク削減手法を「自己資本比率算出要領」にて定めています。
信用リスク削減手法として、 「適格金融資産担保」、 「保証」、 「貸出金と白組合貯金の相殺」を適
していま

スポージャーの信用リスクの全部又は一部が、取引相手又は取引
融資産担保によって削減されている取引をいいます。 当ＪＡで
用リスク削減手法の簡便手法を用いています。

よりも

　

いりスク・

　

エイトが適用される

　

央

　

府等

　

我が国
糸機関、外国の中央政府以外の公共部門、国
これら髪

　　

の主

　

で

　　　

付を付与している
いて、被保証

スク・ウェイトに

　

、えて、 保証人のリスク・ウエイト

　

廻用してい

　　

。
と白組合貯金の相殺については、①取引相手の債務超過、破産手続開始
由にかかわらず、貸出金と自組合貯金の相殺が法的に有効であることをノこ

　　

示 ‘

　

浸

　　　　　

し

ある貸出金と白組合貯金をいずれの時点において
ないリスクが監視及び管理されていること、④
ていること、 の条件をすべて満たす場合に、 相

　

リスク削減手法適用後のエクスポージャー額と

し、 こ
ことができること、

してい

　　

。
担保に関する評価及び管理方針は、一定のルールのもと定期的に担保確認及び評価の見直しを行って

、ます。なお、主要な担保の種類は白組合貯金です。

‐８２－



②

　

信用リスク削

　

手法が適用されたエクスポージャーの額

　　　

（単位：千円）

け

　　

．

　　　

７，９８３

　　　　

１２４，４９３」

　　　　

８，１１７１

　　　

８８，

１８，３２１

　　　　　

１３８，９０８ｉ

　　　　　　

ｌｏ，４０４１

　　

１２５，

２６，３０４…

　　　　

２６３，４０１
１

　　　　

１８，５２・
…

　　　

２１４，

注 歳当 該 孝子
にジャー」と請３ メタだきぢ れ レ罰頚謹 もォ〆．パリラ鄭稽爾可爾ことをしｗ、・主なものとしては貸出金や有価証券等

　

２． 「三月以上延滞等」 とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３ヵ月以上延滞している債務者に係るエクスボージャーのことで

　

す。

　

３， 「証券化 （証券化エクスポージャー）」 とは、原資産にかかる信用リスクを優先劣後構造のある二以上のエクスポージャーに階層化し、 そ

　

の一部または全部を第三者に移転する性質を有する取引にかかるエクスポージャーのことです。

　

４． 「上記以外」 には、 現金・外国の中央政府及び中央銀行向け・国際決済銀行等向け・外国の中央政府等以外の公共部門向け．国際開発銀行

　

向け・取立来済手形・未決済取引・その他の資産 ｛固定資産等） が含まれます。

５， 派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリスクに関する事項

　

該当する取引はありません。

６． 証、 ヒエクスポージ

　

ーに

　　

る事項証券化エクスポージャーに関する事項

該当する取引はありません。

７． 出資その他これに類するエクスポージャーに関する事項

①

　

出

　

等エクスポージャーに関するリスク管理の方針及び手続の概要①

　

出資等エクスポージャーに関するリスク呂理の

　

、 及び手ジの

　　

「出資その他これに類するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出
資勘定の株式又は出資として計上されているものであり、当ＪＡにおいては、これらを①子会社及び関
連会社株式、②その他有価証券、⑧系統及び系統外出資に区分して管理しています。

　　

　

　　　　　

　 　

　　

　

　　

　

　　　　

　

　　　

　

　

　

　

　 　

　　　　

　

　　

　

　　　　　　　　　　　　　　

　

　　

　

するエクスポージャー」とは、主に貸借対照表上の有価証券勘定及び外部出
して計上されているものであり、 当ＪＡにおいては、 これらを①子会社及び関
証券、⑧系統及び系統外出資に区分して管理しています。

については、経営上も密接な連携を図ることにより、当疎の事業のより効率的
を保有しています。これらの会社の経営については毎期の決算書類の分析の

②その他有価証券については中長期的な運用目的で保有するものであり、適切な市場リスクの把握及
びコントロールに努めています。 具体的には、市場動向や経済見通しなどの投資環境分析及びポート
フォリオの状況やＡＬＭなどを考慮し、理事会で運用方針を定めるとともに経営層で構成するＡＬＭ委員会を
」

　　

に

　　

して

　　

出

　

メ

　　　　　　

び蹴恩決

　

をだっていま

　　

運用部門は理事会で決定した運用して、 日吊

　

ヱ月報

　　

及び，忌思 行ってい

　　

。

　　

。

　

ｉ

　　　

頁で

　

疋

　

こ
員会で決定された取引方針などに基づき、有価証券の売買やリスクヘッジを行っていま
だゞっこ

　　

については企

　

嬉理

　

勤ま適

　

な

　

かを行っているかどうかチェックし定期

ついては、会員としての総会等への参画を通じた経営概況の監督に加え、日常的な協議
等の財務健全化を求めており、系統外出資についても同様の対応を行っています。

なお、 これらの出資その他これに類

　

るエクス
については、取得原価を記載し、毅損の状況に 当金を設定してし

いては、 「そ

じて外部出

　　　　　

弓

　　　　

設

　

してい
としています。

口８３‐



②

　

出資その他これに類するエクスポージャーの貸借対照表計上額及び時価

（単位；千円）

合

　　

計

　　　　

６，０４３，５５５

　

６，０４３，５５５

　　

６，０４３，０５５

　　

６，０４３，

注

　

「時価評価額」 は、時価のあるものは時価、時価のないものは貸借対照表計上額の合計額です。

⑧

　

出資その他これに類するエクスポージャーの売却及び償却に伴う損益

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）

″ご売却義孝＃きざ莞痴擦れれ槌坤擁護多売お盆急患に売却損；洋舞績却績謙
譲・ふさぎ；溺愛詩導窯磨ぎ希望豪農こぎ尋；ド吾ざ詩豪Ｌ鴇凄襲爵，鮮度もき

④

　

貸借対照表で認識され、損益計算書で認識されない評価損益の額

　

（保有目的区分をその他有価証券としている株式・出資の評価損益等）

（単位：千円）

憲二紬縦総轄覇鏑損海津，声評価器効き総務岡損すき；
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

⑤

　

貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額

　

（子会社・関連会社株式の評価損益等）

　

該当する取引はありません。

８． リスク・ウェイトのみなし計算が適用されるエクスポージャーに関する事項
（単位：千円）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

３年 度

　　　

４年 度

ルックスルー方式を適用するエクスポージャー

マンデート方式を適用するエクスポージャ」

蓋然性方式 （２５０％） を適用するエクスポージャー

蓋然性方式 （４００％） を適用するエクスポージャ」

フォールバック方式 （１２５０％） を適用するエクスボ

ー８４‐



９． 金利リスクに関する事項
①

　

金利リスクの算定手法の概要

　

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るり
ることにより、 利益が 少ないし

　　

を

　

るｉスク

　　

金利リスクとは、金利変動に伴い損失を被るリスクで、資産と負債の金利又は期間のミスマッチが存在する中で金利が変動す
ることにより、 利益が減少ないし損失を被るリスクをいいます。

　

当ＪＡでは、金利リスク量を計算する際の基本的な事項を「金利リスク量計算要領」に、またリスク情報の管理・報告にかかる
事項を「余裕金運用等にかかるリスク管理手続」に定め、適切なリスクコントロールに努めています。 具体的な金利リスク管理方
針および手続については以下のとおりです。

　

　

　　　　　

　

　　　　　　　　　

　

　　　

　

　　　　　　　

　
、よび手続については以下のとおりです。
リスク管理の方針および手続の概要
リスク管理および計測の対象とする金利
′ＪＡでは、 金利リスクを重要なリスク
リスク呂理および計測の対象とする金利リスクの考え方および範囲に関する説明
′ＪＡでは、 金利リスクを重要なリスクの一つとして認識し、 適切な管理体制のもとで他の市場リスクと一体的に管理をしてい
。 金利リスクのうち銀行勘定の金利リスク（ＩＲＲＢＢ）については、 個別の管理指標の設定やモニタリング体制の整備などにより

リスクＢ理およびリスクの削減の方針に関する説明
当ＪＡは、 リスク管理委員会のもと、 自己資本に対するＩＲＲＢＢの比率の管理や収支シミュレーションの分析などを行いリスク削

りの頻度
日として、月次でＩＲＲＢＢを計測しています。

金利リスクの算定手法の概要
当ＪＡでは、経済価値ベースの金利リスク量｛ ＥＶＥ） については、 金利感応ポジションにかかる基準日時点のイールドカーブ
基づき計・算されたネット現在価値と、標準的な金利ショックを与えたイールドカーブに基づき計算されたネット現在価値の差に
り算出しており、 金利ショックの幅は、 上方パラレルシフト、 下方パラレルシフト、 ステイープ化の３シナリオによる金利
ヨック （通貨ごとに異なるショック幅） を適用しております。

こ割り当て
こ割り当て
こ割り当て
り、′てられ

しています。

　

別に

　　

した

　

利リスクの正値を合算しています。 通貨間の相関等は考慮していません。
スプレッドに関する前提（計算にあたって割引金利やキャッシュ・フローに含めるかどうか）

定の前提を置いたスプレッドを考慮してキャッシュ・フローを展開しています。 なお、 当該スプレッドは金利変動ショックの
上は不変としています。

、 』ＥＶＥおよび４ＮＩＩに重大な影響を及ぼすその他の前提
しておりません。

の変動に関する説明

するその他の説明
れ
／

ＶＥおよび４ＮＩＩ以外の金利リスクを計測している場合における、当該金利リスクに関する事項
・

　　

ｒショックに関する説明

　

リスク資本配賦管理としてＶａＲで計測する市場リスク量を算定しています。
・金利リスク計測の前提およびその意味（特に、農協法自己資本開示告示に基づく定量的

　　

開示の対象となる４ＥＶＥおよび４
Ｎ工１と大きく異なる点
特段ありません。

②

　

金利リスク に関する事項

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：千円）
擦滋凝議たま；鴬もぎ謙二義緋も詰まりもぎ謬綿註

　

さｔ三等；…武二なべ”・封じ‘；〆≧・Ｙ～′慧′‐茅もぐまき熟達ぶ然｛ご鞘

バラレノレシフト

　　　　　

△ １７５，１０８

　　

△ ２１８，５９７

　　　　

２０，１６７

　　

△ １，
パラ レルシフト

　　　　　

△ １１０，９４６

　　

△ ９１，４０２

　　　　　

９，

ブ イ 」 プ 化

　　　　　　　　　　

１２５，１３３

　　　

１０４，

ラ ッ ト化

　　　　　　　　　　

△ ８６，９８９

　　

△ ５５，８６１

△ １２４，８６５

　　

△ １４８，

１４１，９５３

　　　　　　

８８，６５７

１２５，１３３

　　　　　

１０４，１０８

６，９５８，８８９

　　　　　　　　　　　　

６，８２０，

‐８５－



【ＪＡの概要】
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売
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生
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１
ポ
ー
ト

活

健
康
福
祉
課

　　　　　　

ひ

ば

り

の

１

　　　　　

・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　

生

自

動

車

課

機構図 （令和５年５月３１日現在）

‐８６‐



（令和５年５月末現在）２． 役員一覧

，

　

役

　

員

　

、 氏． 名・

　

ｒ，． 役

　

．
・員

　

氏・

　

名．，ト

　

．・

代

　

表

　

理

　

事

　

組

　

合

　

長 細

　

田

　

勝

　

二 理

　　　　　　　　　　

事 松

　　　

島

　　　

渉

専

　　

務

　　

理

　　

事 西

　

川

　

信 理

　　　　　　　　　　

事 坂

　　

口

　　

弘

　　

文

常務理事 （信用担当） 住

　

吉

　

一

　

久 理

　　　　　　　　　　

事 島

　　　

幸

　　　

人

理

　　　　　　　　　　　

事 永

　　

ロ

　　

正

　

男 理

　　　　　　　　　　

事 村

　

田

　

浩

　

樹

理

　　　　　　　　　　　

事 大

　

角

　

俊

　

信 理

　　　　　　　　　

事 矢

　

木

　

龍

　

一

理

　　　　　　　　　　　

事 彦幸尻辰 事理 千
小勝丁十ノ小

理

　　　　　　　　　　

事 一憲森大 事監表代 憲政樺小
理

　　　　　　　　　　

事 子和”
”

し
し

Ｊ一つ 外員事監勤常 次孝野荻
理

　　　　　　　　　　

事 和義井大 事監 夫春枝木
理

　　　　　　　　　　　

事 二浩山尾 事監 雄一嶋水
理

　　　　　　　　　　　

事 イシヨ田叢
ロ

事監 一善下柳
理

　　　　　　　　　　　

事 一謙”
“笹 事監 昭正原池

理

　　　　　　　　　　　

事 彰俊山米 与参 紀正島松

会計監査人の名称

みのり監査法人 （令和５年２月現在） 所在地

　

東京都港区

　　

‘

　

△

　

、′

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（単位：人、 団体）員数

　　

　

　

　

　

　　

組

．

　

の

　　　

．

３

　　　　　　　

４

区 “‐
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二 －

　

・３年度
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・
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．減；
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，
・
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員

　

人

　

人

合組

　

個

　

法

正 ５，２９８ ５，２０５ ．

　　　　　　　　

△
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個

　　　

人 ５，２２５ ５，１３１ △

　

９４

法
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．↓

員

　

人

　

人
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法

准 ヮｆハｈＵ
Ａ
Ｖ

Ｑ
Ｕ

（＝ｖ
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ヮ
＋

４
ス△

個

　　　

人 １１犯＆
十

ハ〇Ｑ
Ｕ

Ａ
Ｉ

　

’
ｎｄ ４８△

法

　　　

人 ８６１ｉ
７
十×^）

１
ー
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計 に
Ｕ

ハｂ^ｕリ
Ｒ
Ｕ

に
）
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５． 組合員組織の状況
組，

．・ 織

　

，，名．‐
′ 機．・

　

成・▼

　

員， 数 組，．・ 織

　

， 名・
’ 構・▲成

　

．員－

　

数

生産組合長連絡
協議会 １５８みな穂ねぎ出荷組合 ３８

みな穂集落営農
連絡協議会 ３４入善町肉牛組合 ３

ＪＡ青壮年部 １０５入善町キャベツ生産
組合 ３

ＪＡ女性部 １３２
ハウス雪しろねぎ
生産組合 １７

朝日町農村女性
グループ協議会 ２８入首ｒ」施設国畳額合 １１

入善町農村女性
グループ協議会 ４０入善町ジャンボ西瓜

生産組合 ｌｏ

農協親和会 ９６玉女の会 ９

みのり頁÷ ４２
入善町みそづくり
協議会

　

豆な海
２

年金受給者友の会 ４，９４７入善町農村女性
〆飾り協議会

７

ＪＡグリーン会 ５０にゆうぜん味菜 ５

共済代理店会 １８めかとる朝日 ２９

つくしの会（ホームへ
ルバー） １４ アグリネットＡＳＡＩＩＩ ７１

みな穂農業協同組合役
員ＯＢ会 ７５アグリンク入善 ５２

職員退職者友の会 １６６入善町女性農業士会
ＧＯＧＯ農会

２３

元あさひ野農協職員ＯＢ
会 ６１入善町採種組合 ５０

南保柿出荷組合 ２９ハイテク入善 ４３

アスパラガス生産
組合 ４みな穂もも振興会 ｌｏ

黒東チューリップ
切花出荷組合 ６みな穂さといも

出荷組合 １７

黒東電照菊出荷組合 ３
新川きゅうり
出荷組合

５

直播協議会 ３４プチの会 ８

みな穂ぶどうの会 １２
ＵＰＡ（ウコン生産者
組織）

４

おいしいやさい部 １４
みな穂ブルーベリー
の会

１７

（単位：人）

当ＪＡの組合員組織を記載しています。

６． 特定信用事業代理業者の状況

　

該当ありません。
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７． 地区一覧

下新川郡全域（入善町・朝日町）

８． 店舗等のご案内

店 舗 及 び 事，務：所 名’ ’住も

　

所

　

，
． ・ ． “ 電話番 号 ＡＴＭ設置台数・

本店事務所

　

ローンセンター

営農センター

生活センター

農産物直売所
「みな穂

　

あいさい広場」

担い手対策センター

中央支店

西部支店

南部支店

あさひ支店

　

あさひ支店経済課
（あさひ営農経済セン
タ」）

農機具センター

オートパル入善
（自動車課）

カーポート入善

ひばりの給油所

健康福祉課 （ケアセン
ターはぴねす）

入善町入膳

入善町入膳

入善町東狐

入善町新屋

朝日町平柳

朝日町大家庄

入善町入膳

入善町入膳

入善町上野

入善町舟見

入善町上野

０７６５‐７２一１１９０ ㈹

０７６５－７２－１７２６

０７６５－７４－２４４０

０７６５－７２－０１６９

０７６５－７２－１１９２

０７６５－７４－２１２０

０７６５‐７２一１１３８

０７６５－７２－１１６０

０７６５一７８一１１６６

０７６５－８３－１１１１

０７６５－８３－３２１２

０７６５‐７２一００６８

０７６５－７２－１９９２

０７６５－７２－２２１０

０７６５一７８‐２０００

０７６５－７４－１８５２

１台

１台

１台

１台

｛令和５年５月末現在）

◎その他まちなか（旧入善支店跡地）・コスモ２１・朝日町役場前にＡＴＭを設置しておりま
す。

－８９‐



組合単体開示項目掲載ページ一覧 （農協法施行規則２０４条関係）

　　　　

．；二

　

～開示 項 目．

　

▲ １べ「÷ジ

く概況及び組織に関する事項＞

　

．

　　　　　　　　　

－．

　

◆．◆◆－▼◆

　

▲▼

　

－▲▲

　

」－▲・▲＋

　　

◆．・

　

ーｒ－”▼－－▼

　　　

▼．－．・”Ｊ▼－”▼

　

「「－

　

▼．

　

▼”▼・・・▼▼

　

”．・

　　　

′

　　　　　　

、

　　　　　　　　　　　　

▲．－．▲

　　　

－－．－・・」一Ｌ－◆▲」

　　

－－◆

　

－◆＋▼．◆

　

」．▼
○

　

業務の運営の組織
○

　

理事及び監事の氏名及び役職名
○ 会計監査人設置組合にあっては、会計監査人の氏名又は名称
○

　

事務所の名称及び所在地
○

　

特定信用事業代理業者に関する事項

ｔ

　

●

　　

●◆

　　

）
ハｈＶ

　

７
１

　

７
１
（》

（ＸＵ

Ｒ
Ｕ

　

ｘ^Ｕ

　

Ｒ
Ｕ

　

Ｒ
Ｕ

ｘ^Ｕ
と主要．な業務の内容・〆三

２２○

　

主要な業務の内容
＜主要な業務に関する事項〆

　

． ；

　　　　　　

▼
・・

　

，

○

　

直近の事業年度における事業の概況
○

　

直近の５事業年度における主要な業務の状況を示す指標

　

・経常収益（事業の区分ごとの事業収益及びその合計）

　

・経常利益又は経常損失
・当期剰余金又は当期損失金
・出資金及び出資口数
・純資産額
・総資産額

　

・貯金等残高

　

・貸出金残高

　

・有価証券残高

　

・単体自己資本比率
・剰余金の配当の金額

　

・職員数

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

人「イム＊÷

　

・信託報酬、信託勘定貸出金残高、信託勘定有価証券残高、信乱』化電ｊｉＬ＊“，．
有′ず二Ｔｉｇ士 一ｒ一．

　　　　　　

，－．尊顔高、信託財産額
○

　

直近の２事業年度における事業の状況を示す指標
◇

　

主要な業務の状況を示す指標

　

・事業粗利益、事業粗利益率、事業純益、実質事業純益、コア事業純益及びコア事

　

業純益（投資信託鱈的損益を除く。）

　

・資金運用収支、役務取引等収支及びその他事業収支

　

・資金運用勘定及び資金調達勘定の平均残高、矛ル息、利回り及び総資金利ざや

　

・受取利息及び支払利息の増減

　

・総資産経常利益率及び資本経常利益率

　

・総資産当期純利益率及び資本当期純利益率
◇ 貯金に関する指標

　

・流動性貯金、定期性貯金、譲渡性貯金その他の貯金の平均残高

　

・固定金利定期貯金、変動金利定期貯金及びその他の区分ごとの定期貯金の残高
◇ 貸出金等に関する指標

　

・手形貸付、証書貸付、当座貸越及び割引手形の平均残高

　

・固定金利及び変動金利の区分ごとの貸出金の残高

　

・担保の種類別（貯金等、有価証券、動産、不動産その他担保物、農業信用基金協

　

会保証、その他保証及び信用の区分をいう。）の貸出金残高及び債務保証見返額

　

・使途別（設備資金及び運転資金の区分をいう。）の貸出金残高

　

・業種別の貸出金残高及び当該貸出金残高の貸出金の総額に対する割合

　

・主要な農業関係の貸出実績

　

・貯貸率の期末値及び期中平均値
◇ 有価証券に関する指標

　

・商品有価証券の種類別（商品国債、商品地方債、商品政府保証債及びその他の商

　

品有価証券の区分をいう。）の平均残高

　

・有価証券の種類別（国債、地方債、短期社債、社債、株式、外国債券及び外国株

　

式その他の証券の区分をいう。次号において同じ。）の残存期間別の残高

　

・有価証券の種類別の平均残高

　

・貯証率の期末値及び期中平均残高

３

６２

６３
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組合単体開示項目掲載ページ一覧 （農協法施行規則２０４条関係）

　　　　　　　　　　　　

開示項目．・ｒ ペ・「ジ

＜業務の運営に関する事項＞
９

１２

　

７

１３

０ リスク管理の体制
０

　

法令遵守の体制
○

　

中小企業の経営の改善及び地域の活性化のための取組の状況

０

　

苦情処理措置及び紛争解決措置の内容
＜直近の２事業年度における財産の状況に関する事項＞－－

０

　

貸借対照表、損益計算書及び剰余金処分計算書（損歩め－－；－‘品一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

“フ． 書“

０

　

債権等のうち次に掲げるものの額及びその合計額
・破産更生債権及びこれらに準ずる債権

　

・危険債権

　

・三月以上延滞債権

　

・貸出条件緩和債権

　

・正常債権
０

　

元本補てん契約のある信計“掠るよ÷まつうち破産更生債権及びこれらに準ずる債
権、危険債権、三月以上延滞債権並びに貸出条件緩和債権の額・合計額・正常債権の
○ 自己資本の充実の状況
○

　

次に掲げるものに関する取得価額又は契約価額、時価及び評価損益

　

・有価証券

　

・金銭の信託

　

・デリバティブ取引

　

・金融等デリバティブ取引

　

・有価証券店頭デリバティブ取引
○

　

貸倒引当金の期末残高及び期中の増減額

○ 貸出金償却の額
○

　

会計監査人設置組合にあっては、法第３７条の２第３項の規定に基づき会計監査人の
腔否を受けている旨

３２

６８

６８

７５

７０

６９

６９

６１
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